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0

東
日
本
電

信
電
話
株
式
会
社

及
び

西
日
本
電

信
電

話
株

式
会

社
の

第
一
種

指
定
電
気
通
信
設
備
に
関
す
る
接

続
約

款
の
変

更
の

認
可
申
請
に
関
す
る
説
明

（
令

和
２
年
度
の
接
続
料
の
改
定

等
）

①
令

和
２
年

度
の
加
入

光
フ
ァ
イ
バ
に
係

る
接

続
料
の
改
定
等

②
令

和
２
年

度
の
次
世

代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）
に
係
る
接
続
料
の
改
定
等

③
実

績
原

価
方

式
に
基

づ
く
令

和
２
年

度
の
接
続

料
の
改
定
等

令
和

２
年

１
月

2



1
接
続
約
款
の
変
更

認
可

の
申
請

日
等

１
．
申
請
者

東
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社

（
以

下
「
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本
」
と
い
う
。
）

代
表
取
締
役
社
長

井
上

福
造

西
日
本
電
信
電
話
株
式
会
社

（
以

下
「
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本
」
と
い
う
。
）

代
表
取
締
役
社
長

小
林

充
佳

（
以

下
「
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
」及

び
「Ｎ

Ｔ
Ｔ
西
日

本
」を

｢Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本
・
西
日

本
｣と

い
う
。
）

２
．
申
請
年
月
日

令
和
２
年
１
月

1
4
日

(火
)

３
．
実
施
予
定
期
日

認
可
後
、
令
和
２
年
４
月
１
日

(水
)か

ら
適
用

４
．
趣
旨

例
年
の
会
計
整
理
・
再
計
算
の
結
果
等
を
踏
ま
え
、
令
和
２
年
度
以
降
の

①
加
入
光
フ
ァ
イ
バ
に
係
る
接
続
料
の
改
定
等

②
次
世
代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）
に
係
る
接
続
料
の
改
定
等

③
実
績
原
価
方
式
に
基
づ
く
接
続
料
の
改
定
等

を
行
う
た
め
、
接
続
約
款
の
変
更
を
行
う
も
の
。

3



2
接
続
約
款
の
変
更

認
可

申
請
の
全

体
像

接
続
料
改
定
等
に
際
し
て
必

要
と
な
る
行

政
手

続
今
回
改
定
等
を
行
う
接
続
料

電
気

通
信

事
業

法
第

３
３
条
第
２
項
に
基
づ
く
接
続
約
款
変

更
認
可

接
続

料
規

則
第

３
条

に
基

づ
く

許
可

(※
)

R
２
年
度

接
続
料

R
３
年
度

接
続
料

R
4
年
度

接
続
料

R
５
年
度

接
続
料

R
６
年
度

接
続
料

①
加

入
光

フ
ァ
イ
バ
に
係
る
接
続
料
の
改
定
等

（
シ

ェ
ア

ド
ア

ク
セ

ス
方

式
、

シ
ン

グ
ル

ス
タ

ー
方

式
の

接
続

料
等

）

・
乖

離
額

調
整

・
フ

レ
キ

シ
ブ

ル
フ

ァ
イ

バ
の

除
外

②
Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係

る
接

続
料
の
改
定
等

（
ひ

か
り

電
話

と
の

接
続

に
利

用
す

る
ＩＧ

Ｓ
接

続
機

能
、

1
0G

b
it
/
sイ

ン
タ

フ
ェ

ー
ス

に
対

応
す

る
新

た
な

設
備

に
係

る
機

能
及

び
接

続
料

の
新

設
等

）

・
1
0
G

b
it
/
sイ

ン
タ

フ
ェ

ー
ス

に
対

応
す

る
新

た

な
設

備
に

関
す

る
接

続
機

能
に

係
る

扱
い

（
乖

離
額

調
整

等
）

③
実

績
原

価
方

式
に
基
づ
く
接
続
料
の
改
定
等

（
ド

ラ
イ

カ
ッ

パ
、

メ
タ

ル
専

用
線

の
接

続
料

、
工

事
費

・手
続

費
等

）

・
フ

ァ
イ

ル
連

携
シ

ス
テ

ム
開

発
費

の
扱

い

・
特

設
公

衆
電

話
に

係
る

費
用

の
扱

い
等

※
接

続
料

は
、

接
続

料
規

則
に

定
め

る
方

法
に

よ
り

算
定

さ
れ

た
原

価
に

照
ら

し
公

正
妥

当
な

も
の

で
あ

る
こ

と
が

求
め

ら
れ

る
が

、
「
特

別
の

理
由

」
が

あ
る

場
合

に
は

、
総

務
大

臣
の

許
可

を
受

け
て

別
の

算
定

方
法

を
採

用
す

る
こ

と
が

可
能

（
３

条
許

可
）
。

将
来
原
価
方
式
（
３
年
）

○
電
気

通
信

事
業

法
（

昭
和

五
十

九
年

法
律
第

八
十

六
号

）
（
第
一

種
指
定

電
気
通

信
設

備
と

の
接

続
）

第
三
十

三
条

（
略
）

２
前
項
の

規
定
に

よ
り

指
定

さ
れ

た
電

気
通

信
設

備
（
以
下

「
第
一

種
指
定

電
気
通

信
設
備

」
と
い

う
。
）

を
設
置

す
る
電

気
通

信
事

業
者

は
、

当
該

第
一

種
指

定
電

気
通

信
設

備
と

他
の
電
気

通
信
事

業
者
の

電
気

通
信

設
備

と
の

接
続

に
関

し
、
当

該
第
一

種
指
定

電
気
通

信
設
備

を
設
置

す
る
電

気
通
信

事
業

者
が

取
得

す
べ

き
金

額
（

以
下

こ
の

条
に

お
い

て
「

接
続

料
」
と
い

う
。
）

及
び
他

の
電

気
通

信
事

業
者

の
電

気
通

信
設
備

と
の
接

続
箇
所

に
お
け

る
技
術

的
条
件

、
電
気

通
信
役

務
に

関
す

る
料

金
を

定
め

る
電

気
通

信
事

業
者

の
別

そ
の

他
の

接
続
の
条

件
（
以

下
「
接

続
条

件
」

と
い

う
。

）
に

つ
い

て
接
続

約
款
を

定
め
、

総
務
大

臣
の
認

可
を
受

け
な
け

れ
ば
な

ら
な

い
。

こ
れ

を
変

更
し

よ
う

と
す

る
と

き
も

、
同

様
と

す
る

。

将
来

原
価
方
式
（
５
年
）

※
1
0
G

b
it
/
sイ

ン
タ
フ
ェ
ー
ス
に
対
応
す
る
新
た
な
設
備

実
績

原
価

④
接

続
約

款
の
認

可
申
請
に
併
せ
て
行
わ
れ
る
報

告
・
接
続
料
と
利
用
者
料
金
の
関
係
の
検
証
（
ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
）

将
来

原
価

（
１
年

）
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3

主
な
変

更
内

容

5



4

実
績

原
価

方
式

に
基

づ
く
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.6
4
～

7
0
）

加
入
光

フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接
続
料
の
改

定
等

（
P

.4
3
～

4
8
）

Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係

る
接

続
料

の
改

定
等

（
Ｐ

.5
0
～

6
2
）

主
な
変

更
内

容
（
P

.５
～

4
0
）

そ
の
他
の

変
更

内
容

（
詳
細

）
（
P

.4
3
 ～

7
4
）

参
考
資

料
（
P

.7
6
 ～

8
5
）

自
己

資
本

利
益

率
（
P

.7
4
）

本
件

申
請

に
お
い
て
廃

止
・
整
理
品
目
化
す
る
接
続

機
能

（
P

.7
2
）

①
令

和
２
年

度
の

加
入

光
フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接

続
料
の

改
定
等

（
P

.５
～

2
0
）

②
令

和
２
年

度
の

次
世

代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）
に
係
る
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.2
2
～

2
9
）

③
実

績
原

価
方

式
に
基

づ
く
令
和

２
年
度

の
接
続

料
の
改

定
等

（
P

.3
1
～

3
2
）

④
そ
の
他

の
事

項
（
接

続
料
規
則
第
３
条

に
基

づ
く
許
可
申

請
等
の

概
要

、
ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
）
（
P

.3
4
～

4
0
）

6



5
令
和
２
年
度
以
降

の
加
入

光
フ
ァ
イ
バ
接

続
料

の
概

要

○
加

入
光

フ
ァ

イ
バ

に
つ

い
て

は
、

今
後

も
新

規
か

つ
相

当
の

需
要

の
増

加
が

見
込

ま
れ

る
サ

ー
ビ

ス
で

あ
る

こ
と

及
び

接
続

事
業

者
の

予
見

性
を

確
保

す
る

観
点

か
ら

、
令
和

２
年
度
か

ら
令
和
４
年

度
ま
で
の

３
年

間
に
つ
い
て
、
年

度
ご
と
の

需
要
と
費
用
を
予
測
し
て
算
定

す
る
将
来
原
価
方

式
に
よ
り
算

定
（現

在
の

接
続

料
は

平
成

28
年

度
か

ら
令

和
元

年
度

ま
で

の
４

年
間

の
将

来
原

価
方

式
に

よ
り

算
定

）。

○
今

回
の

改
定

案
に

お
け

る
光

信
号

主
端

末
回

線
伝

送
機

能
（
シ

ェ
ア

ド
ア

ク
セ

ス
方

式
）
及

び
光

信
号

端
末

回
線

伝
送

機
能

（
シ

ン
グ

ル
ス

タ
ー

方
式

）
に

係
る

接
続

料
は

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
、
西
日

本
と
も
に
令

和
２
年

度
か

ら
４
年

度
ま
で
毎
年

度
低
減

。

〇
今

年
度

適
用

接
続

料
と

令
和

４
年

度
申

請
接

続
料

を
比

較
し

た
場

合
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

に
お

い
て

、
シ

ェ
ア

ド
ア

ク
セ

ス
方

式
で

▲
12

9
円

、
シ

ン
グ

ル
ス

タ
ー

方
式

で
▲

9
3円

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
に

お
い

て
、

同
▲

12
7
円

、
同

▲
12

8
円

の
状

況
。

2
,4

9
0
円

2
,2

7
8
円

1
,8

0
2
円

1
,7

6
9
円

1
,7

3
3
円

1
,6

7
3
円

2
,9

5
3
円

2
,7

6
4
円

2
,2

5
6
円

2
,2

4
4
円

2
,2

1
8
円

2
,1

6
3
円

2
,5

5
3
円

2
,3

6
0
円

1
,7

9
4
円

1
,7

5
8
円

1
,7

1
4
円

1
,6

6
7
円

3
,1

5
9
円

2
,9

7
8
円

2
,3

7
2
円

2
,3

6
1
円

2
,3

0
0
円

2
,2

4
4
円

1
,5

0
0
円

2
,0

0
0
円

2
,5

0
0
円

3
,0

0
0
円

平
成

2
9
年
度

適
用
接
続
料

平
成

3
0
年

度

適
用
接

続
料

令
和

元
年

度

適
用

接
続

料

令
和

２
年

度

申
請

接
続

料

令
和
３
年
度

申
請
接
続
料

令
和
４
年
度

申
請
接
続
料

●
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
（
シ
ン
グ
ル
ス
タ
ー
方
式
）

●
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
（
シ
ン
グ
ル
ス
タ
ー
方
式
）

■
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

（
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方
式
）

■
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

（
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方
式
）

（
▲

1
8
5
円
）

（
▲

2
1
2
円
）

（
▲

4
7
6
円
）

（
▲

3
3
円
）

（
▲

3
6
円
）

（
▲

6
0
円
）

（
▲

2
1
0
円
）

（
▲

1
8
9
円
）

（
▲

5
0
8
円
）

（
▲

1
2
円
）

（
▲

2
6
円
）

（
▲

5
5
円
）

（
▲

1
2
6
円
）

（
▲

1
9
3
円
）

（
▲

5
6
6
円
）

（
▲

3
6
円
）

（
▲

4
4
円
）

（
▲

4
7
円
）

（
▲

1
4
3
円
）

（
▲

1
8
1
円
）

（
▲

6
0
6
円
）

（
▲

1
1
円
）

（
▲

6
1
円
）

（
▲

5
6
円
）

※
シ

ェ
ア

ド
ア

ク
セ

ス
方

式
は

加
入

光
フ

ァ
イ

バ
（
主

端
末

回
線

）
、

F
T

M
、

局
外

ス
プ

リ
ッ

タ
、

施
設

設
置

負
担

加
算

料
の

合
計

、
シ

ン
グ

ル
ス

タ
ー

方
式

は
加

入
光

フ
ァ

イ
バ

と
F
T

M
、

施
設

設
置

負
担

加
算

料
の

合
計

。
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6

○
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方
式

※
１
：

Ｎ
Ｔ

Ｔ
局

舎
か

ら
局

外
ス

プ
リ
ッ

タ
ま

で
の

光
フ

ァ
イ

バ
に

係
る

コ
ス

ト
を

需
要

（光
フ

ァ
イ

バ
の

総
芯

線
数

）で
除

し
て

算
定

。

○
シ
ン
グ
ル

ス
タ
ー
方
式
：

Ｎ
Ｔ

Ｔ
局

舎
か

ら
集

合
住

宅
等

の
終

端
盤

ま
で

の
光

フ
ァ

イ
バ

に
係

る
コ

ス
ト
を

需
要

（
光

フ
ァ

イ
バ

の
総

芯
線

数
）で

除
し

て
算

定
。

※
１

シ
ェ

ア
ド

ア
ク

セ
ス

方
式

に
係

る
も

の
に

つ
い

て
は

、
シ

ン
グ

ル
ス

タ
ー

方
式

に
お

け
る

光
フ

ァ
イ

バ
の

総
コ

ス
ト
の

う
ち

、
引

込
線

（
分

岐
端

末
回

線
）
以

外
の

部
分

を
算

定
。

※
２

主
配

線
盤

（
Ｆ

Ｔ
Ｍ

）
の

１
芯

当
た

り
単

価
は

、
シ

ン
グ

ル
ス

タ
ー

方
式

、
シ

ェ
ア

ド
ア

ク
セ

ス
方

式
と

も
に

、
Ｆ

Ｔ
Ｍ

に
係

る
コ

ス
ト
を

、
Ｆ

Ｔ
Ｍ

を
使

用
す

る
光

フ
ァ

イ
バ

の
総

芯
線

数
で

除
し

て
算

定
。

※
３

約
款

上
は

、
シ

ェ
ア

ド
ア

ク
セ

ス
方

式
は

主
端

末
回

線
の

ほ
か

局
外

ス
プ

リ
ッ

タ
、

施
設

設
置

負
担

加
算

料
を

含
ん

だ
額

を
接

続
料

と
し

て
規

定
。

シ
ン

グ
ル

ス
タ

ー
方

式
の

接
続

料
は

、
契

約
時

に
施

設
設

置
負

担
金

を
一

括
し

て
支

払
う

サ
ー

ビ
ス

（Ｉ
Ｎ

Ｓ
1
50

0
、

高
速

デ
ィ

ジ
タ

ル
）
に

お
い

て
も

適
用

さ
れ

る
た

め
、

施
設

設
置

負
担

加
算

料
と

加
入

光
フ

ァ
イ

バ
の

接
続

料
を

別
々

に
規

定
。

（
参
考
）
加
入
光

フ
ァ
イ
バ
接
続

料
の
将

来
原

価
方
式

で
の
算

定
範

囲

Ｎ
Ｔ

Ｔ
局

舎

ケ
ー

ブ
ル

電
柱

主
配

線
盤

（
Ｆ

Ｔ
Ｍ

）

屋
外

キ
ャビ

ネ
ット

局
外

ス
プ

リッ
タ(

8分
岐

)
（

実
績

原
価

方
式

）
Ｎ

Ｔ
Ｔ

局
舎

クロ
ー

ジ
ャ

電
柱

主
配

線
盤

（
Ｆ

Ｔ
Ｍ

）

加
入
光
ファ
イ
バ

(分
岐
端
末
回
線

)

戸
建

住
宅

等

集
合

住
宅

モ
バ

イル
基

地
局

等

加
入
光
ファ
イ
バ

(主
端
末
回
線

)
シ
ン
グ
ル
ス
タ
ー
方
式

シ
ェア
ド
ア
ク
セ
ス
方
式

加
入
光
ファ
イ
バ

(シ
ン
グ
ル
ス
タ
ー
方
式

)

光
屋
内
配
線

O
N

U

光
コン

セ
ン

ト
（
赤
字
が
将
来
原
価
方
式
で
の
算
定
範
囲
）

施
設

設
置

負
担

加
算

料

施
設

設
置

負
担

加
算

料

8



7

平
成

27
年
度

実
績

平
成

28
年
度

実
績

平
成

29
年
度

実
績

平
成

30
年
度

実
績

令
和
元
年
度

予
測

令
和
２
年
度

予
測

令
和
３
年
度

予
測

令
和
４
年
度

予
測

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

2,
78

1
2,

83
5

2,
86

9
2,

89
7

2,
92

5
2,

94
7

2,
97

2
2,

99
6

（
対

前
年
度
比
）

－
（

+5
4）

（
+3

3）
（

+2
9）

（
+2

8）
（

+2
2）

（
+2

5）
（

+2
3）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

2,
51

4
2,

51
6

2,
43

0
2,

38
1

2,
40

4
2,

44
7

2,
50

5
2,

54
0

（
対

前
年
度
比
）

－
（

+2
）

（
▲

86
）

（
▲

49
）

（
+2

3）
（

+4
3）

（
+5

8）
（

+3
5）

（
フ
レ
ッ
ツ
・
光
プ
レ
ミ
ア
ム
終
了

の
影

響
を
除
い
た
前
年
度
比
）
※

（
+1

07
）

（
+2

1）
（

+9
8）

（
+2

3）
（

+4
3）

（
+5

8）
（

+3
5）

需
要
の
予
測
（
ア
）Ｎ

Ｔ
Ｔ
東

日
本

・西
日

本
利

用
芯
線

（フ
レ
ッ
ツ
光
）

○
フ
レ
ッ
ツ
光

の
契
約
数

※
に
つ
い
て
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

は
、
令

和
元
年

度
の

純
増

見
込
み
値

と
同

数
の
毎
年
度

40
万

契
約
の
純
増

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

は
、
令
和

元
年
度

の
純
増
見
込
み
値
と
同
数
の
毎

年
度

2
0万

契
約

の
純
増

が
令
和

２
年

度
か
ら
令
和
４
年
度
ま
で
続
く
と
予
測

。

○
フ

レ
ッ

ツ
光

・
フ

ァ
ミ

リ
ー

タ
イ

プ
（
シ

ェ
ア

ド
ア

ク
セ

ス
方

式
に

相
当

）
に

つ
い

て
は

、
各

年
度

末
の

予
測

契
約

数
を

既
存

の
契

約
割

合
に

応
じ

て
ビ

ル
・
光

配
線

ブ
ロ

ッ
ク

別
に

分
計

し
た

上
で

、
必

要
な

光
フ

ァ
イ

バ
芯

線
数

を
算

出
。

○
フ

レ
ッ

ツ
光

・
マ

ン
シ

ョ
ン

タ
イ

プ
（
シ

ン
グ

ル
ス

タ
ー

方
式

に
相

当
）
に

つ
い

て
は

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

の
光

フ
ァ

イ
バ

を
新

た
に

引
き

込
む

マ
ン

シ
ョ
ン

及
び

撤
去

す
る

マ
ン

シ
ョ
ン

の
棟

数
を

予
測

し
、

必
要

な
光

フ
ァ

イ
バ

芯
線

数
を

算
出

。
※

光
サ

ー
ビ

ス
卸

に
よ

る
契

約
数

を
含

む
。

平
成

27
年
度

実
績

平
成

28
年
度

実
績

平
成

29
年
度

実
績

平
成

30
年
度

実
績

令
和
元
年
度

予
測

令
和
２
年
度

予
測

令
和
３
年
度

予
測

令
和
４
年
度

予
測

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

1,
06

7
1,

11
7

1,
14

9
1,

18
8

1,
22

8
1,

26
8

1,
30

8
1,

34
8

（
対

前
年
度
比
）

－
（

+5
1 ）

（
+3

2 ）
（

+3
9 ）

（
+4

0 ）
（

+4
0 ）

（
+4

0 ）
（

+4
0 ）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

85
9

88
8

90
4

92
0

94
0

96
0

98
0

1,
00

0
（
対

前
年
度
比
）

－
（

+2
9 ）

（
+1

6 ）
（

+1
6 ）

（
+2

0 ）
（

+2
0 ）

（
+2

0 ）
（

+2
0 ）

■
フ
レ
ッ
ツ
光
の
契
約

数
の

推
移

■
フ
レ
ッ
ツ
光
の
芯
線

数
の

推
移

（
単
位
：
万
契
約
）

（
単
位
：
千
芯
線
）

※
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
は

平
成

3
1
年

１
月

末
に

フ
レ

ッ
ツ

・
光

プ
レ

ミ
ア

ム
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

を
終

了
し

、
当

該
サ

ー
ビ

ス
提

供
用

の
芯

線
を

利
用

し
な

く
な

っ
た

た
め

そ
の

影
響

を
除

い
た

前
年

度
比

も
掲

載
。
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8
需
要
の
予
測
（
イ
）
接
続

事
業
者
利

用
芯

線
（シ

ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方

式
）

○
接

続
事

業
者

の
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方

式
の

契
約

数
に

つ
い

て
は

、
平

成
28

年
度
か
ら
平

成
3
0

年
度

ま
で
の

純
増

数
の
平
均
値
等
を
基
に
令
和
４
年

度
ま
で
を
予

測
。

〇
予

測
契

約
数

を
も

と
に

、
現

在
の

１
芯

当
た

り
契

約
数

を
基

本
と

し
て

、
必

要
な

光
フ

ァ
イ

バ
の

芯
線

数
を

算
出

。

〇
契

約
数

は
令

和
２
年
度
か
ら
４
年
度
ま
で
毎
年

度
増
加

し
、
そ
れ

に
伴

っ
て
芯

線
数

も
増

加
し

て
い

く
と

予
測

。

平
成

27
年
度

実
績

平
成

28
年
度

実
績

平
成

29
年
度

実
績

平
成

30
年
度

実
績

令
和
元
年
度

予
測

令
和
２
年
度

予
測

令
和
３
年
度

予
測

令
和
４
年
度

予
測

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

（
対

前
年
度
比
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

（
対

前
年
度
比
）

■
接
続

事
業
者
の

契
約

数
の

推
移

（
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方
式
）

■
接
続

事
業
者
の
芯

線
数

の
推

移
（
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方

式
）

平
成

27
年
度

実
績

平
成

28
年
度

実
績

平
成

29
年
度

実
績

平
成

30
年
度

実
績

令
和
元
年
度

予
測

令
和
２
年
度

予
測

令
和
３
年
度

予
測

令
和
４
年
度

予
測

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

36
7

40
9

43
6

45
5

51
8

57
6

63
0

68
1

（
対

前
年
度
比
）

－
（

+4
2）

（
+2

8）
（

+1
9）

（
+6

3）
（

+5
8）

（
+5

4）
（

+5
1）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

15
5

16
5

17
5

20
4

27
6

33
8

39
1

43
7

（
対

前
年
度
比
）

－
（

+1
0）

（
+1

0）
（

+2
9）

（
+7

2）
（

+6
3）

（
+5

3）
（

+4
6）

（
単
位
：
万
契
約
）

（
単
位
：
千
芯
線
）

委
員
限
り

委
員
限
り

10



9

平
成

27
年
度

実
績

平
成

28
年
度

実
績

平
成

29
年
度

実
績

平
成

30
年
度

実
績

令
和
元
年
度

予
測

令
和
２
年
度

予
測

令
和
３
年
度

予
測

令
和
４
年
度

予
測

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

51
2

54
3

59
0

62
7

67
0

71
9

77
3

83
6

（
対

前
年
度
比
）

－
（

+3
1）

（
+4

7）
（

+3
7）

（
+4

2）
（

+4
9）

（
+5

5）
（

+6
3）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

40
2

42
4

45
5

47
1

50
5

54
1

58
2

62
8

（
対

前
年
度
比
）

－
（

+2
2）

（
+3

1）
（

+1
6）

（
+3

4）
（

+3
6）

（
+4

1）
（

+4
6）

需
要
の
予
測
（
イ
）
接
続
事
業
者

利
用
芯

線
（シ

ン
グ
ル
ス
タ
ー
方

式
）

○
接

続
事

業
者

の
シ
ン
グ
ル

ス
タ
ー
方
式
の

利
用

芯
線

数
に

つ
い

て
は

、
平

成
2
8
年

度
か
ら
平
成

3
0
年
度
ま
で
の
芯
線
数
の
平
均
純
増
数
が
令

和
４
年

度
ま
で
続

く
と
し
た
上
で
、
さ
ら
に
５

G
需

要
等

を
加

味
し

て
予

測
。

■
接
続

事
業
者
の
芯

線
数

の
推

移
（
シ
ン
グ
ル

ス
タ
ー
方

式
）

（
単
位
：
千
芯
線
）

11



10
需
要
の
予
測
（
加

入
光
フ
ァ
イ
バ
の
総

芯
線

数
）

〇
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
西

が
フ

レ
ッ

ツ
光

の
た

め
に

利
用

す
る

加
入

光
フ

ァ
イ

バ
の

芯
線

数
と

、
接

続
事

業
者

が
利

用
す

る
芯

線
数

、
イ

ー
サ

ネ
ッ

ト
等

の
そ

の
他

の
芯

線
数

の
そ

れ
ぞ

れ
の

年
度

ご
と

の
推

移
及

び
合

計
は

以
下

の
表

の
と

お
り

。

○
イ

ー
サ

ネ
ッ

ト
等

に
つ

い
て

は
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

は
令

和
２

年
度

か
ら

令
和

４
年

度
ま

で
芯

線
数

が
微

減
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

で
は

令
和

2
年

度
以

外
は

微
増

し
て

い
く

と
予

測
。

○
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本
、
西

日
本
と
も
に
令
和
２
年
度

か
ら
令

和
４
年

度
ま
で
総
芯

線
数
が

増
加
す
る
と
予
測

。

（
単
位
：
千
芯
線
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

平
成

30
年
度
実
績

令
和
元
年
度
予
測

令
和
２
年
度
予
測

令
和
３
年
度
予
測

令
和
４
年
度
予
測

（
ア
）
フ
レ
ッ
ツ
光

2,
89

7
2,

92
5

2,
94

7
2,

97
2

2,
99

6

（
イ
）
接
続
事
業
者
利
用
芯
線

1,
08

2
1,

18
7

1,
29

5
1,

40
4

1,
51

7

シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方
式

45
5

51
8

57
6

63
0

68
1

シ
ン
グ
ル
ス
タ
ー
方

式
62

7
67

0
71

9
77

3
83

6

そ
の
他
（
イ
ー
サ
ネ
ッ
ト
等
）

16
3

15
7

15
3

14
9

14
7

合
計

4,
14

2
4,

27
0

4,
39

5
4,

52
6

4,
66

0

（
前
年
度
比
）

（
＋

88
）

（
＋

12
7）

（
＋

12
5）

（
＋

13
1）

（
＋

13
4）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

平
成

30
年
度
実
績

令
和
元
年
度
予
測

令
和
２
年
度
予
測

令
和
３
年
度
予
測

令
和
４
年
度
予
測

（
ア
）
フ
レ
ッ
ツ
光

2,
38

1
2,

40
4

2,
44

7
2,

50
5

2,
54

0

（
イ
）
接
続
事
業
者
利
用
芯
線

67
5

78
1

87
9

97
3

1,
06

5

シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方
式

20
4

27
6

33
8

39
1

43
7

シ
ン
グ
ル
ス
タ
ー
方

式
47

1
50

5
54

1
58

2
62

8

そ
の
他
（
イ
ー
サ
ネ
ッ
ト
等
）

12
8

12
9

12
7

12
9

13
1

合
計

3,
18

4
3,

31
4

3,
45

3
3,

60
7

3,
73

6

（
前
年
度
比
）

（
＋

5）
（
＋

13
0）

（
＋

14
0）

（
＋

15
3）

（
＋

12
9）

（
単
位
：
千
芯
線
）
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11
接
続
料
原
価
の
予

測

○
光

フ
ァ

イ
バ

の
接

続
料

原
価

（
Ｆ

Ｔ
Ｍ

の
コ

ス
ト
含

む
）
は

、
平

成
3
0年

度
の

コ
ス
ト
実

績
を
ベ
ー
ス
に
、
フ
レ
ッ
ツ
光
の
契
約
数
増
や
接
続
事
業
者

の
需

要
増

に
対

応
し
た
投
資
を
見
込
み
、
コ
ス
ト
効

率
化

に
係

る
取

組
の

影
響
を
反

映
。

平
成

30
年
度
実
績

令
和

元
年

度
予

測
令

和
２
年

度
予

測
令
和
３
年
度
予
測

令
和
４
年
度
予
測

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

95
4

85
2

83
8

82
9

81
5

（
前

年
度

比
）

－
（
▲

10
2 ）

（
▲

14
）

（
▲

10
）

（
▲

13
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

80
9

67
0

65
4

64
5

63
3

（
前

年
度

比
）

－
（
▲

13
9 ）

（
▲

17
）

（
▲

9 ）
（
▲

12
）

■
光
フ
ァ
イ
バ
の
接

続
料

原
価

（
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方
式
）
※

１
、
２

平
成

30
年
度
実
績

令
和

元
年

度
予

測
令

和
２
年

度
予

測
令
和
３
年
度
予
測

令
和
４
年
度
予
測

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

1,
19

2
1,

09
4

1,
09

3
1,

09
1

1,
08

6

（
前

年
度

比
）

－
（
▲

99
）

（
▲

1 ）
（
▲

2 ）
（
▲

5 ）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

10
33

90
4

89
9

88
9

87
5

（
前

年
度

比
）

－
（
▲

12
9 ）

（
▲

5 ）
（
▲

10
）

（
▲

14
）

■
光
フ
ァ
イ
バ
の
接

続
料

原
価

（
シ
ン
グ
ル

ス
タ
ー
方
式
）
※

１
、
２

（
単
位
：
億
円
）

（
単
位
：
億
円
）

※
１

接
続
料
原
価
は

設
備
管
理
運
営
費
、
他
人
資
本
費

用
、
自
己
資
本
費
用
及
び
利
益
対
応
税
の
合
計
値

※
２

施
設
設
置
負
担
加
算
料
相
当
コ
ス
ト
を
含
ま
な
い
。

※
１

接
続
料
原
価
は

設
備
管
理
運
営
費
、
他
人
資
本
費

用
、
自
己
資
本
費
用
及
び
利
益
対
応
税
の
合
計
値

※
２

施
設
設
置
負
担
加

算
料
相
当
コ
ス
ト
を
含
ま
な
い
。

13



12
コ
ス
ト
効
率
化
・
削
減

の
取
組

○
「
加

入
光

フ
ァ

イ
バ

に
係

る
接

続
制

度
の

在
り

方
に

つ
い

て
」
（
平

成
2
7
年

９
月

情
報

通
信

審
議

会
答

申
）
お

い
て

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

に
お

い
て

、
接

続
料

の
低

廉
化

に
向

け
、
①

企
業

努
力

に
よ
る
更
な
る
効

率
化

・
費

用
削

減
、
②
償

却
方

法
の

定
額
法

へ
の

移
行

、
③

コ
ス
ト
把

握
の

精
緻

化
を

進
め

る
こ

と
と

さ
れ

、
平

成
2
8
年

度
か

ら
平

成
3
0
年

度
ま
で
の

３
年
間

で
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日

本
で
は

６
６
１
億

円
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

で
は

５
３
９
億

円
削

減
。

〇
令

和
元

年
度

か
ら
令

和
４
年

度
ま
で
に
お
い
て
も
、
上

記
の

影
響

が
反

映
さ
れ

て
い
る
平

成
3
0
年

度
の

コ
ス
ト
実

績
を
も
と
に
、
更

な
る
コ
ス
ト
効

率
化

・
削

減
に
取

り
組

む
予

定
と

し
て

お
り

、
固

定
資

産
の

増
加

は
あ

る
も

の
の

、
施

設
保

全
費

等
の

効
率

化
（
伸

び
率

に
▲

３
％

/
年

）
、
後

年
度

費
用

の
軽

減
施

策
（
設

備
補

修
の

前
倒

し
）
等

を
行

い
、
こ
れ

ら
の

取
組

に
よ
る
原

価
低
廉

化
の
効

果
を
接
続
料

に
も
反

映
。

効
率

化
・
費
用
削
減
項
目
（
単
位
：
億
円
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

企
業
努
力
に
よ
る
更
な
る
効
率
化
・
費
用
削
減

▲
18

6
▲

13
7

償
却
方
法
の
定
額
法
へ
の
移
行
等

▲
18

5
▲

15
1

コ
ス
ト
把

握
の
精
緻
化

▲
29

0
▲

25
0

合
計

▲
66

1
▲

53
9

■
平
成

28
年

度
か
ら
平
成

30
年

度
ま
で
の

コ
ス
ト
効

率
化
・
削

減
実
績

■
令
和
元
年
度
か
ら
令
和
４
年
度
ま
で
の
コ
ス
ト
効
率
化

・
削
減
の
見
込
み
（
全
体
）

（
単

位
：億

円
）

令
和

元
年
度

令
和

２
年

度
令

和
３
年

度
令

和
４
年

度

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

設
備

管
理
運
営
費

44
5

42
2

40
4

38
7

（
前
年
度
比
）

▲
13

0
▲

23
▲

17
▲

18

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

設
備

管
理
運
営
費

38
7

36
3

34
7

33
0

（
前
年
度
比
）

▲
15

9
▲

25
▲

15
▲

17
※

設
備
管

理
運
営
費
は
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方

式
と
シ
ン
グ
ル

ス
タ
ー
方
式
の
合
計
で
あ
り
、
Ｆ
Ｔ
Ｍ
分
も
含
む
。

※
令
和
元

年
度
に
は
光
ケ
ー
ブ
ル

の
耐

用
年

数
の

見
直

し
（
架

空
光
フ
ァ
イ
バ

15
年

→
20

年
、
地

下
光
フ
ァ
イ
バ

21
年

→
28

年
）
が
行
わ

れ
、
そ
の

効
果

（
東

：
▲

11
6、

西
▲

10
8）

が
反

映
さ
れ

て
い
る
。

■
令
和
元
年
度
か
ら
令
和
４
年
度
ま
で
の
コ
ス
ト
効
率
化

・
削
減
の
見
込
み
（
主
な
個
別
効
果
）

（
単

位
：
億
円
）

令
和

元
年
度

令
和

２
年

度
令

和
３
年

度
令

和
４
年

度

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

施
設

保
全
費
等
の
効
率
化

▲
16

▲
33

▲
50

▲
68

後
年
度
費
用
の
軽
減
施
策
の
効
果

▲
11

▲
11

▲
11

▲
12

合
計

▲
27

▲
44

▲
61

▲
80

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

施
設

保
全
費
等
の
効
率
化

▲
14

▲
29

▲
45

▲
62

後
年
度
費
用
の
軽
減
施
策
の
効
果

▲
５

▲
５

▲
５

▲
６

合
計

▲
19

▲
34

▲
50

▲
68

14



13
（
参
考
）
後
年
度

費
用
の
軽
減
施

策
の
内

容

【実
施
し
た
主
な
施
策
】

〇
後

年
度

費
用

の
軽

減
施

策
は

、
償

却
方

法
の

見
直

し
に

伴
う

減
価

償
却

費
の

減
も

踏
ま

え
、
設

備
補

修
の

前
倒

し
に
よ
る
故

障
発

生
頻

度
の

低
減

や
修
理

規
模
の
縮
小
等
、
将
来
的

な
収

支
改
善

に
寄

与
す
る
施

策
を
実
施

し
た

も
の

。

〇
本

施
策

は
2
0
18
年
度
ま
で
実
施
し
た
も
の
で
、
削

減
効
果

は
20

1
9年

度
以

降
当
面

の
間
発
生

す
る

見
込

み
。

【設
備
イ
メ
ー
ジ
】

委
員
限
り

委
員
限
り

15



14

平
成

30
年

度
令

和
元

年
度

令
和

2 年
度

令
和

3 年
度

令
和

4 年
度

実
績

収
入

1,
21

3 億
円

99
7 億

円

実
績

費
用

1,
20

3 億
円

1,
01

7 億
円

乖
離

額
+1

0 億
円

▲
20

億
円

調
整

額
▲

10
億

円
+7

億
円

+1
3 億

円

シ
ェア

ド
ア

クセ
ス

方
式

1 芯
あ

た
り原

価
2,

12
0 円

1,
84

6 円
1,

78
7 円

1,
72

2 円
1,

65
2 円

乖
離

額
単

金
-

-
▲

18
円

+1
1 円

+2
1 円

適
用

料
金

2,
27

8 円
1,

80
2 円

1,
76

9 円
1,

73
3 円

1,
67

3 円

シ
ン

グ
ル

ス
ター

方
式

1 芯
あ

た
り原

価
2,

61
5 円

2,
33

2 円
2,

26
7 円

2,
20

4 円
2,

13
5 円

乖
離

額
単

金
-

-
▲

23
円

+1
4 円

+2
8 円

適
用

料
金

2,
76

4 円
2,

25
6 円

2,
24

4 円
2,

21
8 円

2,
16

3 円

現
行
接
続
料
算

定
期

間
に
お
い
て
生

じ
た
乖

離
額

の
扱

い
（Ｎ

Ｔ
Ｔ
東

日
本

）

○
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

接
続

料
規

則
（
平

成
12

年
郵

政
省

令
第

64
号

。
以

下
「接

続
料

規
則

」
と

い
う
。

）第
12

条
の

２
第

１
項

に
お

い
て

は
、

将
来

原
価

方
式

に
お

け
る

調
整

額
は

０
と

規
定

さ
れ

て
お

り
、
現

行
制

度
上

、
実

績
費

用
と
実

績
収

入
の

差
額

を
接

続
料

原
価

に
算

入
す
る
こ
と

は
、
原
則

と
し
て
認

め
ら
れ
て
い
な
い

。

○
し

か
し

、
現

行
の
平

成
2
8
年

度
か

ら
令

和
元

年
ま
で
の

加
入

光
フ
ァ
イ
バ

接
続

料
に
つ
い
て
は

、
接

続
料

規
則

第
３
条

に
基

づ
く
許

可
に
よ
り
、

特
例

的
に
各

年
度

に
お
け
る
実

績
費

用
と
実

績
収

入
の

差
額

（
乖

離
額

）
に
つ
い
て
翌

々
年

度
以

降
の

接
続

料
原

価
に
算

入
す
る
こ
と
が

認
め

ら
れ

て
い
る

。

○
乖

離
額

の
調

整
に

あ
た

っ
て

は
、
乖

離
額
調

整
後

の
接

続
料

の
前

年
度

比
の
変

動
を
小

さ
く
す
る
観

点
か

ら
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

に
お
い
て
は

、
令

和
元

年
度

に
生

じ
た
乖
離
額

2
0
億
円
の

う
ち
、
７
億

円
を
令

和
３
年

度
の

接
続

料
原

価
に
算

入
し
、

1
3
億
円
を
令
和
４
年
度
の
接

続
料
原
価
に
算

入
す

る
申

請
が

な
さ

れ
た

。

■
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

１
：
２

芯
線
数
比
等
で
分
計

※

※
原
価
を
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方
式
、
シ
ン
グ
ル

ス
タ
ー
方

式
等

に
分

計
し
た
上

で
、
フ
レ
キ
シ
ブ
ル

フ
ァ
イ
バ

に
係

る
コ
ス
ト
を
除

い
て
算

定
。

16



15
現
行
接
続
料
算

定
期

間
に
お
い
て
生

じ
た
乖

離
額

の
扱

い
（Ｎ

Ｔ
Ｔ
西

日
本

）

○
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
は

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
と

同
様

に
、
乖

離
額

調
整

後
の
接

続
料

の
前

年
度
比
の

変
動
を
小
さ
く
す
る
観
点
か
ら
、
平
成

3
0
年
度
及
び

令
和

元
年

度
に
生

じ
た
乖

離
額

を
合

算
し
た
上

で
、

20
億

円
を
令

和
３
年

度
の

接
続

料
原

価
に
算

入
し
、

4
0
億

円
を
令

和
４
年

度
の

接
続

料
原

価
に
算
入

す
る

申
請

が
な

さ
れ

た
。

平
成

30
年

度
令

和
元

年
度

令
和

2 年
度

令
和

3 年
度

令
和

4 年
度

実
績

収
入

98
2 億

円
77

4 億
円

実
績

費
用

1,
01

9 億
円

79
8 億

円

乖
離

額
▲

37
億

円
▲

24
億

円
調

整
額

な
し

+2
0 億

円
+4

0 億
円

シ
ェア

ド
ア

クセ
ス

方
式

1 芯
あ

た
り原

価
2,

27
2 円

1,
84

8 円
1,

75
8 円

16
71

円
15

84
円

乖
離

額
単

金
-

-
-

+4
3 円

+8
3 円

適
用

料
金

2,
36

0 円
1,

79
4 円

1,
75

8 円
1,

71
4 円

1,
66

7 円

シ
ン

グ
ル

ス
ター

方
式

1 芯
あ

た
り原

価
2,

87
5 円

2,
46

5 円
2,

36
1 円

2,
24

5 円
2,

13
3 円

乖
離

額
単

金
-

-
-

+5
5 円

+1
11

円

適
用

料
金

2,
97

8 円
2,

37
2 円

2,
36

1 円
2,

30
0 円

2,
24

4 円

■
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

１
：
２

合
算

芯
線
数
比
等
で
分
計

※

※
原
価
を
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方
式
、
シ
ン
グ
ル

ス
タ
ー
方

式
等

に
分

計
し
た
上

で
、
フ
レ
キ
シ
ブ
ル

フ
ァ
イ
バ

に
係

る
コ
ス
ト
を
除

い
て
算

定
。

17
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Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

（
平
成

3
0
年
度
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

（
平

成
3
0
年

度
）

見
込
値

（
前

回
算
定
）

実
績
値

増
減
額

見
込
値

（
前
回
算
定
）

実
績
値

増
減
額

（
①
）

（
②
）

（
②
）
-
（
①
）

（
①
）

（
②
）

（
②
）
-
（
①
）

芯
線

数
4
1
6
万
芯

4
1
0
万
芯

▲
6
万
芯

3
2
5
万
芯

3
1
8
万
芯

▲
7
万
芯

収
入

1
,2

2
9
億
円

1
,2

1
3
億
円

▲
1
6
億
円

1
,0

0
7
億
円

9
8
2
億
円

▲
2
5
億
円

接
続

料
原

価
1
,2

2
9
億
円

1
,2

0
3
億
円

▲
2
6
億
円

1
,0

0
7
億
円

1
,0

1
9
億
円

＋
1
2
億
円

設
備
管
理

運
営
費

7
1
5
億
円

5
7
5
億
円

▲
1
4
0
億
円

6
3
0
億
円

5
4
6
億
円

▲
8
4
億
円

報
酬

4
5
1
億
円

5
6
5
億
円

＋
1
1
4
億
円

3
0
6
億
円

4
0
2
億
円

＋
9
6
億
円

乖
離
額

6
3
億
円

6
3
億
円

0
億
円

7
1
億
円

7
1
億
円

0
億
円

調
整

額
（
接
続
料
原
価
－
収
入
）

0
億
円

▲
1
0
億
円

▲
1
0
億
円

0
億
円

3
7
億
円

＋
3
7
億
円

調
整

額
（
接
続
料
原
価
－
収
入
）

※
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
フ
ァ
イ
バ
の
共
有
区
間
を
除
い
た
額

0
億
円

▲
1
0
億
円

▲
1
0
億
円

0
億
円

3
6
億
円

＋
3
6
億
円

自
己

資
本

利
益

率
5
.0

9
%

5
.5

6
%

＋
0
.4

7
%

5
.0

9
%

5
.5

6
%

＋
0
.4

7
%

自
己

資
本

比
率

7
5
.0

%
7
9
.6

%
＋

4
.6

%
5
4
.0

%
5
5
.6

%
＋

1
.6

%

現
行

接
続
料
算

定
期

間
に
お
い
て
生

じ
た
乖

離
額

の
内

訳
（平

成
3
0
年
度
）

○
芯

線
数

及
び

収
入
に
つ
い
て
は

、
実
績
が

予
測

に
対

し
て
微

減
。

○
設

備
管

理
運

営
費

に
つ
い
て
は

、
保

守
業

務
等

の
効

率
化

や
シ

ス
テ

ム
化

の
推

進
と

い
っ

た
コ

ス
ト
削

減
努

力
に

よ
り

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本
は
予
測
よ

り
1
4
0億

円
の
減

少
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
は
予
測
よ
り

8
4
億
円
の

減
少

。
〇

報
酬

に
つ
い
て
は

、
自

己
資

本
利

益
率

及
び

自
己

資
本

比
率

が
と

も
に

上
昇

し
た

結
果

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

は
予

測
よ
り

1
14

億
円

の
増

加
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日

本
は

予
測

よ
り

9
6億

円
の
増
加

。
○

そ
の

結
果

、
平

成
3
0
年

度
に
お
け
る
収

入
と
原

価
の

差
額

に
か

か
る
見

込
値

と
実

績
値

の
乖

離
額

は
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

で
▲

1
0
億

円
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

で
＋

3
6億

円
と

な
る

。
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17

○
芯

線
数

及
び

収
入
に
つ
い
て
は

、
今
回
算

定
が

前
回
算

定
に
対

し
て
微

減
と

な
る

予
測

。

○
設

備
管

理
運

営
費
に
つ
い
て
は
、

保
守

業
務

等
の

効
率

化
や

シ
ス

テ
ム

化
の

推
進

と
い

っ
た

コ
ス

ト
削

減
努

力
に

よ
り

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

は
前
回
算

定
よ
り

1
35
億

円
の
減
少

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

は
前
回

算
定
よ
り

11
4億

円
の

減
少

と
な

る
予

測
。

〇
報

酬
に
つ
い
て
は

、
自

己
資

本
利

益
率

及
び

自
己

資
本

比
率

が
と

も
に

上
昇

し
た

結
果

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

は
前

回
算

定
よ
り

1
3
6
億

円
の

増
加

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

は
前

回
算
定
よ
り

1
14
億
円
の
増

加
と

な
る

予
測

。
○

そ
の

結
果

、
令

和
元

年
度

に
お
け
る
収
入
と
原

価
の

差
額

に
か

か
る
前

回
算

定
と
今

回
算

定
の
乖
離

額
は

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

で
＋

19
億
円

、
Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本
で
＋

24
億
円

と
な

る
。

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
（
令
和
元
年
度
予
測
）

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

（
令

和
元

年
度

予
測

）
見
込
値

（
前
回
算
定
）
見
込
値

（
今
回
算
定
）

増
減
額

見
込

値
（
前
回
算
定
）
見
込
値

（
今
回
算
定
）

増
減
額

（
①
）

（
②
）

（
②
）
-
（
①
）

（
①
）

（
②
）

（
②
）
-
（
①
）

芯
線
数

4
3
0
万
芯

4
2
1
万
芯

▲
9
万
芯

3
3
2
万
芯

3
2
5
万
芯

▲
7
万
芯

収
入

1
,0

1
6
億
円

9
9
7
億
円

▲
1
9
億
円

7
9
7
億
円

7
7
4
億
円

▲
2
3
億
円

接
続
料
原
価

1
,0

1
6
億
円

1
,0

1
7
億
円

＋
1
億
円

7
9
7
億
円

7
9
8
億
円

＋
1
億
円

設
備
管
理
運
営

費
5
8
0
億
円

4
4
5
億
円

▲
1
3
5
億
円

5
0
1
億
円

3
8
7
億
円

▲
1
1
4
億
円

報
酬

4
4
8
億
円

5
8
4
億
円

＋
1
3
6
億
円

3
0
3
億
円

4
1
7
億
円

＋
1
1
4
億
円

乖
離
額

▲
1
2
億
円

▲
1
2
億
円

0
億
円

▲
7
億
円

▲
7
億
円

0
億
円

調
整
額

（
接
続

料
原
価
－
収
入

）
0
億
円

2
0
億
円

＋
2
0
億
円

0
億
円

2
4
億
円

＋
2
4
億
円

調
整
額

（
接
続

料
原
価
－
収
入

）
※
フ
レ
キ
シ
ブ
ル

フ
ァ
イ
バ

の
共

有
区

間
を
除
い
た
額

0
億
円

1
9
億
円

＋
1
9
億
円

0
億
円

2
4
億
円

＋
2
4
億
円

自
己
資
本
利
益
率

5
.0

9
%

5
.5

6
%

＋
0
.4

7
%

5
.0

9
%

5
.5

6
%

＋
0
.4

7
%

自
己
資
本
比
率

7
5
.0

%
7
9
.6

%
＋

4
.6

%
5
4
.0

%
5
5
.6

%
＋

1
.6

%

現
行

接
続
料
算

定
期

間
に
お
い
て
生

じ
た
乖

離
額

の
内

訳
（令

和
元

年
度
）
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18

○
今

回
の

申
請

に
は

、
現

行
接

続
料
の

算
定
期

間
同

様
、
令
和

２
年
度

か
ら
令

和
４
年

度
ま
で
の

各
年

度
に
お
け
る
調

整
額

を
、
令
和

３
年
度

以
降

の
接
続

料
原

価
に
算
入
す
る
こ
と
が
盛
り
込

ま
れ

て
い
る

。

○
令

和
２

年
度

以
降

、
毎

年
度

、
接

続
料

収
支

の
実

績
値

が
判

明
す

る
度

に
、

速
や

か
に

調
整

を
行

う
。

な
お

、
調

整
額

を
後

年
度

の
接

続
料

原
価

に
算

入
す

る
こ

と
に

よ
り

、
接

続
料

の
水

準
に

急
激

な
変

動
が

生
じ

る
お

そ
れ

が
あ

る
場

合
に

は
、

調
整

額
を

複
数

年
度

の
接

続
料

原
価

に
分

け
て

算
入

す
る

こ
と

が
あ

る
。

（
参
考
）
令
和
２
年
度
か
ら
令
和
４
年
度
ま
で
の
接
続
料
算
定
期
間
に
お
い
て
生
じ
た
調
整
額
の
扱
い

接
続

料
規

則
第

１
２

条
の

２
（調

整
額

）
関

連

光
信

号
端

末
回

線
伝

送
機

能
の

う
ち

第
８

条
第

２
項

第
１

号
に

該
当

す
る

将
来

原
価

方
式

で
算

定
し

た
接

続
料

に
つ

い
て

、
２

０
２

０
年

度
か

ら
２

０
２

２
年

度
ま

で
の

実
績

原
価

と
実

績
収

入
の

差
額

を
、

２
０

２
１

年
度

以
降

の
当

該
接

続
料

の
原

価
に

加
え

て
算

定
す

る
こ

と
。

（
理

由
）

接
続

料
規

則
第

１
２

条
の

２
は

、
第

８
条

第
２

項
第

１
号

に
該

当
す

る
将

来
原

価
方

式
で

算
定

し
た

接
続

料
で

あ
る

場
合

の
調

整
額

を
０

と
す

る
と

規
定

し
て

い
る

が
、

将
来

原
価

方
式

は
一

定
の

予
測

に
基

づ
く

算
定

方
式

で
あ

り
、

原
価

・
需

要
の

実
績

は
今

後
の

サ
ー

ビ
ス

・
技

術
動

向
や

経
済

情
勢

、
消

費
動

向
、

接
続

事
業

者
の

営
業

戦
略

等
に

よ
り

変
動

す
る

こ
と

や
、

ＩＰ
ブ

ロ
ー

ド
バ

ン
ド

通
信

市
場

は
技

術
の

変
化

や
市

場
に

お
け

る
競

争
環

境
の

変
化

が
激

し
い

こ
と

を
踏

ま
え

れ
ば

、
正

確
な

原
価

・
需

要
の

予
測

は
困

難
で

あ
り

、
第

１
４

条
（
接

続
料

設
定

の
原

則
）
に

規
定

さ
れ

る
実

績
収

入
と

実
績

原
価

の
一

致
が

な
さ

れ
な

く
な

る
お

そ
れ

が
あ

る
こ

と
か

ら
、

実
績

原
価

と
実

績
収

入
の

差
額

を
補

正
す

る
仕

組
み

が
必

要
で

あ
る

た
め

。

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日

本
・
西

日
本
「第

一
種
指
定
電
気
通
信

設
備
接

続
料
規

則
に
基

づ
く
許

可
申

請
」（
抜

粋
）
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（
参
考
）
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方

式
に
係

る
接

続
料

（令
和

２
年
度

申
請
接
続
料
）

局
外

ス
プ

リッ
タ(

8分
岐

)
Ｎ

Ｔ
Ｔ

局
舎

収
容

ビル

クロ
ー

ジ
ャ

電
柱

Ｆ
Ｔ

Ｍ
戸

建
住

宅
等 O
N

U

光
コン

セ
ン

ト

○
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

が
設
置

す
る
加

入
光

フ
ァ
イ
バ

（
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方

式
）
の
各

種
設

備
（
光
屋

内
配
線

～
主
端

末
回
線

）
を
、
他

の
電

気
通

信
事

業
者

が
接
続
ル
ー
ル
に
従
っ
て
利

用
す
る
場

合
に
支

払
う
べ

き
接

続
料

は
、

次
の

と
お

り
。

〇
光

信
号

主
端

末
回

線
は

芯
線

単
位

で
の

利
用

と
な

る
た

め
、
芯

線
の

収
容

率
が

上
が
る
と
１
収

容
あ
た
り
の

接
続

料
負

担
が

低
減

し
て

い
く

構
造

と
な

っ
て

い
る

。
〇

例
え

ば
、

主
端

末
回

線
に

１
芯

線
あ

た
り

３
ユ

ー
ザ

収
容

し
た

場
合

に
は

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
で

は
、

ユ
ー

ザ
当

た
り

1,
21

8
円

、
西

日
本

で
は

1
,3

5
3

円
で

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

局
舎

か
ら

ユ
ー

ザ
宅

ま
で

の
シ

ェ
ア

ド
ア

ク
セ

ス
方

式
の

接
続

が
利

用
可

能
。

光
屋
内
配
線
加
算
額

※
2

光
信
号

分
岐

端
末

回
線

回
線

管
理

運
営

費
光

信
号

主
端

末
回

線

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

1
8
4
円

(1
8
6
円

)

/
分
岐
端
末
回
線

4
0
7
円

（
3
9
9
円

）

/
分
岐
端
末
回
線

3
7
円

（
4
1
円

）

/
分
岐
端
末
回
線

1
,7

6
9
円

（
1
,8

0
2
円

）

/
主
端
末
回
線

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

1
7
7
円
（
1
7
8
円
）

/
分
岐
端
末
回
線

5
3
9
円

（
5
1
3
円

）

/
分
岐
端
末
回
線

5
1
円

（
7
0
円

）

/
分
岐
端
末
回
線

1
,7

5
8
円

（
1
,7

9
4
円

）

/
主
端
末
回
線

※
１

光
屋

内
配

線
加

算
額

、
光

信
号

分
岐

端
末

回
線

、
回

線
管

理
運

営
費

は
実

績
原

価
方

式
に

よ
り

算
定

。
光

信
号

主
端

末
回

線
は

将
来

原
価

方
式

に
よ

り
算

定
。

※
２

光
屋

内
配

線
加

算
額

は
、

引
込

線
と

一
体

と
し

て
設

置
さ

れ
る

場
合

に
の

み
適

用
さ

れ
る

。
※

３
括

弧
内

は
令

和
元

年
度

接
続

料

収
容
数

1
2

3
4

5
6

7
8

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

2
,3

9
7
円

1
,5

1
3
円

1
,2

1
8
円

1
,0

7
0
円

9
8
2
円

9
2
3
円

8
8
1
円

8
4
9
円

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

2
,5

2
5
円

1
,6

4
6
円

1
,3

5
3
円

1
,2

0
7
円

1
,1

1
9
円

1
,0

6
0
円

1
,0

1
8
円

9
8
7
円

収
容
数
ご
と
の
１
収
容
あ
た
り
接
続
料

接
続
事
業
者
網

21
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（
参
考
）
加
入
光

フ
ァ
イ
バ
に
係

る
工

事
費

屋
外

キ
ャビ

ネ
ット

局
外

ス
プ

リッ
タ(

8分
岐

)
Ｎ

Ｔ
Ｔ

局
舎

クロ
ー

ジ
ャ

電
柱

主
配

線
盤

（
Ｆ

Ｔ
Ｍ

）

加
入
光
ファ
イ
バ

(分
岐
端
末
回
線

)

戸
建

住
宅

等

加
入
光
ファ
イ
バ

(主
端
末
回
線

)

シ
ェア
ド
ア
ク
セ
ス
方
式
の
令
和
２
年
度
工
事
費

光
屋
内
配
線

O
N

U

光
コン

セ
ン

ト

○
光

屋
内

配
線

工
事

費
（
新

設
工

事
）
に

つ
い

て
は

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

と
も
に
作

業
単

金
の

減
少

に
よ
る
作

業
費

の
減

、
調

達
価

格
の

低
減

に
よ
る
物

品
費

の
減
の
た
め
、
料
金
額
は

減
少

。

〇
光

信
号

分
岐

端
末

回
線

収
容

キ
ャ

ビ
ネ

ッ
ト
等

設
置

工
事

費
（
屋

外
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
設

置
工

事
費

）
、
光

信
号

分
岐

端
末

回
線

接
続

工
事

費
は

、
工

事
会

社
へ

の
工

事
委

託
費

単
価

の
減

の
た
め
、
料

金
額

は
概

ね
減

少
し
て
い
る
が

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

の
光

信
号

分
岐

端
末

回
線

接
続
工
事

費
に
つ
い
て
は

、
工

事
委
託
費
単
価

の
増
の
影
響
を
受

け
、
料
金

額
は
微

増
。

〇
な

お
、

分
岐

端
末

回
線

の
工

事
費

は
、

分
岐

端
末

回
線

の
網

使
用

料
に

含
ま

れ
て

い
る

。

光
屋

内
配

線
工

事
費

屋
外

キ
ャビ

ネ
ット

設
置

工
事

費
光

信
号

分
岐

端
末

回
線

接
続

工
事

費 ※
１

平
日

昼
間

に
光

屋
内

配
線

を
新

た
に

設
置

す
る

場
合

※
２

屋
外

キ
ャ

ビ
ネ

ッ
ト
の

利
用

が
な

い
場

合
は

不
要

光
屋
内
配
線
工
事
費

※
１

屋
外
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト

設
置
工
事
費

※
２

光
信
号
分
岐
端
末
回
線

接
続
工
事
費

作
業
費

物
品
費

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

1
4
,3

9
6
円
（
1
4
,5

8
8
円
）

/
件

1
2
,0

3
2
円
（
1
2
,1

2
1
円
）

/
件

2
,3

6
4
円
（
2
,4

6
7
円
）

/
件

1
,2

9
1
円
（
1
,4

8
5
円
）

/
件

4
,6

8
0
円
（
4
,6

4
2
円
）

/
件

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

1
4
,1

3
6
円
（
1
4
,2

0
6
円
）

/
件

1
1
,8

9
8
円
（
1
1
,9

1
8
円
）

/
件

2
,2

3
8
円
（
2
,2

8
8
円
）

/
件

1
,3

5
7
円
（
1
,3

5
8
円
）

/
件

4
,1

5
5
円
（
4
,1

7
3
円
）

/
件

（
括
弧
内
は
、
令
和
元
年
度
工
事
費
）
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実
績

原
価

方
式

に
基

づ
く
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.6
4
～

7
0
）

加
入
光

フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接
続
料
の
改

定
等

（
P

.4
3
～

4
8
）

Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係

る
接

続
料

の
改

定
等

（
Ｐ

.5
0
～

6
2
）

主
な
変

更
内

容
（
P

.５
～

4
0
）

そ
の
他
の

変
更

内
容

（
詳
細

）
（
P

.4
3
 ～

7
4
）

参
考
資

料
（
P

.7
6
 ～

8
5
）

自
己

資
本

利
益

率
（
P

.7
4
）

本
件

申
請

に
お
い
て
廃

止
・
整
理
品
目
化
す
る
接
続

機
能

（
P

.7
2
）

①
令

和
２
年

度
の

加
入

光
フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接

続
料
の

改
定
等

（
P

.５
～

2
0
）

②
令

和
２
年

度
の

次
世

代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）
に
係
る
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.2
2
～

2
9
）

③
実

績
原

価
方

式
に
基

づ
く
令
和

２
年
度

の
接
続

料
の
改

定
等

（
P

.3
1
～

3
2
）

④
そ
の
他

の
事

項
（
接

続
料
規
則
第
３
条

に
基

づ
く
許
可
申

請
等
の

概
要

、
ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
）
（
P

.3
4
～

4
0
）
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22
令
和
２
年
度
の
次

世
代

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）に

係
る
算
定

の
概

要

○
次

世
代

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

（Ｎ
Ｇ

Ｎ
）に

係
る

需
要

が
引

き
続

き
相

当
程

度
増

加
し

て
い

く
こ

と
を

見
込

ん
で

お
り

、
新

た
に

接
続

料
を

設
定

す
る

10
G

b
it
/

ｓイ
ン

タ
ー

フ
ェ

ー
ス

に
対

応
す

る
設

備
を

除
い

て
は

、
単

年
度

の
将
来

原
価
方

式
に
よ
り
算

定
（乖

離
額

調
整

な
し

）
。

○
フ
レ
ッ
ツ
光

の
契

約
数

に
つ

い
て

、
令

和
元

年
度

の
純

増
見

込
み

値
と

同
程

度
に

令
和

２
年

度
も

純
増

す
る

こ
と

を
見

込
み

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
は

40
万

契
約
純

増
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
は

20
万
契
約
純
増

と
予

測
。

〇
ひ
か

り
電

話
の
チ
ャ
ネ
ル

数
に

つ
い

て
も

、
令

和
元

年
度

の
純

増
見

込
み

値
と

同
程

度
に

令
和

２
年

度
も

純
増

す
る

こ
と

を
見

込
み

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日

本
は

2
0万

ch
純

増
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
は

5万
ch
純
増
と
予
測

。

〇
優

先
転

送
サ

ー
ビ
ス

に
つ

い
て

は
、
接
続
事
業

者
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

西
利
用

部
門
に
よ
り
提

示
さ
れ

た
需
要
見
込
み
を
も
と
に
予
測

。

〇
投

資
に

つ
い

て
は

、
こ

れ
ら

の
需
要
等
に
対

応
す
る
た
め
に
必

要
と
な
る
最

小
限
の

設
備
量

を
見

込
む

。

〇
費

用
の

う
ち

、
施

設
保

全
費

等
に

つ
い

て
は

、
平

成
3
0年

度
実

績
を

も
と

に
、

取
得

固
定

資
産

価
額

の
伸

び
率

に
効

率
化

率
を

加
味

し
て

算
定

。
効

率
化

率
に

つ
い

て
は

、
企
業
努
力
に
よ
る
コ
ス
ト
効

率
化
を
見

込
み
、
▲

３
％
／
年
と
設

定
。

■
Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係
る
需

要
予

測

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

平
成

30
年
度
末

実
績

令
和
元
年
度
末

見
込
み

令
和
２
年
度
末

予
測

フ
レ
ッ
ツ
光

【
万
契

約
】

1,
18

8
1,

22
8

1,
26

8

（
前

年
度

比
）

―
（
＋

40
）

（
＋

40
）

ひ
か
り
電
話

【
万

ｃ
ｈ
】

97
6

99
6

1,
01

6

（
前

年
度

比
）

―
（
＋

20
）

（
＋

20
）

優
先

転
送

サ
ー
ビ
ス

【
千
契

約
】

5.
7

9.
0

15
.7

（
前

年
度

比
）

―
（
＋

3.
3）

（
＋

6.
7）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

平
成

30
年
度
末

実
績

令
和
元
年
度
末

見
込
み

令
和
２
年
度
末

予
測

フ
レ
ッ
ツ
光

【
万
契
約
】

92
0

94
0

96
0

（
前

年
度

比
）

―
（
＋

20
）

（
＋

20
）

ひ
か
り
電
話

【
万
ｃ
ｈ
】

84
8

85
3

85
8

（
前

年
度

比
）

―
（
＋

5）
（
＋

5）

優
先
転
送

サ
ー
ビ
ス

【
千
契
約
】

1.
0

3.
5

8.
1

（
前

年
度

比
）

―
（
＋

2.
5）

（
＋

4.
6）
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U
Ｎ
Ｉ

優
先

パ
ケ
ッ
ト

利
用

事
業

者

ＩＳ
Ｐ
事
業
者

U
Ｎ
Ｉ

U
Ｎ
Ｉ

U
Ｎ
Ｉ

U
Ｎ
Ｉ

U
Ｎ
Ｉ

U
Ｎ
Ｉ

Ｖ
Ｐ
Ｎ

ユ
ー
ザ

Ｓ
ＩＰ

サ
ー
バ

Ｇ
Ｗ
ル
ー
タ

（
ＩＰ

ｏ
Ｅ
接
続
）

網
終

端
装

置
（
P

P
P

o
E
接
続
）

ＩＧ
Ｓ

メ
デ
ィ
ア

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ

網
終

端
装
置

（
P

P
P

o
E
接
続
）

Ｇ
Ｗ
ル
ー
タ

（
中

継
局
接

続
）

関
門

系
ル
ー
タ

交
換

機
能

Ｓ
ＩＰ

サ
ー
バ

機
能

音
声

パ
ケ
ッ
ト

変
換

機
能

中
継

系
ル
ー
タ

交
換

伝
送

機
能

優
先

パ
ケ
ッ
ト

識
別

機
能

端
末

系
ル
ー
タ

交
換

機
能

優
先

転
送

サ
ー
ビ
ス
・

フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト

プ
ラ
イ
オ

※
３

（
優

先
）

フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト
等

（
ベ
ス
ト
エ
フ
ォ
ー
ト
：
Ｂ
Ｅ
）

フ
レ
ッ
ツ
・

Ｖ
Ｐ
Ｎ

中 継 ル ー タ

及 び 伝 送 路

県 間

伝 送 路

一 般 収 容

ル ー タ

網
終

端
装
置

（
V

P
N
）

ＩＰ
ｏ
Ｅ
接
続

事
業
者

※
４

Ｎ
Ｎ
Ｉ

Ｐ
Ｏ
Ｉ設

置
県

－
東
：
8

－
西
：
5

Ｐ
Ｏ
Ｉ設

置
県

－
東
：
1
7

－
西
：
3
0

◎

ＩＧ
Ｓ
接

続
事

業
者

中
継
局
接
続

事
業
者
Ｎ
Ｎ
Ｉ

Ｎ
Ｎ
Ｉ

Ｐ
Ｏ
Ｉ設

置
県

－
東
：
2

－
西
：
2

Ｐ
Ｏ
Ｉ設

置
県

－
東
：
1
7

－
西
：
3
0

◎
◎

※
１

Ｎ
Ｎ
Ｉ

◎
Ｎ
Ｎ
Ｉ

◎

Ｓ Ｎ Ｉ ル ー タ

（ Ｉ Ｐ 電 話 ）

イ
ー
サ
ネ
ッ
ト

ユ
ー
ザ

◎
Ｎ
Ｎ
Ｉ

Ｐ
Ｏ
Ｉ設

置
県

－
東
：
1
7

－
西
：
3
0

：
中
継
局
接
続

：
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
利
用
部
門
が
コ
ス
ト
総
額
を
負
担

：
収

容
局

接
続

：
ＩＧ

Ｓ
接
続

：
網
改
造
料
と
し
て
回
収

：
中
継
系
ル
ー
タ
交
換
伝
送
機
能
（
優
先
ク
ラ
ス
）

※
１
網

終
端

装
置

の
接

続
用

イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
相
当
の
コ
ス
ト
は
、
網
改
造
料
と
し
て
ＩＳ

Ｐ
事

業
者

が
負
担

※
２
Ｇ
Ｗ
ル
ー
タ
（
中

継
局

接
続

）の
接

続
用
イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
相
当
の
コ
ス
ト
は
、
網
改
造

料
と
し
て
中

継
局
接

続
事
業

者
が
負

担

※
３
接

続
点

の
な
い
網

内
折

返
し
通
信
は
、
接
続
機
能
に
は
な
ら
な
い

※
４
ＩＰ
ｏ
Ｅ
接

続
事

業
者

が
自

ら
優

先
転
送
事
業
者
と
な
る
こ
と
も
可
能

※
５
県

間
伝

送
路
を
疎

通
す
る
場

合
も
あ
り

※
６
収

容
局

接
続
機

能
利

用
事

業
者
の
ユ
ー
ザ
と
イ
ー
サ
ネ
ッ
ト
ユ
ー
ザ
間
で
ＩＰ
電
話
に
よ
り
通
信

す
る
場

合
も
あ
り

※
７
県

内
通

信
の
場

合
は
利

用
し
な
い

：
優

先
パ
ケ
ッ
ト
識

別
機
能

（優
先

ク
ラ
ス
）

：
県

間
伝

送
路

（
非

指
定

設
備
）
※
７

：
関

門
系

ル
ー
タ
交

換
機
能

（Ｉ
Ｐ
ｏ
Ｅ
接
続
）

※
２

※
５

※
５

※
６

※
６

U
Ｎ
Ｉ

U
Ｎ
Ｉ

U
Ｎ
Ｉ

U
Ｎ
Ｉ

ひ
か
り
電

話
・
デ
ー
タ
コ
ネ
ク
ト

（
最

優
先
・
高
優

先
）

※
５

※
５

(
参
考

)
Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
お
け
る
法

定
機

能
と
適

用
接
続

料
の
関
係

U
Ｎ
Ｉ

S
Ｎ
Ｉ

S
Ｎ
Ｉ

地
デ
ジ

再
送

信
（
高

優
先
）

フ
レ
ッ
ツ
・

キ
ャ
ス
ト
等 Ｓ
Ｎ
Ｉ

ル
ー
タ

（
Ｂ
Ｅ
）

フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト
等

（
Ｂ
Ｅ
）

一 般 収 容

ル ー タ

Ｓ
Ｎ
Ｉ

事
業
者Ｓ

Ｎ
Ｉ

ル
ー
タ

（
高

優
先

）

適
用
接
続
料
等

法
定

機
能

に
相
当

す
る

も
の○

Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
お
け
る
法
定
機
能
と
適
用
接
続
料
の

関
係
等

は
、
以
下

の
と
お
り
。
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令
和
２
年
度
の
Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係
る
法

定
機
能

接
続
料

に
つ
い
て
（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
）

※
網

改
造

料
に

よ
り

負
担

さ
れ

て
い

る
も

の
を

除
く

。

機
能

名
接
続
料
設
定
単
位

令
和
２
年
度
申
請
接
続
料

令
和

元
年

度
接

続
料

端
末

系
ル
ー
タ

交
換

機
能

下
記
以
外

１
装

置
（
収

容
ル

ー
タ

）
ご

と
・
月

額
3
9
.6
万
円
（
＋

1
2
.9

%
）

3
5
.0

万
円

専
ら

IP
電
話
の
提
供
の
用
に
供

す
る
も
の

１
装

置
（
S
N

Iル
ー

タ
（
IP

電
話

）
）
ご

と
・
月

額
5
1
.2
万
円
（
＋

1
6
.4

%
）

4
4
.0

万
円

一
般

収
容

ル
ー
タ

優
先

パ
ケ
ッ
ト
識

別
機

能

S
IP
サ
ー
バ
を
用
い
て
制
御
す
る
も
の

１
ch

ご
と

・
月

額
2
.0

7
円
（
＋

1
4
.4

%
）

1
.8

1
円

優
先
ク
ラ
ス
を
識
別
す
る
も
の

契
約

数
ご

と
・
月

額
2
.3

1
円
（
＋

1
4
.9

%
）

2
.0

1
円

上
記
以
外

１
装

置
（
収

容
ル

ー
タ

）
ご

と
・
月

額
8
,2

3
4
円
（
＋

1
3
.4

%
）

7
,2

6
0
円

関
門

系
ル
ー
タ

交
換

機
能

網
終
端
装
置

（
P

P
P

o
E
接
続
）
（
※

）
１

装
置

（
網

終
端

装
置

）
ご

と
・
月

額
2
4
.8
万
円
（
＋

8
.2

%
）

2
2
.9

万
円

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル
ー
タ

（
IP

o
E
接
続
）

１
設

置
場

所
ご

と
・
月

額

東
京
：
1
,5

3
9
.9
万
円
（
＋

0.
4
%
）

千
葉
：
3
0
0
.1
万
円
（
＋

1
.6

%
）

埼
玉
：
3
0
0
.0
万
円
（
＋

0
.1

%
）

神
奈
川
：
3
3
4
.3
万
円
（
＋

1
0.

0
%
）

北
関
東
：
2
7
3
.3
万
円
（
▲

1
.4

%
）

北
関
東
・甲

信
越
：2

84
.9
万
円
（＋

3
.2

%）
東
北
：
2
9
4
.5
万
円
（
＋

5
.0

%
）

北
海
道
：
2
8
4
.9
万
円
（
＋

3
.2

%
）

東
京

：
1
,5

3
3
.9

万
円

千
葉

：
2
9
5
.4

万
円

埼
玉

：
2
9
9
.7

万
円

神
奈

川
：
3
0
4
.0

万
円

北
関

東
：
2
7
7
.1

万
円

北
関

東
・甲

信
越

：2
76

.1
万

円
東

北
：
2
8
0
.4

万
円

北
海

道
：
2
7
6
.1

万
円

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル
ー
タ

（
中
継
局
接
続
）
（
※

）
１

ポ
ー

ト
ご

と
・
月

額
1
2
9
.2
万
円
（
＋

6
.9

%
）

1
2
0
.8

万
円

音
声

パ
ケ
ッ
ト
変

換
機

能
（
メ
デ
ィ
ア
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
）

１
秒

ご
と

0
.0

0
1
2
9
4
0
円
（
▲

7
.3

%
）

0
.0

0
1
3
9
6
3
円

S
IP
サ
ー
バ
機
能

１
通

信
ご

と
0
.7

8
7
6
2
円
（
＋

1
.5

%
）

0
.7

7
5
6
6
円

一
般

中
継

系
ル
ー
タ
交

換
伝
送

機
能

一
般
中
継
局
ル
ー
タ
・

伝
送
路

ベ
ス
ト
エ
フ
ォ
ー
ト

１
M

b
it
ご

と
・
月

額

0
.0

0
0
0
9
3
6
1
8
円
（
▲

4
0
.2

%
）

0
.0

0
0
1
5
6
4
7
円

優
先
ク
ラ
ス

0
.0

0
0
1
0
9
5
3
円
（
▲

3
9
.7

%
）

0
.0

0
0
1
8
1
5
1
円

高
優
先

ク
ラ
ス

0
.0

0
0
1
1
7
0
2
円
（
▲

4
0
.2

%
）

0
.0

0
0
1
9
5
5
9
円

最
優
先

ク
ラ
ス

0
.0

0
0
1
1
7
9
6
円
（
▲

4
0
.2

%
）

0
.0

0
0
1
9
7
1
5
円

（
括
弧
内
は
前
年
度
比
）

○
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

の
令
和
２
年
度
の
Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係
る
法

定
機
能

の
接
続

料
は
、
以

下
の
と
お
り
。
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25
令
和
２
年
度
の
Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係
る
法

定
機
能

接
続
料

に
つ
い
て
（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
）

※
網

改
造

料
又

は
卸

料
金

に
よ

り
負

担
さ

れ
て

い
る

も
の

を
除

く
。

機
能

名
接
続
料
設
定
単
位

令
和
２
年
度
申
請
接
続
料

令
和

元
年

度
接

続
料

端
末

系
ル
ー
タ

交
換

機
能

下
記
以
外

１
装

置
（
収

容
ル

ー
タ

）
ご

と
・
月

額
4
4
.8
万
円
（
＋

1
3
.7

%
）

3
9
.4

万
円

専
ら

IP
電
話
の
提
供
の
用
に
供

す
る
も
の

１
装

置
（
S
N

Iル
ー

タ
（
IP

電
話

）
）
ご

と
・
月

額
4
1
.3
万
円
（
＋

1
1
.6

%
）

3
7
.0

万
円

一
般

収
容

ル
ー
タ

優
先

パ
ケ
ッ
ト
識

別
機

能

S
IP
サ
ー
バ
を
用
い
て
制
御
す
る
も
の

１
ch

ご
と

・
月

額
2
.2

3
円
（
＋

2
7
.4

%
）

1
.7

5
円

優
先
ク
ラ
ス
を
識
別
す
る
も
の

契
約

数
ご

と
・
月

額
2
.4

5
円
（
＋

3
0
.3

%
）

1
.8

8
円

上
記
以
外

１
装

置
（
収

容
ル

ー
タ

）
ご

と
・
月

額
8
,9

0
2
円
（
＋

1
6
.2

%
）

7
,6

5
9
円

関
門

系
ル
ー
タ

交
換

機
能

網
終
端
装
置

（
P

P
P

o
E
接
続
）
（
※

）
１

装
置

（
網

終
端

装
置

）
ご

と
・
月

額
4
5
.4
万
円
（
＋

1
5
.2

%
）

3
9
.4

万
円

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル
ー
タ

（
IP

o
E
接
続
）

１
設

置
場

所
ご

と
・
月

額

大
阪
：
1
,5

1
7
.1
万
円
（
＋

14
.0

%
）

兵
庫
：
3
4
6
.1
万
円
（
＋

2
.2

%
）

愛
知
：
3
9
3
.0
万
円
（
＋

1
6
.1

%
）

広
島
：
3
5
0
.3
万
円
（
＋

4
.7

%
）

福
岡
：
3
8
8
.9
万
円
（
＋

1
4
.9

%
）

大
阪

：
1
,3

3
1
.2

万
円

兵
庫

：
3
3
8
.6

万
円

愛
知

：
3
3
8
.6

万
円

広
島

：
3
3
4
.5

万
円

福
岡

：
3
3
8
.6

万
円

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル
ー
タ

（
中
継
局
接
続
）
（
※

）
１

ポ
ー

ト
ご

と
・
月

額
1
6
6
.7
万
円
（
＋

8
.1

%
）

1
5
4
.2

万
円

音
声

パ
ケ
ッ
ト
変

換
機

能
（
メ
デ
ィ
ア
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
）

１
秒

ご
と

0
.0

0
2
1
0
8
2
円
（
▲

2
.0

%
）

0
.0

0
2
1
5
1
1
円

S
IP
サ
ー
バ
機
能

１
通

信
ご

と
0
.6

4
2
0
5
円
（
＋

1
0
.3

%
）

0
.5

8
2
1
4
円

一
般

中
継

系
ル
ー
タ
交

換
伝
送

機
能

一
般
中
継
局
ル
ー
タ
・

伝
送
路

ベ
ス
ト
エ
フ
ォ
ー
ト

１
M

b
it
ご

と
・
月

額

0
.0

0
0
1
6
3
4
9
円
（
▲

1
6
.8

%
）

0
.0

0
0
1
9
6
5
3
円

優
先
ク
ラ
ス

0
.0

0
0
1
8
9
6
5
円
（
▲

1
6
.8

%
）

0
.0

0
0
2
2
7
9
8
円

高
優
先

ク
ラ
ス

0
.0

0
0
2
0
4
3
7
円
（
▲

1
6
.8

%
）

0
.0

0
0
2
4
5
6
7
円

最
優
先

ク
ラ
ス

0
.0

0
0
2
0
5
9
9
円
（
▲

1
6
.8

%
）

0
.0

0
0
2
4
7
6
3
円

（
括
弧
内
は
前
年
度
比
）

○
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

の
令
和
２
年
度
の
Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係
る
法

定
機
能

の
接
続

料
は
、
以

下
の
と
お
り
。
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26
令
和
２
年
度
の
Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係
る
適

用
接
続

料
に
つ
い
て

■
令

和
元
年

度
と
の

比
較

組
合
せ
適
用
対
象
の
法
定
機
能

関
門
交
換
機
接
続

ル
ー
テ
ィ
ン
グ
伝
送
機

能
（
ＩＧ

Ｓ
接
続
）

端
末

系
ル
ー
タ
交
換

機
能

（
S
N

Iル
ー
タ
（
IP
電
話
）
）
、
一

般
収

容
ル
ー
タ
優

先
パ
ケ
ッ
ト
識
別

機
能

（
S
IP
サ

ー
バ

を
用

い
て
制

御
す
る
も
の

）
、
中
継
交

換
機
能

※
1
、
音

声
パ
ケ
ッ
ト
変

換
機
能
、

S
IP
サ
ー
バ
機
能
、
一
般
中
継
系
ル
ー
タ
交
換
伝
送
機
能
（
最
優
先
ク
ラ
ス
）

一
般
収
容
局
ル
ー
タ
接
続

ル
ー
テ
ィ
ン
グ
伝
送
機

能
（
収
容
局
接
続
）

端
末

系
ル

ー
タ
交

換
機

能
（
S
N

Iル
ー
タ
（
IP
電

話
）
以

外
）
、
一

般
収

容
ル

ー
タ
優

先
パ

ケ
ッ
ト
識

別
機

能
（
注

）
、
関

門
系

ル
ー
タ
交

換
機

能
（
網

終
端

装
置

（
ＩＳ

Ｐ
）
）
、
一

般
中

継
系

ル
ー
タ
交
換
伝
送
機
能
（
ベ
ス
ト
エ
フ
ォ
ー
ト
ク
ラ
ス
）

注
：
Ｓ

ＩＰ
サ

ー
バ

を
用

い
て

制
御

す
る

も
の

及
び

優
先

ク
ラ

ス
を

識
別

す
る

も
の

以
外

一
般
中
継
局
ル
ー
タ
接
続

ル
ー
テ
ィ
ン
グ
伝
送
機

能
（
中
継
局
接
続
）

端
末

系
ル
ー
タ
交
換

機
能

（
S
N

Iル
ー
タ
（
IP
電
話
）
）
、
一

般
収

容
ル
ー
タ
優

先
パ
ケ
ッ
ト
識
別

機
能

（
S
IP
サ

ー
バ

を
用

い
て
制

御
す
る
も
の

）
、
中
継
交

換
機
能

、
音
声

パ
ケ
ッ
ト
変

換
機
能
、

S
IP
サ
ー
バ
機
能
、
一
般
中
継
系
ル
ー
タ
交
換
伝
送
機
能
（
最
優
先
ク
ラ
ス
・
高
優
先
ク
ラ
ス
）
、
関
門
系
ル
ー
タ
交
換
機
能
（
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル

ー
タ
（
中
継
局
接
続
））

■
法

定
機

能
の

組
合

せ

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

令
和

２
年

度
申

請
接

続
料

令
和

元
年

度
接

続
料

令
和
２
年
度
申
請
接
続
料

令
和

元
年

度
接

続
料

ＩＧ
Ｓ
接

続
（
ひ
か
り
電
話
）

３
分

当
た

り
※

２
1
.3

0
7
円

(▲
0
.3

%
)

1
.3

1
1
円

1
.3

0
6
円

(▲
1
0
.7

%
)

1
.4

6
2
円

収
容

局
接

続
<
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

の
み

>
１

装
置

ご
と

・
月

額
1
0
6
.4
万
円

(▲
1
1
.7

%
)

1
2
0
.5
万

円
1
3
8
.1
万
円

（
▲

1
3
.8

%
)

1
6
0
.3
万
円

中
継

局
接

続
<
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

の
み

>
１

ポ
ー

ト
ご

と
・
月

額
5
3
3
.3
万
円

(＋
1
0
.8

%
)

4
8
1
.3
万

円
5
0
2
.1
万
円

(＋
1
7
.6

%
)

4
2
7
.1
万
円

一
般

収
容

ル
ー
タ

優
先
パ
ケ
ッ
ト
識

別
機
能

（
優
先

ク
ラ
ス
を
識
別
す
る
も
の
）

１
契

約
ご

と
・
月

額
2
.3

1
円

（
＋

1
4
.9

%
）

2
.0

1
円

2
.4

5
円

(＋
3
0
.3

%
)

1
.8

8
円

一
般

中
継

系
ル
ー
タ

交
換

伝
送

機
能

（
優
先
ク
ラ
ス
）

１
Ｍ

ｂ
ｉｔ

ご
と

・
月

額
0
.0

0
0
1
0
9
5
3
円

（
▲

3
9
.7

%
）

0
.0

0
0
1
8
1
5
1
円

0
.0

0
0
1
8
9
6
5
円

(▲
1
6
.8

%
)

0
.0

0
0
2
2
7
9
8
円

（
参

考
）
2
0
0
kb

p
sで

３
分

間
音

声
通

信
し

た
場

合
0
.0

0
3
9
円

0
.0

0
6
5
円

0
.0

0
6
8
円

0
.0

0
8
2
円

○
Ｎ
Ｇ
Ｎ
の

接
続
料
水
準

に
つ

い
て

、
法

定
機

能
を

組
み

合
わ

せ
て

算
出

さ
れ

て
い

る
適

用
接

続
料

の
形

態
（
い

わ
ゆ

る
「
縦

串
」
）
で

令
和

元
年

度
適

用
額

と
比

べ
る

と
、

ト
ラ

ヒ
ッ

ク
把

握
の

精
緻

化
の

影
響

及
び

保
守

業
務

等
の

内
部

効
率

化
や

シ
ス

テ
ム

化
の

推
進

と
い

っ
た

コ
ス

ト
削

減
の

影
響

に
よ

り
、
一

般
中

継
局

ル
ー
タ
接

続
ル
ー
テ
ィ
ン

グ
伝

送
機

能
（
以
下
「
中
継
局
接
続
」
と
い
う
。
）
と
一
般
収
容
局
ル
ー
タ
優
先
パ
ケ
ッ
ト
識
別
機
能
（
優
先
ク
ラ
ス
を
識
別
す
る
も
の

。
以
下
「
優
先
パ
ケ
ッ
ト
識
別
機
能
」
と

い
う
。
）
を
除
く
各
形
態

に
お
い
て
、
金
額
が
低
減

。

○
中

継
局

接
続

機
能

が
令

和
元

年
度

適
用

額
と

比
べ

て
上

昇
し

て
い

る
理

由
は

、
ＩＧ

Ｓ
接

続
機

能
の

ト
ラ

ヒ
ッ

ク
が

減
少

し
、

ト
ラ

ヒ
ッ

ク
の

ウ
ェ

イ
ト
が

高
ま

っ
た

た
め

、
Ｓ

ＩＰ
サ

ー
バ

の
コ

ス
ト
負

担
が

増
加

し
た

こ
と

等
に

よ
る

も
の

。

〇
優

先
パ

ケ
ッ

ト
識

別
機

能
が

令
和

元
年

度
の

適
用

額
と

比
べ

て
上

昇
し

て
い

る
理

由
は

、
当

該
機

能
の

需
要

が
大

幅
に

増
加

し
た

こ
と

に
よ

り
、

契
約

者
数

比
の

ウ
エ

イ
ト

が
高

ま
っ

た
た

め
、

高
速

制
御

部
の

一
部

の
コ

ス
ト
負

担
が

増
加

し
た

こ
と

に
よ

る
も

の
。

※
１

中
継

交
換

機
能

は
L
R
IC

機
能

に
よ

り
算

定
。

※
２

令
和

２
年

度
接

続
料

に
は

、
令

和
元

年
度

の
中

継
交

換
機

能
（
３

分
あ

た
り

0
.2

0
円

）
を

含
む

。
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27
1
0
G
b
it
/
sイ

ン
タ
フ
ェ
ー
ス
に
対
応
す
る
新
た
な
設
備
の
接
続
機
能

○
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
西
日

本
は

、 1
0
G

b
it
/
sイ

ン
タ
フ
ェ
ー
ス
に
対

応
し
た
新

収
容
局

ル
ー
タ
・
新
光
信

号
伝
送

装
置

・
新

局
内

4
分

岐
ス
プ
リ
ッ
タ
を
導

入
す

る
こ

と
か

ら
、

こ
れ

ら
新

設
備

に
係

る
新

た
な
接

続
料

金
を
設

定
。

○
新

た
に
設

定
す
る
接

続
料

金
は

、
５
年

間
（
令

和
２
年

度
～
令

和
６
年
度

）
の
第
一

号
将
来

原
価
方

式
に
て
算

定
さ

れ
、

併
せ

て
、
各

年
度

の
実

績
収

入
と

実
績

原
価

の
差
額
を
調

整
す
る
た
め
の

第
一

種
指

定
電
気

通
信
設

備
接
続

料
規
則

第
３
条
に
よ
る
許
可
申

請
が

な
さ

れ
た

。

〇
な

お
、
接

続
機

能
提

供
当

初
は

、
P

P
P

o
E
方

式
に
対
応

す
る
網
終
端

装
置
や

宅
内
装

置
（
H

G
W
）
等

の
開

発
が

必
要

な
た
め
、

IP
o
E
方

式
の

み
に
対

応
予

定
で
あ
る
が

、
P

P
P

o
E
方

式
に
も
対

応
す
る
予
定

で
あ

り
、
今

年
春
頃

に
改
め
て
、

1
0
G

b
it
/
sイ

ン
タ
フ
ェ
ー
ス
に
対

応
し
た
網

終
端

装
置

に
係

る
接

続
約
款

の
変

更
の

認
可

申
請

を
行

う
方
向
で
検

討
し
て
い
る

旨
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

か
ら

の
説

明
が

あ
っ

た
。

※
現

行
の

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

・西
日

本
の

F
T

T
H

ア
ク

セ
ス

サ
ー

ビ
ス

は
、

最
大

概
ね

１
G

b
p
s。

新
設

備
新

局
内

4
分
岐
ス
プ
リ
ッ
タ

新
光

信
号

伝
送

装
置

新
収

容
局
ル
ー
タ

法
定
機
能

（
接
続
料

規
則
第

4
条
）

光
信

号
分

離
機

能
そ
の
他
端
末
回
線
伝
送
機
能

端
末
系

ル
ー
タ
交

換
機

能
一

般
収

容
ル

ー
タ

優
先

パ
ケ
ッ
ト
識

別
機

能

接
続
機
能

(接
続
約
款

)

光
信

号
多

重
分

離
機

能
端
末
回
線
伝
送
機
能

（
光
信
号
伝
送
装
置
）

端
末
系

ル
ー
タ
交

換
機

能
一

般
収

容
局

ル
ー
タ

優
先

パ
ケ
ッ
ト
識

別
機

能

新
設

備
に
対

応
し
た
メ
ニ
ュ
ー
を
新
設

新
設
備
に
対
応
し
た
メ
ニ
ュ
ー
を
新
設

新
設
備
に
対
応
し
た
メ
ニ
ュ
ー
を
新

設
新

設
備

に
対

応
し
た
メ
ニ
ュ
ー
を
新

設

接
続

料
金

設
定
単
位

1
新

局
内

ス
プ
リ
ッ
タ
あ
た
り

1
新
光
信
号
伝
送
装
置
あ
た
り

＋
1
O

S
U
あ
た
り

1
新
収
容
局

ル
ー
タ
あ
た
り

1
新

収
容

局
ル

ー
タ
あ
た
り

料
金
額

(タ
イ
プ

1
-
2
)

・
東

日
本

：
4
2
3
円

/
月

・
西

日
本

：
4
1
5
円

/
月

・
東

日
本

：
7
2,

02
5円

/月
(基

本
部

)、
1
5
,1

89
円

/
月

(O
S
U

)、
1
2
,4

9
1
円

/
月

(保
守

用
O

S
U

)
・
西

日
本

：
7
6,

99
6円

/月
(基

本
部

)、
1
5
,1

85
円

/
月

(O
S
U

)
、

1
3
,4

4
0
円

/
月

(保
守

用
O

S
U

)

・
東
日
本
：
7
0
5
,2

0
8
円

/
月

・
西
日
本
：
6
9
4
,9

0
4
円

/
月

・
東

日
本

：
2
3
,8

1
7
円

/
月

・
西

日
本

：
2
3
,4

6
8
円

/
月

※
下

記
以

外
は

、既
存

の
接

続
機

能
を

用
い

る
。

【Ｎ
Ｔ

Ｔ
ビル

】

新 局 内 4 分 岐

ス プ リ ッ タ

【ユ
ー

ザ
宅

】

主
端

末
回

線
Ｎ

Ｇ
Ｎ

分
岐

端
末

回
線

新 光 信 号 伝 送 装 置

８
分

岐

O
SU

回 線 終 端

装 置

新 収 容 局

ル ー タ
4分

岐

ゲ ー ト ウ ェ イ

ル ー タ
・ ・ ・

保
守
用

O
SU

赤
枠
内
は
委
員
限
り

29



28
新
た
な
光
信
号

伝
送
装
置
の
接
続
料
の
設
定
方
法

○
新

光
信

号
伝

送
装
置

は
、

O
S
U
を
納
め
る
筐
体

部
分

（基
本

部
相

当
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

：7
2,

02
5円

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
：
76

,9
96
円

）を
専
有
設
備
と
し

て
設

置
（
接

続
）
し
た
上
で
、
収
容
す
る
ユ
ー
ザ

数
に
応

じ
て

O
S
U
の

パ
ッ
ケ
ー
ジ
（加

算
部

①
相
当

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

：1
5
,1

89
円
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
：

1
5
,1

85
円
）
を
追
加
し
て
い
く
仕
様

。
ま

た
、

使
用

中
の

O
SU

が
故

障
し

た
場

合
に

、
速

や
か

に
他

の
O

S
U

に
切

り
替

え
ら

れ
る

よ
う

、
予

め
保

守
用

O
S
U

（
加

算
部

②
相

当
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
：
1
2
,4

91
円

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
：1

3,
4
40

円
）を

設
置

（接
続

）
す

る
こ

と
も

可
能

。

○
な

お
、
新

光
信

号
伝
送
装
置
は

10
G

bi
t/

sま
た
は

1G
bi

t/
sに

て
利
用
可

能
。

新
光
信
号
伝
送
装
置
（
10

G
bi

t/
sま

た
は

1G
bi

t/
s）

セ
レ
ク
タ

…
…

…
…

IF
部

Ｏ Ｓ Ｕ

保 守 用

Ｏ Ｓ Ｕ

Ｏ Ｓ Ｕ
…

…

…
…

…
…

局
内

D
F

電 力 コ ス ト

基
本

部
相

当

加
算

部
相

当
（

O
SU

)

凡
例

加
算

部
相

当
（

保
守

用
O

SU
)

接
続
料
設
定
単
位

接
続
料

Ｎ Ｔ Ｔ 東 日 本

光
信
号
伝
送
装
置

（
基

本
部

）
〔
/
月
・
台
〕

7
2
,0

2
5
円

光
信
号
主
端
末
回

線
収

容
装

置
（
加

算
部

①
）
〔
/
月
・
O

S
U
ご
と
〕

1
5
,1

8
9
円

保
守
用
光
信
号
主

端
末

回
線

収
容

装
置

（
加

算
部

②
）
〔
/
月

・
保

守
O

S
U
〕

1
2
,4

9
1
円

Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本

光
信
号
伝
送
装
置

（
基

本
部

）
〔
/
月
・
台
〕

7
6
,9

9
6
円

光
信
号
主
端
末
回

線
収

容
装

置
（
加

算
部

①
）
〔
/
月
・
O

S
U
ご
と
〕

1
5
,1

8
5
円

保
守
用
光
信
号
主

端
末

回
線

収
容

装
置

（
加

算
部

②
）
〔
/
月

・
保

守
O

S
U
〕

1
3
,4

4
0
円

87
,2

14
円

92
,1

81
円

全
て
専

有
設
備

現
行
の
光
信
号
伝
送
装
置
（1

G
bi

t/
s）

Ｏ Ｓ Ｕ

Ｏ Ｓ Ｕ
…

…
…

…
16

パ
ッ
ケ
ー
ジ

1G
bp

s
1G

bp
s

接
続

料
設

定
単

位
接

続
料

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

１
O

S
U
ご
と

1
.,5

0
8
円

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

１
O

S
U
ご
と

1
,2

8
1
円

共
有

設
備

専
有

設
備

（
O

SU
）

凡
例

※
１

１
O

SU
あ
た
り
最
大

25
6ユ

ー
ザ

収
容

※
２

電
力

コ
ス
ト
を
物

品
費

比
率

を
用

い
て
共

通
部

・
加

算
部

に
配

賦
※

３
１

O
SU

あ
た
り
最

大
32

ユ
ー
ザ

収
容

※
４

共
通

設
備

経
費

は
、
Ｏ
Ｓ
Ｕ
数

で
按

分
し
た
も
の

を
Ｏ
Ｓ
Ｕ
の

接
続

料
に

含
ん
で
い
る
。

※
１

※
３

※
２

15
パ
ッ

ケ
ー
ジ

最
小
構
成

※
４

最
小
構
成
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29
（
参
考
）
Ｎ
Ｇ
Ｎ
の
ＩＳ

Ｐ
接
続
の
方
式
（
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
通
信
等
の
た
め
の
接
続
の
方
式
）

接
続

事
業

者
数

・
接
続
事
業
者
数
に
制
限
な
し
（
現
時
点

で
7
6
者
接
続
）

・
接
続
事
業
者
数
を
接
続
約
款
上

1
6
者
に
制
限
し
て
い
た
が
、
そ
の
制
限
は
撤
廃
済
み

（
平
成

2
4
年
に
３
者
か
ら
拡

大
）
（
現
在
８
者
接
続
）

・
接
続
事
業
者
か
ら
約

8
0
者

※
1
の
ＩＳ

Ｐ
事
業
者
に
対
し
、
卸
提
供
等
（
間
接
利
用
）

た
だ
し
、
間
接
利
用
数
は

、
接
続
事
業
者
に
よ
り
大
き
く
異
な
る

接
続
点

都
道
府
県
ご
と
に
設
置

東
京

、
千
葉
、
埼
玉
、
神
奈
川
、
北
関
東
、
北
関
東
・
甲
信
越
、
東
北
、
北
海
道

※
２

大
阪

、
兵
庫
、
愛
知
、
広
島
、
福
岡

※
２

接
続

帯
域
・
ポ
ー
ト

小
容
量
あ
り

大
容
量
の
み
（
小

容
量
化
に
つ
い
て
は
、
接
続
事
業
者
の
具
体
的
要
望
に
基
づ
き
検
討

）

接
続
用
設
備
の

費
用
負
担

原
則

と
し
て
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
が
費
用
を
負
担

G
W

R
に
つ
い
て
網
使
用
料

と
し
て
接
続
料
を
設
定

接
続

事
業
者
が
負
担

接
続
用
設
備
の
増
設

原
則

と
し
て
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
が
増
設
可
否
を
判
断
（
増
設
基
準
）

接
続

事
業
者
が
自
由
に
増

設
す
る
こ
と
が
可
能

ＩＰ
ア
ド
レ
ス
の
付
与

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
用
ア
ド
レ
ス
を
接
続
事
業
者
が
付
与
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
用
は
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日

本
が
付
与
）

V
N

E
事
業
者
か
ら
預
か
っ
た
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
用
ア
ド
レ
ス
を
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
が
付
与

通
信
の
管
理

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
用

IP
ア
ド
レ
ス
を
用
い
た
通
信
の
全
て
を
接
続
事
業
者
が
管
理

（
接
続
事
業
者
が
完
全
な
フ
ィ
ル
タ
リ
ン
グ
等
を
提
供
可
能
）

・
Ｎ
Ｇ
Ｎ
内
の
利
用
者
と
の
通
信
で
あ
っ
て
も
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
用

IP
ア
ド
レ
ス
を

用
い
た
通
信
の
全
て
が
接
続
事
業
者
経
由

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
用

IP
ア
ド
レ
ス
を
用
い
た
通
信
で
接
続
事
業
者
の
管
理
で
き
な
い
も
の
が
生
じ
る
お

そ
れ

網
内
折
り
返
し

通
信

Ｎ
Ｇ
Ｎ
利
用
者
間
の
直
接
の
通
信

※
3
に
お
い
て
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
用
と
は
別
の

IP
ア
ド

レ
ス
が
必
要

Ｎ
Ｇ
Ｎ
利
用
者
間
の
直
接
の
通
信

※
3
が
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
用
の

IP
v6
ア
ド
レ
ス
と
同
じ
ア
ド
レ
ス
で
可
能

優
先
パ
ケ
ッ
ト
利
用

Ｎ
Ｇ
Ｎ
の
優
先
パ
ケ
ッ
ト
関
係
機
能
の
利

用
不
可

Ｎ
Ｇ
Ｎ
の
優
先
パ
ケ
ッ
ト
関
係
機
能
の
利
用
が
可
能

そ
の
他
留
意
事
項

－
他
事
業
者
が

V
N

E
事
業
者

に
卸
電
気
通
信
役
務
の
提
供
又
は
接
続
を
求
め
る
場
合
に
お
け
る
卸
役
務

等
の
①
概
要
、
②
利
用
に
係
る
問
合
せ
窓
口
等
の
情
報
開
示
の
手
続
き
、
③
提
供
の
請
求
及
び
そ
の

回
答
を
受
け
る
手
続
き
の
整
備
・
公
表
の
責
務
を
接
続
約
款
で
義
務
付
け
。

N
T
E

H
G

W
等

ＩＳ
Ｐ

事
業
者

Ｎ
Ｇ
Ｎ

ＩＳ
Ｐ

事
業
者

ＩＳ
Ｐ

事
業
者

セ
ッ
シ
ョ
ン

収
容

R

G
W

R

Ｎ
Ｇ
Ｎ

V
N

E
事
業
者

収
容

R

中
継

R

ＩＳ
Ｐ
事
業
者

V
N

E
事
業
者

ＩＳ
Ｐ
事
業
者

ＩＳ
Ｐ
事
業
者

中
継

R

N
T

E
：
網

終
端

装
置

H
G

W
：
ホ

ー
ム

ゲ
ー

ト
ウ

ェ
イ

(G
W

R
：
ゲ

ー
ト
ウ

ェ
イ

ル
ー

タ
)

N
T
E

N
T
E

※
１

公
表

情
報

に
よ
る
。

※
２

令
和

２
年

１
月

1
7
日
時

点
で
確

認
で
き
て
い
る
も
の

。
※

３
Ｎ
Ｇ
Ｎ
利
用
者
間
の
直
接
の
通
信
と
は
、
網
内
折
り
返
し
通
信
を
指
す
。

接
続
用
イ
ン
タ

フ
ェ
ー
ス

V
N

E
事
業
者

PP
Po

E接
続

IP
oE

接
続

H
G

W
等

接
続

事
業

者
負

担

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本
・
西

日
本
負

担
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実
績

原
価

方
式

に
基

づ
く
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.6
4
～

7
0
）

加
入
光

フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接
続
料
の
改

定
等

（
P

.4
3
～

4
8
）

Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係

る
接

続
料

の
改

定
等

（
Ｐ

.5
0
～

6
2
）

主
な
変

更
内

容
（
P

.５
～

4
0
）

そ
の
他
の

変
更

内
容

（
詳
細

）
（
P

.4
3
 ～

7
4
）

参
考
資

料
（
P

.7
6
 ～

8
5
）

自
己

資
本

利
益

率
（
P

.7
4
）

本
件

申
請

に
お
い
て
廃

止
・
整
理
品
目
化
す
る
接
続

機
能

（
P

.7
2
）

①
令

和
２
年

度
の

加
入

光
フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接

続
料
の

改
定
等

（
P

.５
～

2
0
）

②
令

和
２
年

度
の

次
世

代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）
に
係
る
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.2
2
～

2
9
）

③
実

績
原

価
方

式
に
基

づ
く
令
和

２
年
度

の
接
続

料
の
改

定
等

（
P

.3
1
～

3
2
）

④
そ
の
他

の
事

項
（
接

続
料
規
則
第
３
条

に
基

づ
く
許
可
申

請
等
の

概
要

、
ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
）
（
P

.3
4
～

4
0
）

32



31
ド
ラ
イ
カ
ッ
パ
接
続
料

の
推
移

○
ド
ラ
イ
カ
ッ
パ

の
令
和

２
年

度
接

続
料

に
つ

い
て

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

に
お
い
て
は

、
平

成
29

年
度

・
平

成
30

年
度

に
お

け
る

メ
タ

ル
減

損
の

実
施

等
に

伴
う

原
価

の
減

少
率

が
、

需
要

の
減

少
率

よ
り

も
大

き
い

こ
と

か
ら

、
令

和
元

年
度
と
比
べ

て
低
減

。
○

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

に
お
い
て
は

、
平

成
29

年
度

・
平

成
3
0年

度
に

お
け

る
メ

タ
ル

減
損

の
実

施
等

に
伴

う
原
価
の
減
少
率
が
西
日
本
豪
雨
災
害
等
の

影
響

に
よ
り
小

幅
と
な
り

、
需

要
の

減
少

率
よ

り
も

小
さ

い
こ

と
か

ら
、
令

和
元

年
度

と
比

べ
て
上

昇
。

1,
27

2 
1,

29
8 

1,
35

7 
1,

32
8 

1,
28

0 

1,
43

8 

1,
62

9 

1,
58

6 

1,
48

5 

1,
45

9 

1,
34

3 
1,

35
4 

1,
39

1 
1,

36
9 

1,
33

4 

1,
45

3 

1,
59

8 

1,
60

5 

1,
46

6 

1,
52

2 

1,
20

0

1,
30

0

1,
40

0

1,
50

0

1,
60

0

1,
70

0

H
2
3
年
度

H
2
4
年
度

H
2
5
年
度

H
2
6
年
度

H
2
7
年
度

H
2
8
年
度

H
2
9
年
度

H
3
0
年
度

R
1
年
度

R
2
年
度

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

(＋
3
.8

%
)

（
単

位
：
円
／
回
線
・
月
）

(＋
1
3
.3

%
)

(＋
1
0
.0

%
)

(＋
8
.9

%
) (＋

1
2
.3

%
)

(▲
2
.6

%
)

(▲
3
.6

%
)

(▲
1
.6

%
)

(▲
2
.1

%
)

(＋
2
.7

%
)

(＋
4
.5

%
)

(＋
0
.8

%
)

(＋
2
.0

%
)

(▲
2
.6

%
)

(＋
0
.4

%
)

※
回

線
管

理
運

営
費

を
含

む
。

※
各

年
度

の
４

月
１

日
時

点
で

の
適

用
料

金
（令

和
２

年
度

接
続

料
は

現
在

申
請

中
の

も
の

）
。

※
災

害
特

別
損

失
を

接
続

料
原

価
（本

資
料

で
は

報
酬

（利
潤

）を
含

む
。

以
下

同
じ

。
）に

算
入

し
た

の
は

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
の

平
成

２
４

年
度

か
ら

平
成

２
６

年
度

ま
で

の
接

続
料

（東
日

本
大

震
災

に
起

因
す

る
災

害
特

別
損

失
。

平
成

２
５

年
度

接
続

料
に

つ
い

て
は

、
災

害
特

別
損

失
の

一
部

を
控

除
し

て
算

定
し

、
控

除
さ

れ
た

額
と

同
額

を
平

成
２
６
年

度
接

続
料

に
加

算
）及

び
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
の

平
成

３
０
年

度
の

接
続

料
（平

成
２
８
年

熊
本

地
震

に
起

因
す

る
災

害
特

別
損

失
）。

(▲
6
.4

%
)

(▲
8
.7

%
)

(▲
1
.8

%
)
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Ｐ
Ｏ
Ｉ

調
査
申
込

Ｐ
Ｏ

Ｉ
調

査
Ｐ

Ｏ
Ｉ

調
査

回
答

Ｐ
Ｏ

Ｉ
調

査
回

答
受

領
自
前
工
事

申
込

設
計

設
備

検
討

・
構

築
着

手

設
計

内
容

回
答

受
領

設
計

完
了

・回
答

設
備

構
築

完
了自
前

工
事

着
手

接 続 事 業 者 Ｎ Ｔ Ｔ 東 西

Ｐ
Ｏ
Ｉ

調
査
申
込

Ｐ
Ｏ

Ｉ
調

査
Ｐ

Ｏ
Ｉ

調
査

回
答

Ｐ
Ｏ

Ｉ
調

査
回

答
受

領
自
前
工
事

申
込

設
計

設
備

検
討

・
構

築
着

手

設
計

内
容

回
答

受
領

設
計

完
了

・回
答

設
備

構
築

完
了自
前

工
事

着
手

Ｐ
Ｏ
Ｉ
調
査

自
前
工
事

Ｐ
Ｏ
Ｉ
調
査

自
前
工
事

適
用
条
件
※
2 を
満
た
せ
ば

工
事
申
込
を
受
付
し
た
こと
とし
、

自
動
的
に
設
計
工
程
へ
移
行

各
々
申
込
み
必
要

そ
れ
ぞ
れ
個
別
に

申
込
み
が
必
要

《現
行

の
申

込
み

手
続

き
》

《Ｐ
Ｏ

Ｉ
調

査
・自

前
工

事
の

同
時

申
込

み
の

場
合

》

ス
ペ
ー
ス

受
電
・発
電
設
備

同
時
申
込
み

も
可
能

課 金 対 象 種 別

課 金 期 間
※

1
課

金
対

象
種

別
・課

金
期

間
に

つ
い

て
は

、申
し込

ま
れ

た
リソ

ー
ス

種
別

、設
備

構
築

の
有

無
及

び
修

正
設

計
の

有
無

に
よ

り異
な

る
。

ス
ペ
ー
ス

受
電
・発
電
設
備

課
金
な
し

※
1

※
2 

申
込

み
の

全
て

の
リソ

ー
ス

種
別

・リ
ソ

ー
ス

量
に

つ
い

て
、

Ｐ
Ｏ

Ｉ
調

査
の

結
果

「可
」と

す
る

回
答

で
あ

る
こと

。

■
申

込
み
フ
ロ
ー
の
変
更
イ
メ
ー
ジ

接
続
事
業
者
に
よ
る
Ｐ
Ｏ
Ｉ調

査
・
自
前

工
事
の
同
時

申
込
み
を
可

能
と
す
る
運
用
見
直
し

課
金
あ
り

○
現

状
、

接
続

事
業

者
か

ら
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
西

に
対

す
る

Ｐ
Ｏ

Ｉ(
P
o
in

t
of

In
te

rf
ac

e)
調

査
の

申
込

み
後

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
西
に
よ
る
Ｐ
Ｏ
Ｉ調

査
の
結
果

「
可
」
と

す
る
回

答
か

ら
接

続
事
業
者
の
自
前
工
事
申

込
み

ま
で
の

間
、
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
料
金

が
課
金

さ
れ

る
。

○
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
西

と
接

続
事

業
者

に
お

け
る

調
整

の
結

果
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

西
に

お
い

て
令

和
２

年
度

に
同

時
申

込
み

を
可

能
と

す
る

シ
ス

テ
ム

開
発

を
行

い
、
シ
ス
テ
ム
開

発
リ
リ
ー
ス
の
タ
イ
ミ
ン
グ
か

ら
同

時
申

込
み
を
受

け
付

け
る
こ
と
と
す
る
接

続
約
款
変
更
の

認
可
を
申
請

。

○
同

時
申

込
み

が
可

能
と

な
っ

た
場

合
、
接
続
事

業
者

か
ら
同

時
申

込
み

が
行
わ

れ
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

西
に
よ
る
Ｐ
Ｏ
Ｉ調

査
の
結
果
「
可
」
と
す
る
回
答
が

あ
っ
た
際

に
は

、
自

動
的

に
自

前
工

事
の

設
計

工
程

に
移

行
す

る
こ

と
か

ら
、

接
続

事
業

者
に

お
け

る
工

期
短

縮
に

繋
が

る
と

と
も

に
、
自
前
工

事
申

込
ま
で
の

期
間
に
発
生
し
て
い
た
コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
料

金
が

課
金
さ
れ

な
い

こ
と

と
な

る
。
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実
績

原
価

方
式

に
基

づ
く
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.6
4
～

7
0
）

加
入
光

フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接
続
料
の
改

定
等

（
P

.4
3
～

4
8
）

Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係

る
接

続
料

の
改

定
等

（
Ｐ

.5
0
～

6
2
）

主
な
変

更
内

容
（
P

.５
～

4
0
）

そ
の
他
の

変
更

内
容

（
詳
細

）
（
P

.4
3
 ～

7
4
）

参
考
資

料
（
P

.7
6
 ～

8
5
）

自
己

資
本

利
益

率
（
P

.7
4
）

本
件

申
請

に
お
い
て
廃

止
・
整
理
品
目
化
す
る
接
続

機
能

（
P

.7
2
）

①
令

和
２
年

度
の

加
入

光
フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接

続
料
の

改
定
等

（
P

.５
～

2
0
）

②
令

和
２
年

度
の

次
世

代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）
に
係
る
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.2
2
～

2
9
）

③
実

績
原

価
方

式
に
基

づ
く
令
和

２
年
度

の
接
続

料
の
改

定
等

（
P

.3
1
～

3
2
）

④
そ
の
他

の
事

項
（
接

続
料
規
則
第
３
条

に
基

づ
く
許
可
申

請
等
の

概
要

、
ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
）
（
P

.3
4
～

4
0
）
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項
目

新
規

/
継

続
概

要

1

将 来 原 価

（ 加 入 光 ）

光
信

号
端

末
回

線
伝

送
機

能
に

係
る
調

整
額

の
扱

い
（
平

成
3
0
年

度
及
び
令
和

元
年
度
の
調
整
額
）

【
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
】

継
続

【
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
】

光
信

号
端

末
回

線
伝

送
機

能
に

つ
い

て
、

平
成

30
年

度
の

収
入

と
原

価
の

差
額

に
係

る
見

込
み

値
と

実
績

値
の

差
額

を
、

令
和

２
年

度
の

接
続

料
原

価
に

加
え

て
算

定
す

る
と

と
も

に
、

令
和

元
年

度
の

原
価

の
見

込
み

値
と

収
入

の
見

込
み

値
の

差
額

を
、

令
和

３
年

度
及

び
令

和
４

年
度

の
接

続
料

原
価

に
１

対
２

の
割

合
で

加
え

て
算

定
す

る
こ

と
を

求
め

る
も

の
。

【
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
】

光
信

号
端

末
回

線
伝

送
機

能
に

つ
い

て
、

平
成

3
0
年

度
の

収
入

と
原

価
の

差
額

と
令

和
元

年
度

の
原

価
の

見
込

み
値

と
収

入
の

見
込

み
値

の
差

額
を

、
令

和
３

年
度

及
び

令
和

４
年

度
の

接
続

料
原

価
に

１
対

２
の

割
合

で
加

え
て

算
定

す
る

こ
と

を
求

め
る

も
の

。

2

将 来 原 価

（ 加 入 光 ）

光
信
号
端
末
回
線
伝
送
機

能
に
係
る
調
整
額
の
扱
い

（
令
和
２
年
度

か
ら
令
和
４

年
度
ま
で
の
乖
離
額
調
整
）

【
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
】

継
続

光
信

号
端

末
回

線
伝

送
機

能
に

つ
い

て
、

令
和

２
年

度
か

ら
令

和
４

年
度

ま
で

の
収

入
と

原
価

の
差

額
を

、
令

和
３

年
度

以
降

の
接

続
料

原
価

に
加

え
て

算
定

す
る

こ
と

を
求

め
る

も
の

。

3

将 来 原 価

（ 加 入 光 ）

加
入
光
フ
ァ
イ
バ
の
接
続
料

原
価
等
か
ら
の
フ
レ
キ
シ
ブ

ル
フ
ァ
イ
バ
の
除
外

【
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
】

継
続

利
用

事
業

者
が

個
別

設
備

の
設

置
及

び
維

持
管

理
に

係
る

費
用

を
全

額
負

担
す

る
こ

と
を

前
提

に
加

入
者

ダ
ー

ク
フ

ァ
イ

バ
相

当
の

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
を

要
望

す
る

場
合

に
お

い
て

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

が
個

別
設

備
を

設
置

し
、

既
存

設
備

区
間

の
設

備
と

組
み

合
わ

せ
て

提
供

す
る

サ
ー

ビ
ス

（
フ

レ
キ

シ
ブ

ル
フ

ァ
イ

バ
）
に

係
る

固
定

端
末

系
伝

送
路

設
備

の
費

用
を

加
入

光
フ

ァ
イ

バ
に

係
る

接
続

料
原

価
か

ら
除

外
す

る
と

と
も

に
、

当
該

固
定

端
末

系
伝

送
路

設
備

に
つ

い
て

接
続

料
を

設
定

し
な

い
こ

と
を

求
め

る
も

の
。

4

将 来 原 価

（ Ｎ Ｇ Ｎ ）

1
0
G
b
it
/
sイ

ン
タ
フ
ェ
ー
ス

に
対
応
す
る
新
た
な
設
備
に

関
す
る
接
続
機
能
に
係
る
扱

い
（
新
収
容
ル
ー
タ
の
取
扱

い
、
乖
離
額
調
整
、
一
般
収

容
ル
ー
タ
優
先
パ
ケ
ッ
ト
識

別
機
能
の
接
続
料
算
定
）

【
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
】

新
規

（
新

収
容

ル
ー

タ
の

取
扱

い
）

新
た

に
導

入
す

る
1
0
G

b
it
/
sイ

ン
タ

フ
ェ

ー
ス

に
対

応
し

た
収

容
ル

ー
タ

は
、

Ｓ
ＩＰ

サ
ー

バ
と

連
携

す
る

機
能

を
有

し
な

い
が

、
１

Ｇ
や

1
0
0
Ｍ

の
Ｆ

Ｔ
Ｔ

Ｈ
ア

ク
セ

ス
サ

ー
ビ

ス
で

用
い

て
い

る
現

行
の

一
般

第
一

種
指

定
収

容
ル

ー
タ

と
同

様
に

、
直

接
利

用
者

を
収

容
し

、
一

端
が

利
用

者
の

電
気

通
信

設
備

に
接

続
さ

れ
る

伝
送

路
設

備
で

あ
り

、
端

末
系

交
換

等
設

備
に

該
当

す
る

ル
ー

タ
で

あ
る

た
め

、
一

般
第

一
種

指
定

収
容

ル
ー

タ
と

し
て

の
取

扱
い

を
求

め
る

も
の

。

(乖
離

額
調

整
)

新
た

に
導

入
す

る
1
0
G

b
it
/
sイ

ン
タ

フ
ェ

ー
ス

に
対

応
し

た
光

信
号

分
離

機
能

、
そ

の
他

端
末

回
線

伝
送

機
能

、
端

末
系

ル
ー

タ
交

換
機

能
、

一
般

収
容

ル
ー

タ
優

先
パ

ケ
ッ

ト
識

別
機

能
に

つ
い

て
、

令
和

２
年

度
か

ら
令

和
６

年
度

ま
で

の
実

績
原

価
と

実
績

収
入

の
差

額
を

令
和

７
年

度
以

降
の

接
続

料
原

価
に

加
え

て
算

定
す

る
こ

と
を

求
め

る
も

の
。

(一
般

収
容

ル
ー

タ
優

先
パ

ケ
ッ

ト
識

別
機

能
の

接
続

料
算

定
)

一
般

収
容

ル
ー

タ
優

先
パ

ケ
ッ

ト
識

別
機

能
（
優

先
ク

ラ
ス

を
識

別
す

る
も

の
）
に

つ
い

て
は

、
現

時
点

に
お

い
て

利
用

の
見

通
し

が
無

く
、

接
続

料
の

算
定

に
用

い
る

需
要

数
を

合
理

的
に

予
測

で
き

な
い

た
め

、
従

前
よ

り
料

金
が

設
定

さ
れ

て
い

る
一

般
収

容
ル

ー
タ

優
先

パ
ケ

ッ
ト
識

別
機

能
（優

先
ク

ラ
ス

を
識

別
す

る
も

の
）
の

接
続

料
を

準
用

す
る

こ
と

を
求

め
る

も
の

。

接
続
料
規
則
第

３
条

に
基
づ
く
許

可
申
請

等
の
概
要

①

１
．
接
続

料
規

則
第

３
条
に
基
づ
く
許
可
申
請

36
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接
続
料
規
則
第

３
条

に
基
づ
く
許

可
申
請

等
の
概
要

②

２
．
電
気

通
信

事
業

法
施

行
規
則
等
の
一
部
を
改

正
す
る
省

令
（平

成
3
0
年

総
務
省

令
第
６
号
）
附
則
第
６
項
に
基
づ
く
許
可
申
請

項
目

新
規

/
継

続
概

要

1
関

門
系

ル
ー
タ
交

換
機

能
の
一

部
に
係

る
利

用
中
止
費
の
扱
い

【
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
】

継
続

第
一

種
指

定
電

気
通

信
設

備
接

続
料

規
則

第
４

条
の

表
５

の
項

に
規

定
す

る
関

門
系

ル
ー

タ
交

換
機

能
（Ｉ

Ｐ
ｏ
Ｅ

方
式

で
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト
へ

の
接

続
を

可
能

と
す

る
電

気
通

信
役

務
の

提
供

に
当

た
っ

て
用

い
ら

れ
る

も
の

に
限

る
。

）
に

係
る

接
続

料
に

相
当

す
る

金
額

を
当

該
機

能
の

利
用

を
停

止
し

た
他

の
電

気
通

信
事

業
者

か
ら

取
得

す
る

と
共

に
当

該
年

度
に

係
る

金
額

を
当

該
年

度
の

接
続

料
か

ら
減

額
す

る
こ

と
を

求
め

る
も

の
。

項
目

新
規

/
継

続
概

要

5

実 績 原 価

回
線

管
理

機
能

に
係

る
接

続
料

の
算

定
方
法
の
特
例

【
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
】

継
続

ド
ラ

イ
カ

ッ
パ

、
ラ

イ
ン

シ
ェ

ア
リ

ン
グ

、
加

入
光

フ
ァ

イ
バ

等
の

回
線

管
理

機
能

に
つ

い
て

は
、

機
能

ご
と

に
接

続
料

を
設

定
す

る
と

そ
れ

ぞ
れ

の
料

金
水

準
に

大
き

な
差

が
生

じ
る

状
況

に
あ

っ
た

こ
と

か
ら

、
ラ

イ
ン

シ
ェ

ア
リ

ン
グ

と
そ

れ
以

外
の

機
能

と
に

分
け

て
接

続
料

を
設

定
す

る
こ

と
に

よ
り

、
そ

れ
ぞ

れ
の

料
金

水
準

の
差

を
少

な
く

す
る

こ
と

を
求

め
る

も
の

。

6

実 績 原 価

フ
ァ
イ
ル
連
携

シ
ス
テ
ム
開
発
費
の
扱
い

【
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
】

継
続

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

が
接

続
事

業
者

か
ら

の
ラ

イ
ン

シ
ェ

ア
リ

ン
グ

等
の

接
続

申
込

を
管

理
す

る
シ

ス
テ

ム
に

追
加

で
開

発
さ

れ
た

フ
ァ

イ
ル

連
携

シ
ス

テ
ム

（
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

と
接

続
事

業
者

と
の

デ
ー

タ
の

や
り

と
り

を
、

こ
れ

ま
で

の
電

子
メ

ー
ル

だ
け

で
は

な
く

フ
ァ

イ
ル

交
換

も
可

能
と

し
た

も
の

）
に

つ
い

て
、

市
場

が
縮

退
す

る
サ

ー
ビ

ス
に

係
る

シ
ス

テ
ム

の
開

発
費

用
と

し
て

は
規

模
が

大
き

い
こ

と
等

か
ら

、
本

シ
ス

テ
ム

の
開

発
費

用
に

つ
い

て
接

続
料

原
価

か
ら

控
除

す
る

こ
と

を
求

め
る

も
の

。

7

実 績 原 価

特
設
公
衆
電
話
に
係
る
費
用
の
扱
い

【
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
】

継
続

特
設

公
衆

電
話

に
係

る
端

末
回

線
コ

ス
ト
等

を
公

衆
電

話
発

信
機

能
と

デ
ィ

ジ
タ

ル
公

衆
電

話
発

信
機

能
の

ト
ラ

ヒ
ッ

ク
構

成
比

で
分

計
し

、
そ

れ
ぞ

れ
の

機
能

の
接

続
料

原
価

に
含

め
て

算
定

す
る

こ
と

を
求

め
る

も
の

。

8

実 績 原 価

廃
止
機
能
に
係
る
調
整
額
の
扱
い

【
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
の
み
】

継
続

フ
レ

ッ
ツ

光
プ

レ
ミ

ア
ム

の
サ

ー
ビ

ス
提

供
終

了
に

伴
い

、
平

成
3
1
年

度
の

接
続

料
の

認
可

と
合

わ
せ

て
廃

止
し

た
機

能
に

つ
い

て
、

第
一

種
指

定
電

気
通

信
設

備
の

維
持

・
運

営
に

必
要

と
な

る
コ

ス
ト
の

未
回

収
を

生
じ

さ
せ

な
い

た
め

に
、

平
成

3
0
年

度
に

お
け

る
実

績
費

用
及

び
調

整
額

と
実

績
収

入
と

の
差

額
を

後
継

又
は

需
要

の
移

行
先

と
な

る
機

能
の

令
和

２
年

度
の

接
続

料
の

原
価

に
加

え
る

こ
と

を
求

め
る

も
の

。
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（
参
考
）
接
続
料
規
則
第
３
条
に
基
づ
く
許
可
申
請
に
係
る
主
な
動
き
（
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
フ
ァ
イ
バ
の
概
要
）

○
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
フ
ァ
イ
バ

は
、
携

帯
電

話
事

業
者
等
に
対

し
、
既
存

設
備

が
存
在

し
な
い
エ
リ
ア
（
光

未
提

供
エ
リ
ア
）
等

※
に
お
い
て
、
個

別
設

備
を
設

置
し
、

既
存

設
備

区
間
の
設

備
と
組

み
合

わ
せ

て
伝

送
路
設
備

等
を
提
供
す
る
サ

ー
ビ
ス

。
提

供
形

態
は

こ
れ

ま
で

、
卸

電
気

通
信

役
務

の
み

で
あ

り
、

相
互

接
続

で
は

実
施

さ
れ

て
い

な
い

。

○
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

か
ら

、
令

和
元

年
度

の
接

続
料

改
定
に
際

し
、

フ
レ

キ
シ

ブ
ル

フ
ァ

イ
バ

は
卸

電
気

通
信

役
務

に
よ

る
提

供
を

前
提

に
そ

の
提

供
条

件
を

定
め

て
い

る
こ

と
か

ら
相

互
接

続
に

よ
る

提
供

は
困

難
で

あ
る

と
し

、
フ
レ
キ
シ
ブ
ル

フ
ァ
イ
バ

に
係

る
費

用
を
接

続
料

原
価

か
ら
除

く
と
と
も
に
フ
レ
キ
シ

ブ
ル

フ
ァ
イ
バ

を
接
続

機
能

の
対

象
外

と
す
る
内

容
の

第
一
種

指
定
電

気
通
信

設
備
接

続
料
規

則
第
３
条

に
よ
る
許

可
申

請
が

行
わ

れ
、
許

可
さ

れ
た

。

○
情

報
通

信
審

議
会

「
電

気
通

信
事

業
分

野
に
お
け
る
競

争
ル
ー
ル
等
の

包
括
的

検
証

最
終

答
申

」
（
令

和
元

年
1
2
月

1
7
日

答
申

）
に

お
い

て
、

「
フ

レ
キ

シ
ブ

ル
フ

ァ
イ

バ
等

を
は

じ
め

卸
役

務
を

通
じ

た
提

供
の

拡
大

が
想

定
さ

れ
る

こ
と

か
ら

、
実

態
を
適

切
に
把

握
し
、
公

正
競

争
上

の
影

響
を
検

証
し
た
上

で
、

必
要

に
応

じ
、
制

度
的
措

置
を
検

討
す
る
こ
と
が

適
当

で
あ

る
。

」
と

さ
れ

た
こ

と
を

踏
ま

え
、
総

務
省

か
ら
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
フ
ァ
イ
バ

の
提

供
内

容
等

に
つ
い
て

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
西
日

本
に
報

告
す
る
こ
と
を
要

請
し
、
そ
の
報

告
内
容

を
踏

ま
え
、
令

和
２
年
度

の
審
査

を
実

施
。

※
光

提
供
エ
リ
ア
内
の
ビ
ル
の
屋
上
等
に
設
置
す
る
場
合
を
含

む
。

＜
光

提
供

エ
リ
ア
＞

＜
光

未
提

供
エ
リ
ア
＞

既
設

設
備

区
間

個
別

設
備

区
間

加
入
D
F

ビ
ル

N
T
T

収
容

局

ビ
ル

第
一
成
端
盤

ク
ロ
ー

ジ
ャ
ー

卸 サ ー ビ ス と し て 一 体 と し て 提 供38
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（
参
考
）
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
フ
ァ
イ
バ
に
関
す
る
実

態
把

握
の
強
化

○
総

務
省

か
ら
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・西

日
本
に
要
請
し
た
内

容
は
以

下
の
と
お
り
。

情
報

通
信

審
議

会
「
電

気
通

信
事

業
分

野
に

お
け

る
競

争
ル

ー
ル

等
の

包
括

的
検

証
最

終
答

申
」
（
令

和
元

年
1
2
月

17
日

答
申

）
に

お
い

て
、

「
フ

レ
キ

シ
ブ

ル
フ

ァ
イ

バ
等

を
は

じ
め

卸
役

務
を

通
じ

た
提

供
の

拡
大

が
想

定
さ

れ
る

こ
と

か
ら

、
実

態
を

適
切

に
把

握
し

、
公

正
競

争
上

の
影

響
を

検
証

し
た

上
で

、
必

要
に

応
じ

、
制

度
的

措
置

を
検

討
す

る
こ

と
が

適
当

で
あ

る
。

」
と

さ
れ

た
こ

と
を

踏
ま

え
、

下
記

の
と

お
り

令
和

２
年

１
月

９
日

（
木

）
ま

で
に

報
告

す
る

こ
と

を
要

請
す

る
。

報
告

に
当

た
っ

て
は

、
卸

電
気

通
信

役
務

に
よ

り
フ

レ
キ

シ
ブ

ル
フ

ァ
イ

バ
の

提
供

を
受

け
る

電
気

通
信

事
業

者
（
以

下
「
卸

先
事

業
者

」
と

い
う

。
）
と

の
契

約
書

そ
の

他
の

書
面

の
写

し
を

併
せ

て
提

出
す

る
こ

と
。

な
お

、
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

接
続

料
規

則
（
平

成
1
2
年

郵
政

省
令

第
6
4
号

）
第

３
条

た
だ

し
書

の
規

定
に

基
づ

く
許

可
申

請
が

あ
っ

た
場

合
に

は
、

上
記

の
報

告
内

容
を

踏
ま

え
、

審
査

を
行

う
こ

と
を

申
し

添
え

る
。

記

１
フ

レ
キ

シ
ブ

ル
フ

ァ
イ

バ
の

提
供

内
容

次
の

（
１

）
か

ら
（
９

）
ま

で
の

事
項

に
つ

い
て

報
告

す
る

こ
と

。
卸

先
事

業
者

へ
の

役
務

提
供

開
始

時
か

ら
変

更
が

あ
る

事
項

に
つ

い
て

は
、

変
更

の
時

期
及

び
内

容
を

併
せ

て
報

告
す

る
こ

と
。

（
１

）
卸

先
事

業
者

に
提

供
す

る
具

体
的

な
役

務
の

内
容

（
２

）
卸

先
事

業
者

へ
の

役
務

の
提

供
条

件

（
３

）
卸

先
事

業
者

へ
の

役
務

の
提

供
料

金
（
初

期
費

用
、

月
額

料
金

等
）
及

び
接

続
料

相
当

額

（
４

）
電

気
通

信
設

備
の

設
置

の
工

事
に

関
す

る
費

用
及

び
そ

の
負

担
方

法

（
５

）
貴

社
及

び
卸

先
事

業
者

の
責

任
に

関
す

る
事

項
（
利

用
者

に
対

し
て

負
う

べ
き

責
任

を
含

む
。

）

令
和

元
年

12
月

23
日

付
け
総
基
料
第

21
6号

「
フ
レ
キ
シ
ブ
ル

フ
ァ
イ
バ
の

実
態
把

握
に
つ
い
て
（
要
請
）」
（抜

粋
）

（
６

）
卸

先
事

業
者

に
よ

る
設

備
使

用
の

態
様

に
関

す
る

制
限

（
７

）
重

要
通

信
の

取
扱

方
法

（
８

）
卸

先
事

業
者

へ
の

円
滑

な
役

務
提

供
に

必
要

な
技

術
的

事
項

（
９

）
卸

先
事

業
者

に
一

体
的

に
提

供
す

る
そ

の
他

の
電

気
通

信
役

務
の

状
況

２
フ

レ
キ

シ
ブ

ル
フ

ァ
イ

バ
の

提
供

状
況

次
の

（
１

）
か

ら
（
６

）
ま

で
の

事
項

に
つ

い
て

報
告

す
る

こ
と

。
（
３

）
か

ら
（
５

）
ま

で
に

つ
い

て
、

卸
先

事
業

者
へ

の
役

務
提

供
開

始
時

か
ら

変
更

が
あ

る
場

合
に

は
、

変
更

の
時

期
及

び
内

容
を

併
せ

て
報

告
す

る
こ

と
。

（
１

）
各

年
度

末
時

点
に

お
け

る
都

道
府

県
ご

と
の

提
供

回
線

数

（
２

）
各

年
度

末
時

点
に

お
け

る
卸

先
事

業
者

ご
と

の
提

供
回

線
数

（
３

）
卸

先
事

業
者

に
支

払
う

金
銭

等
（
金

銭
そ

の
他

の
財

産
を

い
う

。
）

（
４

）
特

定
の

卸
先

事
業

者
に

対
し

て
不

当
に

優
先

的
な

取
扱

い
、

不
当

に
不

利
な

取
扱

い
等

を
行

わ
な

い
た

め
の

取
組

（
５

）
そ

の
他

卸
先

事
業

者
と

の
間

で
取

り
決

め
て

い
る

事
項

（
６

）
５

Ｇ
の

進
展

等
を

踏
ま

え
た

将
来

の
提

供
回

線
数

等
の

想
定

（
留

意
事

項
）

報
告

内
容

に
つ

い
て

、
総

務
省

は
、

行
政

機
関

の
保

有
す

る
情

報
の

公
開

に
関

す
る

法
律

（
平

成
1
1
年

法
律

第
42

号
）
の

趣
旨

を
踏

ま
え

、
貴

社
等

の
競

争
上

の
地

位
そ

の
他

正
当

な
利

益
を

害
す

る
お

そ
れ

の
な

い
よ

う
に

す
る

こ
と

を
前

提
に

、
審

議
会

等
に

報
告

す
る

こ
と

が
あ

り
得

る
。
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接
続
料
と
利
用
者

料
金

の
関
係
の
検

証
（ス

タ
ッ
ク
テ
ス
ト
）
の
流
れ

ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
不

適
合

不
当
競
争
性
あ
り

不
当

な
競
争
を
引
き
起
こ
さ
な
い

こ
と
を
示
す
論
拠
の
提
出

接
続

料
又

は
利

用
者
料
金
の
変
更

（
接
続
料
の
変
更
は
コ
ス
ト
の
範
囲
内
）

両
者
の
差
分
が
２
０
％
未
満

問
題

な
し

（
例

）
・
対

象
サ
ー
ビ
ス
に
競
合
す
る
事
業
者
が
存
在
し
な
い

・
早

期
に
事
態
の
改
善
が
見
込
ま
れ
る

・
対

象
サ
ー
ビ
ス
の
需
要
が
減
退
し
小
さ
く
な
っ
て
い
る
と
と
も
に

十
分

代
替

的
な
機
能
が
別
に
存
在
す
る

等

ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
の
実

施

両
者
の
差
分
が
２
０
％

以
上

（
※
２
）

サ
ー
ビ
ス
ご
と
に
、
利
用
者
料
金
収
入
と
そ
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
に

用
い
ら
れ
る
機

能
の
接
続
料
総
額

（
※
１
）
を
比
較

※
１

県
間

伝
送
路
及
び
他
社
接
続
料

も
算
入

。
収

容
率

は
接
続
料
算
定
に
用
い
ら
れ
る
予
測
収
容
率
。

※
２

フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト
フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ

等
の

サ
ー
ビ
ス
メ
ニ
ュ
ー
ご
と
の

比
較

に
つ

い
て
は

、
利

用
者

料
金

が
接

続
料

を
上

回
る
こ
と

■
「
接

続
料

と
利

用
者

料
金

の
関

係
の

検
証

に
関

す
る

指
針

」（
平

成
３

０
年

２
月

２
６

日
策

定
、

平
成

3
1年

３
月

５
日

最
終

改
定

）
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39
ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
の
結

果
①
（
サ
ー
ビ
ス
ご
と
の
検

証
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

（
注

）
○

：
ス

タ
ッ

ク
テ

ス
ト
の

要
件

を
満

た
し

て
い

る
と

認
め

ら
れ

る
も

の
×

：
ス

タ
ッ

ク
テ

ス
ト
の

要
件

を
満

た
し

て
い

な
い

と
認

め
ら

れ
る

も
の

サ
ー
ビ
ス

①
利

用
者

料
金

収
入

②
接

続
料

総
額

相
当

③
差
分

（
（
①

－
②

）
/①

）

営
業
費
相

当
基
準
額

と
の
比
較

加
入
電
話
・
ＩＳ

Ｄ
Ｎ

基
本
料

2
,2

5
7
億

円
1
,6

2
2
億

円
6
3
5
億
円

（
2
8
.1

%
）

○

フ
レ
ッ
ツ
Ａ
Ｄ
Ｓ
Ｌ

1
0
8
億

円
9
4
億

円
1
4
億
円

（
1
3
.0

%
）

×

フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト

4
,5

9
4
億

円
1
,9

9
1
億

円
2
,6

0
3
億
円

（
5
6
.7

%
）

○

フ
レ
ッ
ツ
光
ラ
イ
ト

2
2
1
億

円
1
1
1
億

円
1
1
0
億
円

（
4
9
.8

%
）

○

ひ
か
り
電

話

移
動
体
着
含
む

1
,1

9
6
億

円
2
1
1
億

円
9
8
5
億
円

（
8
2
.4

%
）

○

移
動
体
着
除

く
1
,0

1
6
億

円
1
2
7
億

円
8
8
9
億
円

（
8
7
.5

%
）

○

ビ
ジ
ネ
ス
イ
ー
サ
ワ
イ
ド

2
6
0
億

円
1
3
6
億

円
1
2
4
億
円

（
4
7
.7

%
）

○

サ
ー
ビ
ス

①
利

用
者

料
金

収
入

②
接

続
料

総
額

相
当

③
差

分
（
（
①
－
②
）
/①

）

営
業

費
相

当
基

準
額

と
の

比
較

加
入
電
話
・
ＩＳ

Ｄ
Ｎ

基
本
料

2
,2

5
5
億

円
1
,6

9
5
億

円
5
6
0
億

円
（
2
4
.8

%
）

○

フ
レ
ッ
ツ
Ａ
Ｄ
Ｓ
Ｌ

1
3
3
億

円
1
6
2
億

円
▲

2
9
億

円
（
▲

2
1
.8

%
）

×

フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト

3
,4

5
5
億

円
1
,9

0
7
億

円
1
,5

4
8
億

円
（
4
4
.8

%
）

○

フ
レ
ッ
ツ
光

ラ
イ
ト

1
3
8
億

円
9
0
億

円
4
8
億

円
（
3
4
.8

%
）

○

ひ
か
り
電
話

移
動
体
着
含
む

1
,1

0
2
億

円
1
8
9
億

円
9
1
3
億

円
（
8
2
.8

%
）

○

移
動
体
着
除
く

9
2
5
億

円
1
1
0
億

円
8
1
5
億

円
（
8
8
.1

%
）

○

ビ
ジ
ネ
ス
イ
ー
サ
ワ
イ
ド

2
4
7
億

円
1
2
5
億

円
1
2
2
億

円
（
4
9
.4

%
）

○

○
指

針
に

基
づ

き
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

に
お

い
て

平
成

30
年

度
の

接
続

料
総

額
と

利
用

者
料

金
収

入
の

水
準

を
比

較
し

た
結

果
、

両
社

の
フ
レ
ッ
ツ

A
D

S
L
以

外
の

検
証

対
象
サ

ー
ビ
ス
で
は

、
利

用
者
料

金
収

入
と
接
続

料
総

額
の

差
分

が
営

業
費

相
当

基
準

額
（
利

用
者

料
金

収
入

の
2
0
％
）
を
上
回

っ
た
た
め
、
価
格
圧
搾
に
よ
る
不
当

な
競

争
を
引

き
起

こ
す
も
の

と
は

認
め
ら
れ

な
か
っ
た

。

○
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
の

フ
レ

ッ
ツ

A
D

S
L
に

つ
い

て
は

、
両

社
か

ら
示

さ
れ

た
価

格
圧

搾
に

よ
る

不
当

な
競

争
を

引
き

起
こ

す
も

の
で

な
い

と
考

え
る

論
拠

を
踏

ま
え

る
と

、
利
用
者
料
金
収

入
と
接

続
料

総
額
の

差
分

が
基
準

値
を
下

回
っ
た
主
な
要
因
は
、
本
検
証
区
分
に
お
け
る
接
続

料
総

額
の

大
部

分
（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

：
約

８
割

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

：
９
割

弱
）
を
占

め
る
、
地

域
IP
網

※
に
係

る
接

続
料

（
特

別
収

容
局

ル
ー
タ
接

続
ル

ー
テ
ィ
ン
グ
伝

送
機

能
・
A

T
M
イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス
）
の
水

準
が
高
止

ま
り
し
て
い
る
こ
と
に
よ
る
も
の

で
あ

る
が

、
接
続
事
業
者

は
当
該
機
能

を
利
用
せ
ず

に
競
争

的
に

D
S
L
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る

と
考

え
ら

れ
、

ま
た

ブ
ロ

ー
ド

バ
ン

ド
サ

ー
ビ

ス
に

お
い

て
地

域
IP

網
の

機
能

は
Ｎ

Ｇ
Ｎ

の
機

能
に

よ
り

代
替

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、
価
格
圧
搾
に
よ
る
不

当
な
競

争
を
引
き
起

こ
す
も
の

と
は

認
め
ら
れ

な
か
っ
た

。

※
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
が

所
有

す
る

電
話

局
間

の
回

線
網

。
両

社
が

提
供

す
る

フ
レ

ッ
ツ

A
D

SL
・
フ

レ
ッ

ツ
IS

D
N

に
お

い
て

使
用

。
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40
ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
の
結

果
②
（
サ
ー
ビ
ス
メ
ニ
ュ
ー
ご
と
の
検

証
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

（
注

）
○

：
ス

タ
ッ

ク
テ

ス
ト
の

要
件

を
満

た
し

て
い

る
と

認
め

ら
れ

る
も

の
×

：
ス

タ
ッ

ク
テ

ス
ト
の

要
件

を
満

た
し

て
い

な
い

と
認

め
ら

れ
る

も
の

。

サ
ー
ビ
ス

ブ
ラ
ン
ド

サ
ー
ビ
ス

メ
ニ
ュ
ー

①
利
用
者

料
金
※

②
接
続

料
相
当
額

③
差

分
（
①
－
②
）

利
用

者
料

金
と
の

比
較

フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト

フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ

○

ビ
ジ
ネ
ス
タ
イ
プ

○

マ
ン
シ
ョ
ン
タ
イ
プ

（
Ｖ
Ｄ
Ｓ
Ｌ
方

式
/

Ｌ
Ａ
Ｎ
配

線
方

式
）

ミ
ニ

○

プ
ラ
ン
１

○

プ
ラ
ン
２

○

ミ
ニ
Ｂ

○

プ
ラ
ン
１
Ｂ

○

プ
ラ
ン
２
Ｂ

○

マ
ン
シ
ョ
ン
タ
イ
プ

（
光

配
線

方
式

）

ミ
ニ

○

プ
ラ
ン
１

○

プ
ラ
ン
２

○

プ
ラ
イ
オ

○

フ
レ
ッ
ツ
光

ラ
イ
ト

フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ

○

マ
ン
シ
ョ
ン
タ
イ
プ

○

ひ
か

り
電

話
（
関
門

系
ル
ー
タ
交
換
機
能
を
用

い
る
場

合
）

○

サ
ー
ビ
ス

ブ
ラ
ン
ド

サ
ー
ビ
ス

メ
ニ
ュ
ー

①
利
用
者

料
金
※

②
接
続

料
相
当
額

③
差

分
（
①

－
②

）

利
用

者
料

金
と
の

比
較

ビ
ジ
ネ
ス

イ
ー
サ

ワ
イ
ド

M
A
設

備
ま
で
利

用
す
る
場
合

○

県
内

設
備

ま
で
利

用
す
る
場
合

○

サ
ー
ビ
ス

ブ
ラ
ン
ド

サ
ー
ビ
ス

メ
ニ
ュ
ー

①
利
用
者

料
金
※

②
接
続
料

相
当
額

③
差
分

（
①

－
②

）

利
用
者

料
金

と
の
比
較

フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト

フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ

○

ビ
ジ
ネ
ス
タ
イ
プ

○

マ
ン
シ
ョ
ン
タ
イ
プ

（
Ｖ
Ｄ
Ｓ
Ｌ
方

式
/

Ｌ
Ａ
Ｎ
配

線
方

式
）

ミ
ニ

○

プ
ラ
ン
１

○

プ
ラ
ン
２

○

マ
ン
シ
ョ
ン
タ
イ
プ

（
光

配
線

方
式

）

ミ
ニ

○

プ
ラ
ン
１

○

プ
ラ
ン
２

○

フ
レ
ッ
ツ
光

ラ
イ
ト

フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ

○

マ
ン
シ
ョ
ン
タ
イ
プ

○

ひ
か

り
電

話
（
関
門
系
ル
ー
タ
交
換
機
能
を
用

い
る
場

合
）

○

サ
ー
ビ
ス

ブ
ラ
ン
ド

サ
ー
ビ
ス

メ
ニ
ュ
ー

①
利
用
者

料
金
※

②
接
続
料

相
当
額

③
差
分

（
①
－
②
）

利
用
者

料
金

と
の
比
較

ビ
ジ
ネ
ス

イ
ー
サ
ワ
イ
ド

M
A
設

備
ま
で
利

用
す
る
場
合

○

県
内

設
備

ま
で
利
用
す
る
場
合

○

（
単

位
：
月

額
）

（
単
位
：
月
額
）

（
単
位
：
１
ア
ク
セ
ス
回

線
あ
た
り

/
月

額
）

（
単
位
：
１
ア
ク
セ
ス
回
線
あ
た
り

/
月
額
）

委
員
限
り

委
員
限
り

※
平

成
3
1
年

3
月

1
日

時
点

（
総

務
省

要
請

を
受

け
割

引
を

考
慮

し
た

後
の

額
）

○
指

針
に

基
づ

き
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

に
お

い
て

サ
ー

ビ
ス

メ
ニ

ュ
ー

単
位

で
利

用
者

料
金

が
接

続
料

を
上

回
っ

て
い

る
か

否
か

に
つ

い
て

検
証

し
た

結
果

、
全

て
の

サ
ー
ビ
ス
メ
ニ
ュ
ー
に
つ
い
て
、
利

用
者

料
金

が
接

続
料

相
当

額
を
上

回
り
、
価

格
圧

搾
に
よ
る
不

当
な
競

争
を
引

き
起

こ
す
も
の

と
は

認
め
ら
れ
な
か
っ
た

。
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そ
の
他

の
変

更
内

容
（
詳

細
）

43
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実
績

原
価

方
式

に
基

づ
く
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.6
4
～

7
0
）

加
入
光

フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接
続
料
の
改

定
等

（
P

.4
3
～

4
8
）

Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係

る
接

続
料

の
改

定
等

（
Ｐ

.5
0
～

6
2
）

主
な
変

更
内

容
（
P

.５
～

4
0
）

そ
の
他
の

変
更

内
容

（
詳
細

）
（
P

.4
3
 ～

7
4
）

参
考
資

料
（
P

.7
6
 ～

8
5
）

自
己

資
本

利
益

率
（
P

.7
4
）

本
件

申
請

に
お
い
て
廃

止
・
整
理
品
目
化
す
る
接
続

機
能

（
P

.7
2
）

①
令

和
２
年

度
の

加
入

光
フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接

続
料
の

改
定
等

（
P

.５
～

2
0
）

②
令

和
２
年

度
の

次
世

代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）
に
係
る
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.2
2
～

2
9
）

③
実

績
原

価
方

式
に
基

づ
く
令
和

２
年
度

の
接
続

料
の
改

定
等

（
P

.3
1
～

3
2
）

④
そ
の
他

の
事

項
（
接

続
料
規
則
第
３
条

に
基

づ
く
許
可
申

請
等
の

概
要

、
ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
）
（
P

.3
4
～

4
0
）
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43
加
入
光
フ
ァ
イ
バ
に
係

る
接

続
料
原

価
（Ｆ

Ｔ
Ｍ
、
局
外

ス
プ
リ
ッ
タ
）

○
主

配
線

盤
（
Ｆ

Ｔ
Ｍ

）
の

１
芯

当
た

り
単

価
は

、
将

来
原

価
方

式
に

よ
り

、
シ

ン
グ

ル
ス

タ
ー

方
式

、
シ

ェ
ア

ド
ア

ク
セ

ス
方

式
と

も
に

、
Ｆ

Ｔ
Ｍ

に
係

る
コ

ス
ト
を

、
Ｆ

Ｔ
Ｍ

を
使

用
す

る
光

フ
ァ

イ
バ

の
総

芯
線

数
※

で
除

し
て

算
定

。

〇
シ

ェ
ア

ド
ア

ク
セ

ス
方

式
の

局
外

ス
プ

リ
ッ

タ
は

、
実

績
原

価
方

式
で

算
定

。

※
Ｆ

Ｔ
Ｍ

は
、

加
入

光
フ

ァ
イ

バ
を

使
用

し
な

い
ＩＳ

Ｍ
折

り
返

し
接

続
機

能
で

も
使

用
し

て
お

り
、

そ
の

芯
線

数
が

含
ま

れ
る

。

平
成

30
年
度
実
績

令
和

元
年

度
予

測
令

和
２
年

度
予

測
令
和
３
年
度
予
測

令
和
４
年
度
予
測

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

36
35

36
36

36

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

22
20

19
18

17

■
Ｆ
Ｔ
Ｍ
の
設
備
コ
ス
ト

（
単
位
：
億
円
）

平
成

30
年
度

実
績

令
和

元
年

度
令

和
２
年

度
接

続
料

原
価

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

費
用

15
.3

14
.5

収
入

※
16

.1
（

8.
4）

乖
離
額

0.
8

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

費
用

10
.3

10
.2

収
入

※
10

.4
（

4.
6）

乖
離
額

0.
1

■
局
外

ス
プ
リ
ッ
タ
の

設
備

コ
ス
ト

（
単
位
：
億
円
）

乖
離
額
調
整
▲

0.
8億

円

乖
離
額
調
整
▲

0.
1億

円

※
括
弧
内
は
、
平
成

28
年
度

接
続

料
に
係
る
調

整
額

を
除
い
た
収
入

45



44
加
入
光
フ
ァ
イ
バ
の
原
価
に
お
け
る
報

酬
額

等
の
推

移
①

（
N
T
T
東

日
本
）

○
N

T
T

東
日

本
、

西
日

本
と

も
に

、
平

成
2
8
年

度
か

ら
平

成
3
0
年

度
に

お
け

る
加

入
光

フ
ァ

イ
バ

に
係

る
設

備
管

理
運

営
費

に
つ

い
て

は
、

光
フ

ァ
イ

バ
の

耐
用

年
数

の
見

直
し

や
保

守
管

理
の

効
率

化
等

に
よ

り
減

少
傾

向
で

あ
る

一
方

、
同

期
間

に
お

け
る

報
酬

額
に

つ
い

て
は

、
レ

ー
ト
ベ

ー
ス

の
増

加
や

自
己

資
本

比
率

・
自

己
資

本
利

益
率

の
上

昇
等

に
よ

り
増

加
傾

向
で

あ
り

、
接

続
料

原
価

全
体

と
し

て
は

ほ
ぼ

横
ば

い
と

な
っ

て
い

る
。

○
N

T
T

東
日

本
、

西
日

本
と

も
に

令
和

元
年

度
以

降
に

お
い

て
も

、
設

備
管

理
運

営
費

の
減

少
及

び
レ

ー
ト

ベ
ー

ス
の

増
加

等
に

よ
る

報
酬

額
の

増
加

※
の

傾
向

が
継

続
し

、
接

続
料

原
価

全
体

と
し

て
は

微
減

傾
向

と
な

る
こ

と
が

予
測

さ
れ

て
い

る
。

※
令

和
元

年
度

以
降

の
加

入
光

フ
ァ

イ
バ

に
係

る
接

続
料

の
算

定
に

お
け

る
資

本
構

成
比

及
び

報
酬

率
は

、
平

成
3
0
年

度
の

実
績

値
を

予
測

値
と

し
て

適
用

し
て

い
る

た
め

、
今

後
そ

れ
ら

の
比

率
が

平
成

3
0
年

度
の

実
績

値
か

ら
変

動
し

た
場

合
に

は
、

報
酬

額
の

実
績

値
が

予
測

値
か

ら
変

動
す

る
こ

と
が

あ
る

。

単
位

：
億

円

予
測

予
測

予
測

単
位
：
億
円

68
6.

9
63

5.
6

57
5.

2
44

4.
8

42
1.

6
40

4.
4

38
6.

6

13
6.

9
15

4.
4

16
6.

4

17
1.

8
17

7.
9

18
2.

9
18

7.
2

31
6.

5
35

8.
2

39
0.

4

40
3.

3
41

7.
9

42
9.

8
43

9.
7

17
.1

13
.1

8.
3

8.
6

8.
9

9.
1

9.
3

0.
0

20
0.

0

40
0.

0

60
0.

0

80
0.

0

10
00

.0

12
00

.0

H2
8

H2
9

H3
0

R1
R2

R3
R4

加
入
光
フ
ァ
イ
バ
に
係
る
原
価
の
推
移

設
備
管
理
運
営
費

報
酬

（
利
益
対
応
税
）

報
酬
（
自
己
資
本
費
用
）

報
酬

（
他
人
資
本
費
用
）

76
.7

%
79

.8
%

79
.6

%
79

.6
%

79
.6

%
79

.6
%

79
.6

%

23
.3

%
20

.2
%

20
.4

%
20

.4
%

20
.4

%
20

.4
%

20
.4

%

5.
06

%
5.

27
%

5.
56

%
5.

56
%

5.
56

%
5.

56
%

5.
56

%

0.
90

%
0.

76
%

0.
46

%
0.

46
%

0.
46

%
0.

46
%

0.
46

%

0.
00

%

2.
00

%

4.
00

%

6.
00

%

8.
00

%

0%20
%

40
%

60
%

80
%

10
0%

H2
8

H2
9

H3
0

R1
R2

R3
R4

資
本
構
成
比
及
び
報
酬
率
の
推
移

自
己
資
本
比
率

他
人
資
本
比
率

自
己
資
本
利
益
率

他
人
資
本
利
子
率

80
70

.4
84

15
.6

87
22

.1
90

16
.7

93
45

.4
96

14
.4

98
38

.3

10
1.

4
10

2.
4

99
.5

95
.8

96
.2

96
.6

96
.6

0.
0

20
00

.0

40
00

.0

60
00

.0

80
00

.0

10
00

0.
0

H2
8

H2
9

H3
0

R1
R2

R3
R4

レ
ー
ト
ベ
ー
ス
の
推
移

正
味
固
定
資
産
価
額

投
資
等
・
貯
蔵
品
・
運
転
資
本

※
１

※
１

資
本

構
成

比
を
算

出
す
る
に
当

た
り
、
繰
延
税
金
資
産
を
全
額
自
己
資
本
か
ら
圧
縮

。
※

２
有

利
子

負
債
に
対

す
る
利

子
率

と
有
利
子
負
債
以
外
の
負
債
に
対
す
る
利
子
率
（

10
年

物
国
債

利
回
り
の

過
去
５
年

平
均

）
を
有

利
子

負
債

と
有

利
子

負
債

以
外
の
負
債
の
資
本
構
成
で
加
重
平
均
し
た
比

率

※
２
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45
加
入
光
フ
ァ
イ
バ
の
原
価
に
お
け
る
報

酬
額

等
の
推

移
②

（N
T
T
西

日
本
）

単
位

：
億

円

予
測

予
測

予
測

78
06

.5
82

72
.9

86
07

.2
89

08
.7

93
33

.0
94

75
.2

95
90

.5

10
7.

0
10

2.
2

10
2.

9
95

.5
97

.0
96

.9
96

.4

0.
0

20
00

.0

40
00

.0

60
00

.0

80
00

.0

10
00

0.
0

H2
8

H2
9

H3
0

R1
R2

R3
R4

レ
ー
ト
ベ
ー
ス
の
推
移

正
味
固
定
資
産
価
額

投
資
等
・
貯
蔵
品
・
運
転
資
本

単
位
：
億
円

○
N

T
T

西
日

本
の

報
酬

額
等

の
推

移
は

以
下

の
と

お
り

。
前

ペ
ー

ジ
に

て
記

載
し

た
と

お
り

、
令

和
元

年
以

降
も

設
備

管
理

運
営

費
の

減
少

及
び

レ
ー

ト
ベ

ー
ス

の
増

加
等

に
よ

る
報

酬
額

の
増

加
※

の
傾

向
が

継
続

し
、

接
続

料
原

価
全

体
と

し
て

は
微

減
傾

向
と

な
る

こ
と

が
予

測
さ

れ
て

い
る

。
※

令
和

元
年

度
以

降
の

加
入

光
フ

ァ
イ

バ
に

係
る

接
続

料
の

算
定

に
お

け
る

資
本

構
成

比
及

び
報

酬
率

は
、

平
成

3
0
年

度
の

実
績

値
を

予
測

値
と

し
て

適
用

し
て

い
る

た
め

、
今

後
そ

れ
ら

の
比

率
が

平
成

3
0
年

度
の

実
績

値
か

ら
変

動
し

た
場

合
に

は
、

報
酬

額
の

実
績

値
が

予
測

値
か

ら
変

動
す

る
こ

と
が

あ
る

。
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5
33

0.
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0

80
0.

0

90
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0
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00

.0

H2
8

H2
9

H3
0

R1
R2

R3
R4

加
入
光
フ
ァ
イ
バ
に
係
る
原
価
の
推
移

設
備
管
理
運
営
費

報
酬

（
利
益
対
応
税
）

報
酬
（
自
己
資
本
費
用
）

報
酬

（
他
人
資
本
費
用
）

54
.1

%
55

.9
%

55
.6

%
55

.6
%

55
.6

%
55

.6
%

55
.6

%

45
.9

%
44
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%
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.4

%
44
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%
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.4

%
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%

44
.4

%
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06

%
5.
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%

5.
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%
5.
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%

5.
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%
5.
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%

5.
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%
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%
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61
%

0.
50

%
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50
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%
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50
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50

%

0.
00

%

2.
00

%

4.
00

%

6.
00

%

8.
00

%

0%20
%

40
%

60
%

80
%

10
0%

H2
8

H2
9

H3
0

R1
R2

R3
R4

資
本
構
成
比
及
び
報
酬
率
の
推
移

自
己
資
本
比
率

他
人
資
本
比
率

自
己
資
本
利
益
率

他
人
資
本
利
子
率

※
１

※
２

※
１

資
本

構
成

比
を
算

出
す
る
に
当

た
り
、
繰
延
税
金
資
産
を
全
額
自
己
資
本
か
ら
圧
縮

。
※

２
有

利
子

負
債
に
対

す
る
利

子
率

と
有
利
子
負
債
以
外
の
負
債
に
対
す
る
利
子
率
（

10
年

物
国
債

利
回
り
の

過
去
５
年

平
均

）
を
有

利
子

負
債

と
有

利
子

負
債

以
外
の
負
債
の
資
本
構
成
で
加
重
平
均
し
た
比

率
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46
加
入
光
フ
ァ
イ
バ
に
係

る
施

設
設
置

負
担
加

算
料

○
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
西

の
サ

ー
ビ

ス
に

は
、

契
約

時
に

施
設

設
置

負
担

金
を

一
括

し
て

支
払

う
サ

ー
ビ

ス
（
ＩＮ

Ｓ
1
5
0
0
、

高
速

デ
ィ

ジ
タ

ル
等

）
と

支
払

わ
な

い
サ

ー
ビ

ス
（
フ

レ
ッ

ツ
光

等
）
と

が
あ

り
、
施

設
設

置
負

担
金

を
一

括
し
て
支
払
わ

な
い
サ

ー
ビ
ス
で
は

、
月
額

の
利
用

料
に
施

設
設

置
負

担
金

相
当

額
が

加
算

さ
れ

る
。

〇
加

入
光

フ
ァ

イ
バ

接
続

料
の

算
定

に
当

た
り

、
接

続
料

原
価

に
施

設
設

置
負

担
金

相
当

額
が

含
ま

れ
て

い
る

と
、

契
約

時
に

一
括

し
て

施
設

設
置

負
担

金
を

支
払

っ
た

サ
ー

ビ
ス

に
つ

い
て

、
既

に
支

払
っ

た
施

設
設

置
負

担
金

相
当

額
を

二
重

に
負

担
す

る
こ

と
に

な
る

た
め

、
こ

れ
を

回
避

す
る

観
点

か
ら

、
ま

ず
は

全
て

の
サ

ー
ビ

ス
に

お
い

て
施

設
設

置
負

担
金

を
一

括
し

て
支

払
わ

れ
た

も
の

と
み

な
し

て
光

フ
ァ

イ
バ

の
接

続
料

原
価

を
算

定
し

、
そ

の
上

で
施

設
設

置
負

担
金

を
一

括
し

て
支

払
わ

な
い

サ
ー

ビ
ス

に
つ

い
て

「
施

設
設

置
負

担
加

算
料

」
を

接
続

料
単

価
に

加
え

る
こ

と
で

、
最

終
的

な
接

続
料

を
設

定
し

て
い

る
。

〇
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方

式
に
お
け
る
施

設
設

置
負

担
加

算
料

は
、
シ
ン
グ
ル

ス
タ
ー
方

式
で
用

い
る
施

設
設

置
負

担
加

算
料

に
、
シ
ン
グ
ル

ス
タ
ー
方

式
の

接
続

料
原

価
（
光

フ
ァ
イ
バ

分
）
に
占

め
る
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方

式
の

接
続

料
原

価
（
光

フ
ァ
イ
バ

分
）
の

年
度

ご
と
の

割
合

を
乗

じ
て
算

定
し

て
い

る
（
例

え
ば

、
令

和
２

年
度

に
つ

い
て

は
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

は
1
6
5
円

に
7
5
.8

9
％

を
乗

じ
1
2
5
円

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
は

1
4
7
円

に
7
2
.1

1
％

を
乗

じ
1
0
6
円

と
な

っ
て

い
る

。
）
。

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

平
成

3
0
年

度
実

績
令

和
元

年
度

予
測

令
和

２
年

度
予

測
令
和
３
年
度
予
測

令
和
４
年
度
予
測

①
施
設
設
置
負
担
金
（
円

/
回
線
）
※
１

5
1
,0

0
0

5
1
,0

0
0

5
1
,0

0
0

5
1
,0

0
0

5
1
,0

0
0

②
平
均
償
却
年
数

※
２

1
7
.4

2
2
.1

2
2
.1

2
2
.1

2
2
.1

③
減
価
償
却
費
（
円
）
（
①

／
②
）

2
,9

3
1

2
,3

0
8

2
,3

0
8

2
,3

0
8

2
,3

0
8

④
自
己
資
本
費
用
等
（
円

）
※
３

1
,6

3
4

1
,6

3
4

1
,6

3
4

1
,6

3
4

1
,6

3
4

⑤
加
算
料
（
円

/
芯
・
月
）
※

４
1
9
0

1
6
5

1
6
5

1
6
5

1
6
5

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

平
成

3
0
年

度
実

績
令

和
元

年
度

予
測

令
和

２
年

度
予
測

令
和
３
年
度
予
測

令
和
４
年
度
予
測

①
施
設
設
置
負
担
金
（
円

/
回
線
）
※
１

5
1
,0

0
0

5
1
,0

0
0

5
1
,0

0
0

5
1
,0

0
0

5
1
,0

0
0

②
平
均
償
却
年
数

※
２

1
7
.6

2
1
.9

2
1
.9

2
1
.9

2
1
.9

③
減
価
償
却
費
（
円
）
（
①
／
②
）

2
,8

9
8

2
,3

2
9

2
,3

2
9

2
,3

2
9

2
,3

2
9

④
自
己
資
本
費
用
等
（
円
）
※
３

1
,1

8
2

1
,1

8
2

1
,1

8
2

1
,1

8
2

1
,1

8
2

⑤
加
算
料
（
円

/
芯
・
月
）
※
４

1
7
0

1
4
7

1
4
7

1
4
7

1
4
7

※
１

施
設

設
置

負
担

金
に

は
２

芯
分

の
負

担
金

が
含

ま
れ

て
い

る
。

※
２

平
均

償
却

年
数

は
、

圧
縮

記
帳

対
象

設
備

の
平

均
償

却
期

間

※
３

自
己

資
本

費
用

、
他

人
資

本
費

用
及

び
利

益
対

応
税

の
合

計
値

※
４

シ
ン

グ
ル

ス
タ

ー
方

式
で

用
い

る
施

設
設

置
負

担
加

算
料

。
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光
配
線
区
画
の
見

直
し
等
①

■
既
存

光
配
線
区

画
の

見
直

し
等

に
つ
い
て

・
既

存
の

光
配

線
区
画
に
つ
い
て
は
、
既

存
ユ
ー
ザ

が
お
ら
ず
、
カ
バ

ー
範

囲
が
小

さ
な
光

配
線

区
画
に
つ
い
て
、
河
川
や
鉄
道
を
跨
い
で
い

る
等
の

地
理

的
条

件
や
地
下
配
線
区
間
に
な
っ
て
い
る
等

の
物
理

的
条
件

に
よ
り
統

合
で
き
な
い
ケ
ー
ス
を
除
い
た
上
で
、
費
用
対
効
果
等

を
踏
ま
え
、
隣

接
す
る
光
配
線
区
画
と
統
合
す
る
見

直
し
実
施

。

・
加

え
て
、
光

ケ
ー
ブ
ル
の
支
障
移
転
や
ユ
ー
ザ

が
い
な
く
な
っ
た
タ
イ
ミ
ン
グ
等
を
捉

え
て
、
光
配
線
区
画
の
見
直
し
が
可
能
な
も
の
は
隣
接

す
る
光
配

線
区

画
と
の
統
合
に
取
り
組
み
、

20
12

年
12

月
か

ら
20

19
年

３
月

ま
で
の

間
に
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
で
▲
約

区
画

※
 、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日

本
で
▲

約
区
画

※
と
な
る
見
直
し
を
実
施

。

・
ま
た
、
光

ケ
ー
ブ
ル
の
増
設
時
や
新
規
光
エ
リ
ア
拡

大
の
際

に
は

、
新

配
線
方

式
を
採
用

し
、
よ
り
広
い
光
配
線
区
画
を
設
定
す
る
よ
う
取
り

組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

の
み
）。

・
今

後
も
引

き
続

き
、
見
直
し
が
可
能
な
光
配
線

区
画
に
つ
い
て
同
様

の
取
り
組

み
を
継

続
し
て
い
く
考
え
。

（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
の
こ
れ
ま
で
の
報
告
内
容
を
整
理
）

■
光
配

線
区
画
が

事
後

的
に
分

割
・
縮

小
さ
れ

る
課
題

へ
の
対

処
に
関
す
る
報
告

に
つ
い
て

・
2
0
1
5
年

４
月

か
ら

2
01

9
年

３
月

ま
で

の
間

に
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
で

＋
約

区
画

※
 、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

で
＋

約
区

画
※

と
な

る
光

配
線

区
画

の
事

後
的

な
分

割
・
縮

小
が

行
わ

れ
た

。

赤
枠
内
は
委
員
限
り

○
「
加

入
光

フ
ァ

イ
バ

に
係

る
接

続
制

度
の

在
り

方
に

つ
い

て
」
（
平

成
2
7
年

９
月

情
報

通
信

審
議

会
答

申
）
お

い
て

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

に
よ

る
既

存
の

光
配

線
区

画
の

統
合

・
分

割
の

取
組

の
実

施
状

況
を

注
視

す
る

こ
と

が
適

当
で

あ
る

と
さ

れ
た

こ
と

を
踏

ま
え

、
毎

年
３

月
末

及
び

９
月

末
の

状
況

を
総

務
省

に
報

告
す

る
こ

と
を

要
請

。

○
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

は
、

光
配

線
区

画
の

見
直

し
が

可
能

な
も

の
を

隣
接

す
る

光
配

線
区

画
と

統
合

す
る

施
策

を
継

続
的

に
行

い
、

2
01

2
年

12
月

か
ら

20
19

年
３

月
ま

で
の

間
に

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
で

▲
約

区
画

※
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

で
▲

約
区

画
※

と
な

る
見

直
し

を
実

施
。

○
ま

た
、

2
01

5
年

４
月

か
ら

2
01

9
年

３
月

ま
で

の
間

に
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

で
＋

約
区

画
※

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
で

＋
約

区
画

※
と

な
る

光
配

線
区

画
の

事
後

的
な

分
割

・縮
小

が
行

わ
れ

た
。

※
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

の
報

告
に

基
づ

く
変

動
数

を
記

載
（単

純
な

光
エ

リ
ア

拡
大

、
縮

小
等

に
よ

る
変

動
は

含
ま

な
い

）

（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
の
こ
れ
ま
で
の

報
告
内
容
を
整
理
）

※
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

の
報

告
に

基
づ

く
変

動
数

を
記

載
（単

純
な

光
エ

リ
ア

拡
大

、
縮

小
等

に
よ

る
変

動
は

含
ま

な
い

）
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48
光
配
線
区
画
の
見

直
し
等
②

単
位

2
0
1
6
年

３
月

末
2
0
1
7
年
３
月
末

2
0
1
8
年
３
月
末

2
0
1
9
年
３
月
末

①
光

配
線

区
画

数
万

区
画

7
0
.8

7
0
.6

7
0
.1

6
9
.7

統
合

し
た
こ
と
に
よ
る
対

前
期
末
比
減
少
区
画
数

※
１

区
画

事
後

的
に
分

割
・
縮

小
し
た
こ
と
に
よ
る
対
前
期
末
比
増

加
区

画
数

※
１

区
画

②
加

入
電

話
等

回
線

数
※
２

万
回

線
4
1
0
5
.0

4
1
0
9
.9

4
1
1
4
.6

4
1
2
1
.4

光
配

線
区

画
あ
た
り
の

平
均
加
入
電
話
等
回
線
数
（
＝
②

/
①

）
回

線
5
8
.0

5
8
.2

5
8
.7

5
9
.1

（
参

考
）
③

光
分

岐
端

末
回

線
数

※
３

万
回

線
7
8
1
.5

8
3
2
.8

8
7
1
.2

9
1
0
.2

（
参

考
）
光

配
線

区
画

あ
た
り
の
平
均
光
分
岐
端
末
回
線
数
（
＝

③
/
①

）
回

線
1
1
.0

1
1
.8

1
2
.4

1
3
.1

■
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日

本

※
１

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
報
告
に
基
づ
く
変

動
数

を
記

載
（
単

純
な
光

エ
リ
ア
拡
大
、
縮
小
等
に
よ
る
変
動
は

含
ま
な
い
）

※
２

光
配
線
区
画
ご
と
の
平
成

18
年

12
月

以
降

に
お
け
る
加

入
電
話
、

IS
DN

、
メ
タ
ル

専
用
線
、
メ
タ
ル
宅
内

保
留
線

数
の
合

計
の
最

大
値

（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

報
告

に
基

づ
く
）

※
３

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
及
び
接
続
事

業
者

の
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方

式
の
光
分

岐
端
末

回
線
数

の
合
計

単
位

2
0
1
6
年

３
月

末
2
0
1
7
年
３
月
末

2
0
1
8
年
３
月
末

2
0
1
9
年
３
月
末

①
光

配
線

区
画

数
万

区
画

9
4
.6

9
6
.1

9
6
.4

9
5
.6

統
合

し
た
こ
と
に
よ
る
対
前
期
末
比
減
少
区
画
数

※
１

区
画

事
後

的
に
分

割
・
縮

小
し
た
こ
と
に
よ
る
対
前
期
末
比
増

加
区

画
数

※
１

区
画

②
加

入
電

話
等

回
線

数
※

２
万

回
線

3
5
6
5
.7

3
6
2
1
.1

3
6
4
0
.9

3
6
5
0
.3

光
配

線
区

画
あ
た
り
の

平
均
加
入
電
話
等
回
線
数
（
＝
②

/
①

）
回

線
3
7
.7

3
7
.7

3
7
.8

3
8
.2

（
参

考
）
③

光
分

岐
端

末
回

線
数

※
３

万
回

線
6
4
2
.6

6
6
8
.2

6
8
6
.3

7
0
1
.7

（
参

考
）
光

配
線

区
画

あ
た
り
の
平
均
光
分
岐
端
末
回
線
数
（
＝

③
/
①

）
回

線
6
.8

7
.0

7
.1

7
.3

■
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日

本

○
答

申
以

降
の

光
配

線
区

画
数

等
の

推
移

に
つ

い
て

は
、

以
下

の
と

お
り

。

※
１

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
報
告
に
基

づ
く
変

動
数

を
記

載
（
単

純
な
光

エ
リ
ア
拡
大
、
縮
小
等
に
よ
る
変
動
は

含
ま
な
い
）

※
２

光
配
線
区
画
ご
と
の
平
成

18
年

12
月

以
降

に
お
け
る
加

入
電
話
、

IS
DN

、
メ
タ
ル

専
用
線
、
メ
タ
ル
宅
内

保
留
線

数
の
合

計
の
最

大
値

（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

報
告

に
基

づ
く
）

※
３

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
及
び
接
続
事

業
者

の
シ
ェ
ア
ド
ア
ク
セ
ス
方

式
の
光
分

岐
端
末

回
線
数

の
合
計

赤
枠
内
は
委
員
限
り
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実
績

原
価

方
式

に
基

づ
く
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.6
4
～

7
0
）

加
入
光

フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接
続
料
の
改

定
等

（
P

.4
3
～

4
8
）

Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係

る
接

続
料

の
改

定
等

（
Ｐ

.5
0
～

6
2
）

主
な
変

更
内

容
（
P

.５
～

4
0
）

そ
の
他
の

変
更

内
容

（
詳
細

）
（
P

.4
3
 ～

7
4
）

参
考
資

料
（
P

.7
6
 ～

8
5
）

自
己

資
本

利
益

率
（
P

.7
4
）

本
件

申
請

に
お
い
て
廃

止
・
整
理
品
目
化
す
る
接
続

機
能

（
P

.7
2
）

①
令

和
２
年

度
の

加
入

光
フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接

続
料
の

改
定
等

（
P

.５
～

2
0
）

②
令

和
２
年

度
の

次
世

代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）
に
係
る
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.2
2
～

2
9
）

③
実

績
原

価
方

式
に
基

づ
く
令
和

２
年
度

の
接
続

料
の
改

定
等

（
P

.3
1
～

3
2
）

④
そ
の
他

の
事

項
（
接

続
料
規
則
第
３
条

に
基

づ
く
許
可
申

請
等
の

概
要

、
ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
）
（
P

.3
4
～

4
0
）
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法
定
機
能
名

機
能
内
容

対
象
設
備

端
末

系
ル

ー
タ
交

換
機
能

収
容
ル
ー
タ
に
よ
り
通
信

の
交
換
を
行
う
機

能
（
一
般

収
容
局
ル
ー
タ
優
先
パ

ケ
ッ
ト
識
別
機
能
を
除
く
。
）

・
収
容
ル
ー
タ
（
高
速
制
御
部
の
一
部
を
除
く
）

・
S
N

Iル
ー
タ
（
IP
電
話
）

関
門

系
ル

ー
タ
交

換
機
能

他
の
電
気
通
信
事
業
者
の
電
気
通
信
設
備
を
関
門
系
ル
ー
タ
（
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ

ル
ー
タ
、
網

終
端

装
置

）
で
接

続
す
る
場

合
に
お
い
て
、
当

該
関

門
系

ル
ー
タ

で
通
信
の
交
換
を
行
う
機
能

・
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル
ー
タ
（
IP

o
E
接
続
）

※

・
網
終
端
装
置
（
P

P
P

o
E
接
続
）

・
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル
ー
タ
（
中
継
局
接
続
）

音
声

パ
ケ
ッ
ト
変

換
機
能

他
の

電
気

通
信

事
業

者
の

電
気

通
信

設
備

を
関

門
交

換
機

で
接

続
す
る
場

合
に
お
い
て
、
音
声
信
号
と
パ
ケ
ッ
ト
の
相
互
間
の
変
換
を
行
う
機
能

・
メ
デ
ィ
ア
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ

一
般
中

継
系

ル
ー
タ

交
換

伝
送

機
能

中
継
ル
ー
タ
、
伝
送
路
設
備
に
よ
り
通
信
の
交
換
又
は
伝
送
を
行
う
機
能

・
中
継
ル
ー
タ

・
伝
送
路

Ｓ
ＩＰ
サ

ー
バ

機
能

収
容
ル
ー
タ
と
連
携
し
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
プ
ロ
ト
コ
ル
に
よ
る
パ
ケ
ッ
ト
の
伝
送

の
制
御
又
は
固
定
端
末
系
伝
送
路
設
備
の
認
証
等
を
行
う
機
能

・
S
IP
サ
ー
バ

一
般

収
容

ル
ー
タ

優
先

パ
ケ
ッ
ト
識

別
機
能

収
容
ル
ー
タ
に
お
い
て
特
定
の
パ
ケ
ッ
ト
を
識
別
す
る
機
能

・
収
容
ル
ー
タ
の
う
ち
、
高
速
制
御
部
の
一
部

【
概
要

】

Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係
る
法
定

機
能

の
概

要

○
以

下
の

６
つ

の
法

定
機

能
（
端
末
系
ル
ー
タ
交

換
機

能
、
関

門
系
ル

ー
タ
交

換
機

能
、
音
声

パ
ケ
ッ
ト
変
換
機
能
、
一
般
中
継
系
ル
ー
タ
交
換
伝

送
機

能
、
Ｓ
ＩＰ
サ

ー
バ
機
能
、
一
般
収
容
ル

ー
タ
優

先
パ

ケ
ッ
ト
識

別
機

能
）
に

つ
い

て
、

令
和

２
年

度
の

接
続

料
を
算
定
期
間
１
年
間
の
将
来

原
価

方
式

に
よ
り
算

定
（
乖

離
額

調
整

な
し

）。

※
本

機
能

に
つ

い
て

は
、

実
績

原
価

算
定

方
式

に
よ

り
算

定
。
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51
Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係
る
機
能

別
の
接
続

料
の
算

定
方

法

網
終

端
装

置
（
P

P
P
o
E
接

続
）

の
コ
ス
ト

÷
装

置
数

（
網

終
端

装
置

台
数

）
＝

関
門

系
ル

ー
タ
交

換
機

能
（
網
終
端
装
置
）
の
接
続
料

関
門
系
ル
ー
タ
交
換
機
能

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル

ー
タ
（
中
継
局
接
続
）

の
コ
ス
ト

÷
ポ
ー
ト
数

＝
関

門
系

ル
ー
タ
交
換
機
能

（
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
ル

ー
タ
）
の
接
続
料

メ
デ
ィ
ア
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
の
コ
ス
ト

÷
通

信
時

間
＝

音
声

パ
ケ
ッ
ト
変

換
機
能
の
接
続
料

音
声
パ
ケ
ッ
ト
変
換
機
能

S
IP
サ

ー
バ

の
コ
ス
ト

÷
通

信
回

数
＝

Ｓ
ＩＰ
サ

ー
バ

機
能
の
接
続
料

Ｓ
ＩＰ
サ
ー
バ
機
能

中
継

ル
ー
タ
・
伝

送
路
の
コ
ス
ト

÷
ポ
ー
ト
実

績
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
（
M

b
it
）

Q
o
S
制

御
係

数
※

１

＝

一
般

中
継

系
ル

ー
タ
交

換
伝
送
機
能
の
接
続
料

＜
最

優
先

ク
ラ
ス
＞

＜
高

優
先

ク
ラ
ス
＞

＜
優

先
ク
ラ
ス
＞

＜
ベ
ス
ト
エ
フ
ォ
ー
ト
＞

一
般
中
継
系
ル
ー
タ
交
換

伝
送
機
能

収 容 ル ー タ の コ ス ト

高
速

制
御

部
の

一
部

の
コ
ス
ト

※
２

ひ
か
り
電
話
相
当

÷
ひ
か

り
電

話
c
h
数

＝
優

先
パ

ケ
ッ
ト
識

別
機
能
（
S
IP
サ
ー
バ
を

用
い
て
制

御
す
る
も
の
）
の
接
続
料

一
般
収
容
局
ル
ー
タ
優
先

パ
ケ
ッ
ト
識
別
機
能

優
先
パ
ケ
ッ
ト

識
別
機
能
相
当

÷
優
先

転
送

サ
ー
ビ
ス
契

約
数

＝
優

先
パ

ケ
ッ
ト
識
別
機
能

（
優

先
ク
ラ
ス
を
識

別
す
る
も
の
）
の
接
続
料

フ
レ
ッ
ツ
光
相
当

÷
装

置
数

（
収

容
ル

ー
タ
台

数
）

＝
優

先
パ

ケ
ッ
ト
識

別
機
能

（
上
記
以
外
）
の
接
続
料

高
速

制
御

部
の
一
部

以
外

の
コ
ス
ト

÷
装

置
数

（
収

容
ル

ー
タ
台

数
）

＝
端

末
系

ル
ー
タ
交

換
機

能
（
下
記
以
外
）
の
接
続
料

端
末
系
ル
ー
タ
交
換
機
能

S
N

Iル
ー
タ
（
IP
電

話
）
の
コ
ス
ト

÷
装

置
数

（
S
N

Iル
ー
タ

(I
P
電
話

)台
数
）

＝
端

末
系

ル
ー
タ
交
換
機
能

（
専

ら
IP
電

話
の

用
に
供
す
る
も
の
）
の
接
続
料

※
２

契
約
者
数
比
等
で
各
サ
ー
ビ
ス
に
分
計

※
１

Ｎ
Ｇ

Ｎ
コ

ス
ト
ド

ラ
イ

バ
の

見
直

し
に

関
す

る
W

G
に

お
け

る
検

討
の

終
了

後
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

に
お

い
て

再
検

討
を

行
っ

た
新

係
数

の
こ

と
。

○
Ｎ

Ｇ
Ｎ

の
各

法
定

機
能

に
係

る
接

続
料

の
算

定
方

法
は

以
下

の
と

お
り

。
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Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係
る
接
続

料
の
適
用

料
金
の
原
価

及
び
需
要

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
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令
和
２
年
度

令
和

元
年
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令
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Ｓ
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%
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T
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it

※
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和
元

年
度

適
用

の
接

続
料

算
定

に
用

い
ら

れ
た

予
測

値

○
組

合
せ

ご
と

の
料

金
の

原
価

及
び

需
要

は
、

以
下

の
と

お
り

。
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網
終

端
装

置

伝
送
路

利
用
者

ＩＳ
Ｐ
網

Ｎ
Ｇ
Ｎ
（
次
世
代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

接
続

中
継

ル
ー
タ

収
容

ル
ー
タ

・ ・ ・

P
P
P
o
E
方
式
に
お
け
る
網

終
端
装

置
に
つ
い
て

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

網
終

端
装

置

網
終

端
装

置

網
終

端
装

置

・ ・ ・

ＩＳ
Ｐ
網

○
Ｎ
Ｇ
Ｎ
と
ＩＳ

Ｐ
を
接
続
す
る
た
め
の
網
終
端
装
置
は
、
接
続
先

の
ＩＳ

Ｐ
ご
と
に
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

・
西
日
本
が
設
置

。
○

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

は
、
１
装

置
当
た
り
の
セ
ッ
シ
ョ
ン
数
が
一
定
数
に
達
す
る
場
合
に
増
設
で
き
る
と
す
る
基
準

(増
設
基
準
）
を
設
定

。
〇

基
本

メ
ニ

ュ
ー

で
あ

る
Ｃ

型
等

、
増

設
基

準
の

な
い

Ｄ
型

を
接

続
約

款
の

本
則

に
規

定
し

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
の
み
Ｃ

-
2
0
型
及
び

5
0
型
を
経
過
措
置
と
し
て
令
和
元
年
６
月

2
5
日

の
認
可
で
附
則
に
追
加

。
〇

令
和

元
年

度
に
地

域
事
業
者
向
け
メ
ニ
ュ
ー
と
し
て
、

3
0
台
ま
で

3
0
0
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
増
設
で
き
る
メ
ニ
ュ
ー
を
新
た
に
導
入

。

Ｎ
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Ｔ
東

日
本
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西

日
本

ＩＳ
Ｐ
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業
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則
と
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ご
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ニ
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Ｃ
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Ｃ
-
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Ｃ
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内
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令
和
元
年
度
に
新
た
に
導
入
さ
れ
た
地
域
事
業
者
向
け
メ
ニ
ュ
ー

■
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

■
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

約
款

規
定

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日

本
が
別
に
定
め
る

基
準

約
款

規
定

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

が
別

に
定
め
る

基
準

〇
Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
お
け
る
網

終
端

装
置

※
接
続
約
款
の
附
則
に
お
い
て
、
申
込
み
の
受
付
は
令
和
２
年
６
月
末
ま
で
実
施
す
る
も
の
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。
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Ｎ
Ｇ
Ｎ
接
続
料
算

定
に
用
い
ら
れ
る
需
要
及
び
原
価
の
予
測
実
績
推
移
に
つ
い
て
（
１
）

○
Ｎ

Ｇ
Ｎ

接
続

料
の

算
定

に
用

い
ら

れ
る
需
要
及

び
原

価
の

予
測
値

の
現
行

の
算
定

方
法

（
参

考
資

料
参

照
）は

、
一

定
の

考
え

方
に

基
づ

く
根

拠
を

有
す

る
も

の
で

あ
り

、
他

の
よ

り
合

理
的

な
方

法
が

直
ち

に
見

出
せ

な
い

現
段

階
に

お
い

て
は

、
不

合
理
で
あ
る
と
ま
で
は
認
め
ら
れ
な
い
。

○
し

か
し

な
が

ら
、
Ｎ
Ｇ
Ｎ
接
続
料
は

接
続

料
規

則
の

規
定

に
よ

り
（
３

条
許

可
を

受
け

な
い

限
り

）調
整
額
が
０
で
あ
る
た
め
、
予
測
と
実
績
の
間
の
乖

離
に
つ
い
て
は

、
そ
れ
に
よ
り
実
収
入
が
実
費
用
を
上

回
る
効
果

と
な
る
場

合
も
下

回
る
効

果
と
な
る
場
合
も
、
調
整
さ
れ
る
こ
と
が
な
く
、

そ
の

た
め

予
測

実
績

間
の

関
係

の
推
移
状
況
を
注
視
す
る
こ
と
が

重
要

。

○
Ｎ

Ｇ
Ｎ

の
適

用
接

続
料

（網
使

用
料

）の
う

ち
最

も
利

用
事

業
者

数
の

多
い

ＩＧ
Ｓ

接
続

（ひ
か

り
電

話
の

着
信

接
続

料
等

）に
つ

い
て

、
過

去
５

年
間

に
そ

の
算

定
に

用
い

ら
れ

た
需

要
及

び
原

価
の

主
な

予
測

値
と

、
そ

れ
に

対
応

す
る

実
績

値
の

一
覧

は
、

以
下

の
と

お
り

。
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．
Ｎ
Ｔ
Ｔ
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て
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績
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算
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仕
組

み
が

存
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Sheet1

		（１）IGS接続の通信回数 セツゾク ツウシン カイスウ

						単位 タンイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		平成27年度 ヘイセイ ネンド		平成28年度 ヘイセイ ネンド		平成29年度 ヘイセイ ネンド		平成30年度 ヘイセイ ネンド		令和元年度 レイワ ガンネンド		令和２年度 レイワ ネンド

		a		認可申請時予測 ニンカ シンセイジ ヨソク		千回 センカイ		8,616,618		8,798,088		8,204,977		8,631,475		8,637,960		8,676,067		8,877,998

		b		実績 ジッセキ		千回 センカイ		8,889,422		8,964,483		8,958,984		9,001,914		8,834,608

		c		予測対２年前実績比 ヨソク タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		5.7%		2.0%		-7.7%		-3.7%		-3.6%		-3.6%		0.5%

		d		実績対２年前実績比 ジッセキ タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		9.0%		3.9%		0.8%		0.4%		-1.4%

		e		乖離率（(b-a)/a） カイリリツ		％		3.2%		1.9%		9.2%		4.3%		2.3%

		f		乖離率の５年度の平均 カイリリツ ネンド ヘイキン		％		4.2%

		g		乖離率の５年度の絶対値平均 カイリリツ ネンド ゼッタイチ ヘイキン		％		4.2%

		（２）IGS接続の通信時間（メディアゲートウェイ経由以外も含む） セツゾク ツウシン ジカン ケイユ イガイ フク

						単位 タンイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		平成27年度 ヘイセイ ネンド		平成28年度 ヘイセイ ネンド		平成29年度 ヘイセイ ネンド		平成30年度 ヘイセイ ネンド		令和元年度 レイワ ガンネンド		令和２年度 レイワ ネンド

		a		認可申請時予測 ニンカ シンセイジ ヨソク		千時間 セン ジカン		282,551		279,441		253,235		258,305		252,441		247,272		250,942

		b		実績 ジッセキ		千時間 セン ジカン		282,651		275,727		268,551		263,295		257,257

		c		予測対２年前実績比 ヨソク タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		1.5%		-1.6%		-10.4%		-6.3%		-6.0%		-6.1%		-2.5%

		d		実績対２年前実績比 ジッセキ タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		1.6%		-2.9%		-5.0%		-4.5%		-4.2%

		e		乖離率（(b-a)/a） カイリリツ		％		0.0%		-1.3%		6.0%		1.9%		1.9%

		f		乖離率の５年度の平均 カイリリツ ネンド ヘイキン		％		1.7%

		g		乖離率の５年度の絶対値平均 カイリリツ ネンド ゼッタイチ ヘイキン		％		2.2%
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Sheet1

		（１）IGS接続の通信回数 セツゾク ツウシン カイスウ

						単位 タンイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		平成27年度 ヘイセイ ネンド		平成28年度 ヘイセイ ネンド		平成29年度 ヘイセイ ネンド		平成30年度 ヘイセイ ネンド		令和元年度 レイワ ガンネンド		令和２年度 レイワ ネンド

		a		認可申請時予測 ニンカ シンセイジ ヨソク		千回 センカイ		7,959,476		8,284,951		7,902,547		8,015,790		8,154,644		8,147,676		8,363,778

		b		実績 ジッセキ		千回 センカイ		8,387,299		8,613,841		8,637,208		8,691,034		8,574,051

		c		予測対２年前実績比 ヨソク タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		1.9%		2.1%		-5.8%		-6.9%		-5.6%		-6.3%		-2.5%

		d		実績対２年前実績比 ジッセキ タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		7.4%		6.1%		3.0%		0.9%		-0.7%

		e		乖離率（(b-a)/a） カイリリツ		％		5.4%		4.0%		9.3%		8.4%		5.1%

		f		乖離率の５年度の平均 カイリリツ ネンド ヘイキン		％		6.4%

		g		乖離率の５年度の絶対値平均 カイリリツ ネンド ゼッタイチ ヘイキン		％		6.4%

		（２）IGS接続の通信時間（メディアゲートウェイ経由以外も含む） セツゾク ツウシン ジカン ケイユ イガイ フク

						単位 タンイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		平成27年度 ヘイセイ ネンド		平成28年度 ヘイセイ ネンド		平成29年度 ヘイセイ ネンド		平成30年度 ヘイセイ ネンド		令和元年度 レイワ ガンネンド		令和２年度 レイワ ネンド

		a		認可申請時予測 ニンカ シンセイジ ヨソク		千時間 セン ジカン		242,801		245,098		226,591		221,874		219,825		213,844		217,665

		b		実績 ジッセキ		千時間 セン ジカン		247,008		244,657		238,506		233,697		229,505

		c		予測対２年前実績比 ヨソク タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		-1.8%		-1.1%		-8.3%		-9.3%		-7.6%		-8.5%		-5.2%

		d		実績対２年前実績比 ジッセキ タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		-0.1%		-1.3%		-3.4%		-4.5%		-3.8%

		e		乖離率（(b-a)/a） カイリリツ		％		1.7%		-0.2%		5.3%		5.3%		4.4%

		f		乖離率の５年度の平均 カイリリツ ネンド ヘイキン		％		3.3%

		g		乖離率の５年度の絶対値平均 カイリリツ ネンド ゼッタイチ ヘイキン		％		3.4%
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Sheet1

		（１）通信回数を設定単位とする接続料の主な原価：SIPサーバ管理運営費 ツウシン カイスウ セッテイ タンイ セツゾクリョウ オモ ゲンカ カンリ ウンエイヒ

						単位 タンイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		平成27年度 ヘイセイ ネンド		平成28年度 ヘイセイ ネンド		平成29年度 ヘイセイ ネンド		平成30年度 ヘイセイ ネンド		令和元年度 レイワ ガンネンド		令和２年度 レイワ ネンド

		a		認可申請時予測 ニンカ シンセイジ ヨソク		百万円 ヒャク マンエン		9,841		9,015		8,061		7,934		8,548		7,416		7,872

		b		実績 ジッセキ		百万円 ヒャク マンエン		8,665		8,777		8,573		7,950		8,309

		c		予測対２年前実績比 ヨソク タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		4.0%		-5.4%		-7.0%		-9.6%		-0.3%		-6.7%		-5.3%

		d		実績対２年前実績比 ジッセキ タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		-8.4%		-7.9%		-1.1%		-9.4%		-3.1%

		e		乖離率（(b-a)/a） カイリリツ		％		-12.0%		-2.6%		6.4%		0.2%		-2.8%

		f		乖離率の５年度の平均 カイリリツ ネンド ヘイキン		％		-2.2%

		g		乖離率の５年度の絶対値平均 カイリリツ ネンド ゼッタイチ ヘイキン		％		4.8%

		（２）通信時間を設定単位とする接続料の主な原価：メディアゲートウェイの設備管理運営費 ツウシン ジカン セッテイ タンイ セツゾクリョウ オモ ゲンカ セツビ カンリ ウンエイヒ

						単位 タンイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		平成27年度 ヘイセイ ネンド		平成28年度 ヘイセイ ネンド		平成29年度 ヘイセイ ネンド		平成30年度 ヘイセイ ネンド		令和元年度 レイワ ガンネンド		令和２年度 レイワ ネンド

		a		認可申請時予測 ニンカ シンセイジ ヨソク		百万円 ヒャクマン エン		1,360		1,314		1,127		1,154		970		1,129		1,062

		b		実績 ジッセキ		百万円 ヒャク マンエン		1,294		1,293		1,193		1,201		1,166

		c		予測対２年前実績比 ヨソク タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		-2.6%		-5.3%		-12.9%		-10.8%		-18.7%		-6.0%		-8.9%

		d		実績対２年前実績比 ジッセキ タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		-7.4%		-6.8%		-7.8%		-7.1%		-2.3%

		e		乖離率（(b-a)/a） カイリリツ		％		-4.9%		-1.6%		5.9%		4.1%		20.2%

		f		乖離率の５年度の平均 カイリリツ ネンド ヘイキン		％		4.7%

		g		乖離率の５年度の絶対値平均 カイリリツ ネンド ゼッタイチ ヘイキン		％		7.3%
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%
-
1
0
.4

%
-
6
.1

%
-
1
1
.5

%

d
実

績
対

２
年

前
実

績
比

％
1
.2

%
4
.2

%
-
2
.6

%
-
4
.7

%
2
.4

%

e
乖

離
率

（
(b
-
a
)/
a
）

％
8
.1

%
1
0
.6

%
6
.1

%
8
.7

%
1
4
.2

%

f
乖

離
率

の
５
年

度
の

平
均

％

g
乖

離
率

の
５
年

度
の

絶
対

値
平

均
％

（
１
）
通

信
回

数
を
設

定
単

位
と
す
る
接

続
料

の
主

な
原

価
：
S
IP
サ

ー
バ

管
理

運
営

費

4
.6

%

9
.5

%

（
２
）
通

信
時

間
を
設

定
単

位
と
す
る
接

続
料

の
主

な
原

価
：
メ
デ
ィ
ア
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ
の

設
備

管
理

運
営

費

-
0
.1

%

9
.5

%
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Sheet1

		（１）通信回数を設定単位とする接続料の主な原価：SIPサーバ管理運営費 ツウシン カイスウ セッテイ タンイ セツゾクリョウ オモ ゲンカ カンリ ウンエイヒ

						単位 タンイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		平成27年度 ヘイセイ ネンド		平成28年度 ヘイセイ ネンド		平成29年度 ヘイセイ ネンド		平成30年度 ヘイセイ ネンド		令和元年度 レイワ ガンネンド		令和２年度 レイワ ネンド

		a		認可申請時予測 ニンカ シンセイジ ヨソク		百万円 ヒャク マンエン		6,318		6,630		5,804		5,582		5,748		5,457		6,232

		b		実績 ジッセキ		百万円 ヒャク マンエン		5,913		6,280		5,939		5,739		6,100

		c		予測対２年前実績比 ヨソク タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		4.4%		7.6%		-1.8%		-11.1%		-3.2%		-4.9%		2.2%

		d		実績対２年前実績比 ジッセキ タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		-2.3%		1.9%		0.4%		-8.6%		2.7%

		e		乖離率（(b-a)/a） カイリリツ		％		-6.4%		-5.3%		2.3%		2.8%		6.1%

		f		乖離率の５年度の平均 カイリリツ ネンド ヘイキン		％		-0.1%

		g		乖離率の５年度の絶対値平均 カイリリツ ネンド ゼッタイチ ヘイキン		％		4.6%

		（２）通信時間を設定単位とする接続料の主な原価：メディアゲートウェイの設備管理運営費 ツウシン ジカン セッテイ タンイ セツゾクリョウ オモ ゲンカ セツビ カンリ ウンエイヒ

						単位 タンイ		平成26年度 ヘイセイ ネンド		平成27年度 ヘイセイ ネンド		平成28年度 ヘイセイ ネンド		平成29年度 ヘイセイ ネンド		平成30年度 ヘイセイ ネンド		令和元年度 レイワ ガンネンド		令和２年度 レイワ ネンド

		a		認可申請時予測 ニンカ シンセイジ ヨソク		百万円 ヒャクマン エン		1,643		1,581		1,629		1,532		1,550		1,564		1,567

		b		実績 ジッセキ		百万円 ヒャク マンエン		1,776		1,748		1,729		1,665		1,770

		c		予測対２年前実績比 ヨソク タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		-6.4%		-5.8%		-8.3%		-12.4%		-10.4%		-6.1%		-11.5%

		d		実績対２年前実績比 ジッセキ タイ ネンマエ ジッセキ ヒ		％		1.2%		4.2%		-2.6%		-4.7%		2.4%

		e		乖離率（(b-a)/a） カイリリツ		％		8.1%		10.6%		6.1%		8.7%		14.2%

		f		乖離率の５年度の平均 カイリリツ ネンド ヘイキン		％		9.5%

		g		乖離率の５年度の絶対値平均 カイリリツ ネンド ゼッタイチ ヘイキン		％		9.5%
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ＩＧ

Ｓ
接
続

（
ひ
か
り
電

話
）
の
算

定
方

法
の
見
直

し
に
つ
い
て

■
ＩＧ

Ｓ
接

続
の

通
信
回
数
の
予
測
値
の
算
定
方

法
（通

信
時

間
も
同
様

の
方
法

で
算

定
）

呼
の

類
型

別
に

、
前

々
年

度
の

そ
れ

ぞ
れ

の
実

績
値

に
対

し
て

、
そ

れ
ぞ

れ
次

の
各

変
動

率
を

合
算

し
た

も
の

を
乗

じ
て

予
測

値
を

算
定

。

○
設

備
管

理
運

営
費
の
予
測
値
は
、
前
々
年
度

（２
年

前
）
の
実

績
値
を
基

に
し
て
取

得
固
定
資
産
価
額

の
伸
び
率

等
と
効
率
化
率
（毎

年
度
▲

３
％

）
を
加

味
し
て
算

定
。

○
需

要
の

予
測

値
は

、
前

々
年

度
の

ひ
か

り
電

話
の

ト
ラ

ヒ
ッ

ク
実

績
を

基
に

、
ひ

か
り

電
話

施
設

数
の

増
加

や
他

の
通

信
先

施
設

数
の

変
動

等
を

加
味

し
て

算
定

し
て

お
り

、
よ

り
具

体
的

に
は

、
下

記
の

表
に

記
載

の
方

法
を

採
用

。

○
こ

の
う

ち
、
１
加

入
当
た
り
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
（
通
信
回

数
）変

動
率

に
つ
い
て

、
こ

れ
ま

で
総

務
省

公
表

の
ト
ラ

ヒ
ッ

ク
値

に
よ

り
固

定
発

着
の

１
加

入
当

た
り

通
信

回
数

を
予

測
し

、
そ

の
対

前
年

度
変

動
率

の
平

成
20

年
度

以
降

の
平

均
（昨

年
度

で
あ

れ
は

1
0
年

間
の

平
均

）を
用

い
て

算
出

し
て

い
た

も
の

を
、
よ
り
直

近
の

ト
レ
ン
ド
を
反
映
す
る
た
め
、
今

回
、
直

近
年
度

（平
成

30
年

度
）の

対
前

年
度
（
平
成

29
年
度
）変

動
率
を
用
い
る
方
法
に
変
更

。

ひ
か

り
電
話
施
設
数
の

変
動
率

通
信
先
施
設
数
の
変

動
率

（
⇔
の
下
に
記
載
の
電
話
種
類
の
施

設
数
の
変
動

率
）

１
加
入
当
た
り
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
（
通
信
回
数
）

変
動
率

Ｎ
Ｇ
Ｎ
ひ
か
り
電
話

⇔ Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
の
固
定
電
話

令
和
元
年
度
末
着
地
見
込
み
施
設
数

を
用
い
て
算
定

令
和
元
年
度
第
二
四
半
期
決
算
に
て

公
表
し
た
令
和
元
年
度
末
施
設
数
予

測
を
用
い
て
算
定

総
務
省
公
表
の
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
値
に
よ
り
固

定
発
着
の
１
加
入
当
た
り
通
信
回
数
を

予
測

（
※
）
し
、
そ
の
対
前
年
変
動
率
の

平
成

3
0
年
度
実
績
を
用
い
て
算
定

※
次
頁
の
と
お
り
、
総
務
省
調
査
「
通
信
量

か
ら
み
た
我
が
国
の
音
声
通
信
利
用

状
況
」
を
使
用
し
て
予
測
。
同
調
査
結
果

が
申
請
時
に
未
公
表
で
あ
る
た
め
平
成

2
8
年
度
か
ら
平
成

2
9
年
度
の
増
減
率
を

用
い
て
平
成

3
0
年
度
を
予
測
。

Ｎ
Ｇ
Ｎ
ひ
か
り
電
話

⇔ Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
の
固
定

電
話

Ｎ
Ｇ
Ｎ
ひ
か
り
電
話

⇔ 他
事
業
者

総
務
省
公
表
の
契
約
数
を
使

い
Ｎ
Ｔ
Ｔ

東
西
以
外
の
施
設
数
を
算
定

し
た
上

で
平
成

3
0
年
度
の
純
増
減
数
を
用
い

て
算
定
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１
加
入
あ
た
り
通
信

回
数

及
び
通
信

時
間
の
推

移

○
総

務
省

「
通

信
量

か
ら

み
た

我
が

国
の

音
声

通
信

利
用

状
況

」の
ト
ラ

フ
ィ

ッ
ク

値
等

を
も

と
に

算
出

し
た

、
１

加
入

あ
た

り
通

信
回

数
及

び
通

信
時

間
の

推
移

は
以

下
の

と
お

り
。

※
2
0
1
8
年

度
に

つ
い

て
は

、
2
0
1
7
年

度
実

績
の

対
前

年
度

増
減

率
を

用
い

て
算

出

発
着

20
07

実
績

20
08

実
績

20
09

実
績

20
10

実
績

20
11

実
績

20
12

実
績

20
13

実
績

20
14

実
績

20
15

実
績

20
16

実
績

20
17

実
績

20
18

予
測

※

固
定

系
固

定
系

38
4

35
8

34
0

32
3

31
1

29
8

28
9

27
2

25
2

23
4

22
1

21
3

移
動

系
49

43
41

37
35

32
30

27
25

24
22

21

移
動

系
固

定
系

80
73

70
67

63
59

55
53

55
55

55
54

合
計

51
3

47
5

45
0

42
8

40
9

38
8

37
4

35
2

33
2

31
3

29
8

28
8

変
動

率
▲

7.
5%

▲
5.

1%
▲

4.
9%

▲
4.

5%
▲

5.
0%

▲
3.

6%
▲

5.
9%

▲
5.

8%
▲

5.
6%

▲
4.

7%
▲

3.
5%

発
着

20
07

実
績

20
08

実
績

20
09

実
績

20
10

実
績

20
11

実
績

20
12

実
績

20
13

実
績

20
14

実
績

20
15

実
績

20
16

実
績

20
17

実
績

20
18

予
測

※

固
定

系
固

定
系

14
.0

12
.9

12
.1

11
.4

11
10

9.
6

8.
7

7.
7

7.
0

6.
3

5.
8

移
動

系
1.

4
1.

2
1.

2
1.

1
1

1
0.

8
0.

8
0.

7
0.

7
0.

7
0.

7

移
動

系
固

定
系

2.
2

2.
0

1.
9

1.
9

2
2

1.
5

1.
6

1.
8

1.
9

2.
0

2.
0

合
計

17
.6

16
.1

15
.1

14
.3

13
.4

12
.6

12
.0

11
.1

10
.3

9.
6

9.
0

8.
5

変
動

率
▲

8.
5%

▲
6.

0%
▲

5.
4%

▲
6.

3%
▲

6.
4%

▲
4.

8%
▲

7.
3%

▲
7.

4%
▲

6.
9%

▲
6.

3%
▲

4.
9%

１
加

入
あ

た
り通

信
回

数
（

回
／

加
入

）

１
加

入
あ

た
り通

信
時

間
（

時
間

／
加

入
）

－ －
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ＩＧ

Ｓ
接
続

（
ひ
か
り
電
話
）
の
接
続
料

の
算

定
方

法
の
見

直
し
に
よ
る
影
響

○
従

前
か

ら
の

予
測

方
法

（
①

）
に

加
え

、
新

た
な

予
測

方
法

（②
・③

）に
つ

い
て

、
20

17
年

度
実
績
に
対
す
る

2
01

8
予
測
と
、

20
18
実
績
と
の
差

分
の

検
証

を
実
施

し
た
結
果

は
以

下
の

と
お

り
。

○
各

予
測

方
法

を
検

証
し

た
結

果
、
②
の
予
測
方

法
が
実

績
と
の

乖
離
が

最
も
小

さ
い
こ
と
が

確
認

さ
れ

た
。

＜
予

測
方

法
＞

①
：

「固
定

電
話

+
IP

電
話

」の
1c

hあ
た

りト
ラヒ

ック
変

動
率

の
年

度
別

平
均

（
従

来
予

測
方

法
と同

）
②

：
「固

定
電

話
+

IP
電

話
」の

1c
hあ

た
りト

ラヒ
ック

変
動

率
の

直
近

値
（

従
来

予
測

方
法

の
利

用
年

度
変

更
）

③
：

「I
P電

話
」の

み
の

1c
hあ

た
りト

ラヒ
ック

変
動

率
（

着
信

種
別

ご
との

変
動

率
を

考
慮

）

■
通

信
回

数
（

百
万

回
）

平
均

期
間

変
動

率
20

17
実

績
20

18
予

測
20

18
実

績
乖

離
率

①
固

定
電

話
+

IP
電

話
10

年
▲

5.
3%

17
,6

93

17
,2

59

17
,4

09

▲
0.

9%

②
固
定
電
話

+
IP
電
話

1年
▲

4.
7%

17
,3

65
▲
0.
2%

③
IP

電
話

の
み

1年

IP
発

-固
定

着
+

3.
7%

18
,8

05
8.

0%
IP

発
-I

P着
▲

2.
2%

IP
発

-そ
の

他
+

3.
1%

■
通

信
時

間
（

百
万

時
間

） 平
均

期
間

変
動

率
20

17
実

績
20

18
予

測
20

18
実

績
乖

離
率

①
固

定
電

話
+

IP
電

話
10

年
▲

6.
5%

49
7

47
9

48
7

▲
1.

6%

②
固
定
電
話

+
IP
電
話

1年
▲

6.
3%

48
0

▲
1.

4%

③
IP

電
話

の
み

1年

IP
発

-固
定

着
▲

2.
4%

49
9

2.
6%

IP
発

-I
P着

▲
7.

8%

IP
発

-そ
の

他
▲

2.
6%
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発
信

着
信

通
信

回
数

備
考

固
定
系

固
定
系

21
3

（
①

×
10

^8
）

/（
⑩

×
10

^3
）

移
動
系

21
（
②

×
10

^8
）

/（
⑪

×
10

^3
）

移
動
系

固
定
系

54
（
③

×
10

^8
）

/（
⑪

×
10

^3
）

移
動
系

97
（
④

×
10

^8
）

/（
⑫

×
10

^3
）

合
計

38
5

（
再
掲
）
固
定
の
み

28
8

ＩＧ
Ｓ
接
続
（
ひ
か
り
電
話
）
の
算
定
に
用

い
ら
れ
る
１
加
入

当
た
り
通

信
回
数
の
予
測
方
法

【
固

定
発

着
の

１
加
入
当
た
り
通
信
回
数
の
推
測
方

法
】（

20
18

年
度

の
例

）

■
国

内
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
の

相
互
通
信
状
況
（
通
信
回

数
）

着
信

発
信

加
入

電
話

ＩＳ
Ｄ
Ｎ

ＩＰ
電

話
携

帯
電

話
・

Ｐ
Ｈ
Ｓ

合
計

固 定 電 話

加
入

電
話

64
.8

(8
.2

%
)

1.
2

(0
.2

%
)

20
.7

(2
.6

%
)

15
4.

8
(1

9.
5%

)
公

衆
電

話
0.

6
(0

.1
%

)

ＩＳ
Ｄ
Ｎ

67
.4

(8
.5

%
)

ＩＰ
電
話

12
4.

9
(1

5.
8%

)
11

.8
(1

.5
%

)
30

.7
(3

.9
%

)
16

7.
4

(2
1.

1%
)

携
帯

電
話

・
Ｐ
Ｈ
Ｓ

52
.7

(6
.7

%
)

76
.8

(9
.7

%
)

34
0.

3
(4

3.
0%

)
46

9.
8

(5
9.

3%
)

合
計

31
0.

5
(3

9.
2%

)
89

.9
(1

1.
3%

)
39

1.
6

(4
9.

5%
)

79
2.

0
(1

00
.0

%
)

（
単
位
：
億
回
）

１
．
公

表
値

を
集

計

発
信

着
信

通
信

回
数

備
考

固
定

系
固
定
系

27
0.

8
①

移
動
系

51
.3

②

移
動

系
固
定
系

12
9.

5
③

移
動
系

34
0.

3
④

２
．
稼

働
施

設
数

・
・・
公
表
値
の
（
前
期
末
施
設
数
＋
当
期
末
施
設
数
）

/2

（
単
位
：
億
回
）

施
設

数
備

考

加
入

＋
ＩＳ

Ｄ
Ｎ
（
千

加
入

）
20

,6
56

⑤

ＩＰ
電
話
（
千
番
号
）

42
,8

71
⑥

公
衆
電
話
（
千
回
線
）

15
7

⑦

モ
バ
イ
ル
（
千
契
約
）

17
6,

03
5

⑧

合
計

23
9,

71
8

⑨

３
．
稼

働
施

設
数

（
発

着
信

考
慮
後
）

施
設

数
備

考

固
定
系
＋
固
定
系

12
7,

36
5

⑩
＝
（
⑤
＋
⑥
＋
⑦
）
×
２

固
定
系
＋
移
動
系

23
9,

71
8

⑪
＝
⑤
＋
⑥
＋
⑦
＋
⑧

移
動
系
＋
移
動
系

35
2,

07
0

⑫
＝
⑧

×
２

４
．
１
加

入
当

た
り
通

信
回
数
の
算
出

（
単
位
：
千
回
線
）

（
単
位
：
回

/加
入
）

（
出

所
）
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

提
出

資
料

を
基

に
総

務
省

作
成

※
「
通
信

量
か
ら
み
た
我

が
国

の
音

声
通

信
利

用
状

況
」
を
使
用
し
て
推
測
。

20
18

年
度
は

同
調
査
結
果
が
申
請
時

に
未

公
表

で
あ
る
た
め

20
16

年
度

か
ら

20
17

年
度

の
増
減

率
を

用
い
て

20
18

年
度
を
予
測

。
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イ
ー
サ
ネ
ッ
ト
フ
レ
ー
ム
伝
送
機

能
の
接

続
料

■
接

続
料

■
接

続
料

原
価

及
び
需
要

○
イ

ー
サ

ネ
ッ

ト
フ

レ
ー

ム
伝

送
機

能
と

は
、

接
続

事
業

者
が

自
網

を
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

の
ゲ

ー
ト
ウ

ェ
イ

ス
イ

ッ
チ

に
接

続
し

て
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

の
イ

ー
サ

ネ
ッ

ト
網

を
利

用
す

る
た

め
の

機
能

。
主

な
対

象
設

備
と

し
て

、
イ

ー
サ

ネ
ッ

ト
ス

イ
ッ

チ
や

伝
送

路
設

備
な

ど
が

あ
る

。

○
イ
ー
サ

ネ
ッ
ト
フ
レ
ー
ム
伝

送
機
能

に
つ

い
て

、
令

和
２

年
度

の
接

続
料

は
、

昨
年

度
同

様
、
算
定
期

間
１
年
間
の
将

来
原
価
方
式

に
よ
り
算

定
（
乖

離
額

調
整

な
し

）
。

○
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

は
接

続
料

原
価

が
昨

年
度

比
で
増

加
し
、
需

要
が

減
少

し
た
た
め
、
接

続
料

は
増

加
。
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

は
需

要
の

減
少

が
あ
っ
た

も
の

の
、
接

続
料
原

価
の
減
少
の
影
響
が
よ
り
大

き
か

っ
た
た
め
、
接

続
料
は

減
少

。

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

令
和
２
年
度
申
請
接
続
料

令
和

元
度

適
用

接
続

料
令
和
２
年
度
申
請
接
続
料

令
和

元
年

度
適

用
接

続
料

イ
ー
サ
ネ
ッ
ト
フ
レ
ー
ム

伝
送
機
能

Ｍ
Ａ

内
設

備
1
G

b
p
s

1
0
7
.8
万
円

(+
1
2
.2

%
)

9
6
.0
万

円
1
1
4
.0
万

円
(▲

5
.9

%
)

1
2
1
.1
万
円

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

令
和
２
年
度

令
和

元
年

度
令

和
２
年

度
令

和
元

年
度

イ
ー
サ
ネ
ッ
ト
フ
レ
ー
ム

伝
送
機
能

Ｍ
Ａ

内
設

備

接
続

料
原

価
9
,1

2
5
百
万
円

（
+
7
.9

%
）

8
,4

5
6
百

万
円

7
,7

5
9
百

万
円

(▲
6
.2

%
)

8
,2

6
8
百
万
円

需
要

※
1
0
,9

6
2
M

b
p
s

(▲
5
.7

%
)

1
1
,6

2
2
M

b
p
s

6
,8

8
0
M

b
p
s

(▲
0
.9

%
)

6
,9

3
9
M

b
p
s

※
帯

域
換

算
係

数
加

味
後
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実
績

原
価

方
式

に
基

づ
く
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.6
4
～

7
0
）

加
入
光

フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接
続
料
の
改

定
等

（
P

.4
3
～

4
8
）

Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係

る
接

続
料

の
改

定
等

（
Ｐ

.5
0
～

6
2
）

主
な
変

更
内

容
（
P

.５
～

4
0
）

そ
の
他
の

変
更

内
容

（
詳
細

）
（
P

.4
3
 ～

7
4
）

参
考
資

料
（
P

.7
6
 ～

8
5
）

自
己

資
本

利
益

率
（
P

.7
4
）

本
件
申

請
に
お
い
て
廃

止
・
整
理
品
目
化
す
る
接
続

機
能

（
P

.7
2
）

①
令

和
２
年

度
の

加
入

光
フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接

続
料
の

改
定
等

（
P

.５
～

2
0
）

②
令

和
２
年

度
の

次
世

代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）
に
係
る
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.2
2
～

2
9
）

③
実

績
原

価
方

式
に
基

づ
く
令
和

２
年
度

の
接
続

料
の
改

定
等

（
P

.3
1
～

3
2
）

④
そ
の
他

の
事

項
（
接

続
料
規
則
第
３
条

に
基

づ
く
許
可
申

請
等
の

概
要

、
ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
）
（
P

.3
4
～

4
0
）
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2,
18

7 

1,
99

5 

1,
81

2 

1,
63

8 

1,
49

0 

1,
37

6 

1,
26

4 

1,
16

0 

1,
08

0 
1,

00
6 

2,
16

9 

1,
98

5 

1,
81

0 
1,

64
8 

1,
51

2 

1,
39

6 

1,
27

5 

1,
16

6 

1,
08

5 
1,

01
5 

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

H
2
1
年
度

H
2
2
年
度

H
2
3
年
度

H
2
4
年
度

H
2
5
年
度

H
2
6
年
度

H
2
7
年
度

H
2
8
年
度

H
2
9
年
度

H
3
0
年
度

（
▲

6
.9

%
）

（
▲

7
.0

%
）

（
▲

6
.5

%
）

（
単
位

：
万

回
線
）

ド
ラ
イ
カ
ッ
パ
の
回

線
数
の
推

移

（
▲

9
.6

%
)

（
▲

9
.2

%
)

（
▲

7
.7

%
)

（
▲

9
.0

%
)

(▲
8
.8

%
)

(▲
9
.0

%
)

(▲
8
.2

%
)

(▲
7
.7

%
)

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西
日
本

（
▲

8
.1

%
）

(▲
8
.7

%
)

（
▲

8
.8

%
)

(▲
8
.5

%
)

（
▲

8
.5

%
）

（
▲

8
.2

%
）

○
ド
ラ
イ
カ
ッ
パ

の
回

線
数
は
減
少
傾
向

と
な

っ
て

お
り

、
平

成
30

年
度

は
、

・
前

年
度

と
比

較
し
て
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
で
は
▲

6
.9
％

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本
で
は
▲

6.
5％

、
・

平
成

2
1年

度
と
比
較

し
て

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

で
は
▲

54
.0
％
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本
で
は
▲

5
3.

2％
と

、
大
き
く
減
少

。

（
▲

6
.9

%
）
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6,
59

2
6,

22
0

6,
58

3

9,
34

9

10
,7

69
11

,4
82

10
,3

91

5,
82

6
7,

03
4

6,
24

1
5,

88
3

6,
22

2

8,
83

1

10
,1

71

10
,8

57
9,

82
2

5,
51

3

6,
66

0
4,

79
5

4,
63

6

6,
01

3

7,
77

8

9,
58

9

14
,9

67
14

,1
49

5,
53

0

7,
31

4

4,
55

1
4,

39
2

5,
68

7

7,
35

2

9,
06

3

14
,1

53
13

,3
86 5,

25
0

6,
93

6

3,
00

0

4,
00

0

5,
00

0

6,
00

0

7,
00

0

8,
00

0

9,
00

0

10
,0

00

11
,0

00

12
,0

00

13
,0

00

14
,0

00

15
,0

00

H2
4年

度
H2

5年
度

H2
6年

度
H2

7年
度

H2
8年

度
H2

9年
度

H3
0年

度
R1

年
度

R2
年
度

(＋
2
0
.7

%
)

（
単

位
：
円

／
回

線
・
月
）

(▲
5
.7

%
)

(＋
5
.8

%
)

(＋
4
1
.9

%
)

(＋
1
5
.2

%
)

(▲
5
.6

%
)

(＋
1
5
.2

%
)

(＋
4
2
.0

%
)

（
＋

5
.8

%
)

(▲
3
.3

%
)

(＋
2
9
.7

%
)

(＋
2
9
.4

%
)

(＋
2
3
.3

%
)

(＋
2
3
.3

%
)

(＋
2
9
.3

%
)

(＋
2
9
.5

%
)

（
▲

3
.5

%
)

一
般
専
用
（
3
.4

kH
z）

デ
ィ
ジ
タ
ル
ア
ク
セ
ス
（
6
4
kb

p
s）

一
般
専
用
（
3
.4

kH
z）

デ
ィ
ジ
タ
ル
ア
ク
セ
ス
（
6
4
kb

p
s）

Ｎ
Ｔ
Ｔ

東
日

本

Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日

本

専
用
線
接
続
料

の
推

移

(＋
5
6
.2

%
)

(＋
5
6
.1

%
) (＋

6
.6

%
)

(＋
6
.7

%
)

(▲
5
.4

%
)

(▲
5
.5

%
)

（
▲

9
.5

%
)

(▲
9
.5

%
)

(▲
4
3
.9

%
)

(▲
4
3
.9

%
)

(▲
6
0
.9

%
)

(▲
6
0
.8

%
)

○
専

用
線

接
続

料
（
通

信
路

設
定

伝
送

機
能

）
に

つ
い

て
、

令
和

元
年

度
接

続
料

は
、

平
成

28
年

度
に

実
施

し
た
残

価
一

括
償

却
の

影
響

が
な
く
な
っ

た
こ

と
、

設
備

更
改

に
伴

う
設

備
の

ス
リ
ム
化

効
果

に
よ
る
施

設
保

全
費

の
減

少
、
旧

設
備

の
撤

去
が

概
ね

完
了

し
た
こ
と
に
よ
る
固

定
資

産
除

却
費

の
減

少
等

に
よ

り
、
大
幅
に
低
減

。

○
令

和
２
年

度
接

続
料
の
一
般

専
用
（
3
.4

kH
z）
、
デ
ィ
ジ
タ
ル

ア
ク
セ
ス
（
64

kb
p
s）
は

、
需

要
の

減
少

に
伴
い

、
前

年
度

と
比

較
し

て
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

で
は

そ
れ

ぞ
れ
＋

2
0.

7％
、
＋

20
.8
％

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
で

は
そ

れ
ぞ

れ
＋

32
.3
％
、
＋

32
.1
％

と
上
昇

。

(＋
2
0
.8

%
)

(＋
3
2
.3

%
)

(＋
3
2
.1

%
)
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75
,3

54
 

74
,4

39
 

73
,1

58
 

71
,7

58
 

70
,1

66
 

67
,9

25
 

65
,2

74
63

,8
77

 
62

,8
27

 
54

,8
47

 

50
,3

53
 

47
,8

88
 

46
,5

94
 

44
,5

96
 

40
,6

65
 

38
,1

32
36

,1
55

 
32

,7
78

 

80
,1

58
 

79
,5

55
 

78
,8

81
 

77
,4

56
 

76
,1

10
 

74
,2

21
 

70
,9

99
69

,6
75

 
68

,2
02

 

49
,5

69
 

45
,5

45
 

43
,6

74
 

43
,2

12
 

42
,0

14
 

38
,4

54
 

37
,1

41
35

,6
79

 
32

,6
55

 
30

,0
00

40
,0

00

50
,0

00

60
,0

00

70
,0

00

80
,0

00

90
,0

00

10
0,

00
0

H2
2年

度
H2

3年
度

H2
4年

度
H2

5年
度

H2
6年

度
H2

7年
度

H2
8年

度
H2

9年
度

H3
0年

度

（
単
位

：
回

線
）

専
用
線
の
回
線
数

の
推
移

（一
般
専

用
（3

.4
kH

z）
、
デ
ィ
ジ
タ
ル
ア
ク
セ
ス
（6

4
kb

p
s）
）

（
▲

1
.2

%
)

(▲
8
.2

%
)

（
▲

1
.9

%
)

（
▲

1
.7

%
)

（
▲

2
.2

%
)

(▲
4
.9

%
)

(▲
2
.7

%
)

(▲
4
.3

%
)

（
▲

0
.8

%
)

（
▲

0
.9

%
)

（
▲

1
.8

%
)

（
▲

1
.7

%
)

（
▲

8
.1

%
)

（
▲

4
.1

%
)

（
▲

1
.1

%
)

（
▲

2
.8

%
)

※
各
年
度
の
数
字
は
９
月
末
の
も
の
。

一
般

専
用

（
3.

4k
Hz

）

デ
ィ
ジ
タ
ル

ア
ク
セ
ス

（
64

kb
ps
）

一
般
専
用

(3
.4

kH
z)

一
般
専
用

(3
.4

kH
z)

デ
ィ
ジ
タ
ル
ア
ク
セ
ス
（
6
4
kb

p
s）

デ
ィ
ジ
タ
ル
ア
ク
セ
ス
（
6
4
kb

p
s）

Ｎ
Ｔ
Ｔ

東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日
本

（
▲

3
.2

%
) (▲

8
.8

%
)

（
▲

2
.5

%
)

（
▲

8
.5

%
)

(▲
6
.2

%
)

(▲
3
.4

%
)

(▲
3
.9

%
)

(▲
4
.3

%
)

(▲
1
.9

%
)

(▲
2
.1

%
) (▲

5
.2

%
)

(▲
3
.9

%
)

○
一

般
専

用
（
3.

4k
H

z）
、
デ
ィ
ジ
タ
ル
ア
ク
セ
ス
（6

4
kb

p
s）
の

回
線

数
は
減

少
傾
向

に
あ

り
、

平
成

30
年

度
は

、
・

前
年

度
と
比

較
し

て
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
で
は
そ
れ

ぞ
れ

▲
1
.6
％

、
▲

9.
3％

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本
で
は

そ
れ
ぞ
れ

▲
2.

1
％
、
▲

8.
5
％

、
・

平
成

2
2年

度
と
比
較

し
て

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

で
は

そ
れ

ぞ
れ

▲
16

.6
％
、
▲

4
0.

2％
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本
で
は
そ
れ
ぞ
れ

▲
14

.9
％

、
▲

3
4.

1％
と

減
少

し
た

。

(▲
1
.6

%
)

(▲
2
.1

%
)

(▲
9
.3

%
)

(▲
8
.5

%
)

68
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区
分

単
位

令
和
２
年
度

（
カ
ッ
コ
内
は
調
整
前

）
令

和
元

年
度

（
カ

ッ
コ

内
は

調
整

前
）

優
先

接
続

機
能

1
通

信

ご
と

0
.0

9
9
8
円

（
0
.0

7
4
8
円
）

0
.0

9
1
9
円

（
0
.0

6
6
2
円

）

一
般

番
号

ポ
ー

タ
ビ

リ
テ

ィ

実
現

機
能

月
額

1
0
,1

6
6
,6

6
7
円

（
1
0
,4

1
6
,6

6
7
円
）

1
1
,4

1
6
,6

67
円

（
1
0
,6

6
6
,6

6
7円

）

区
分

単
位

(月
額

)

令
和
２
年
度

（
カ
ッ
コ
内
は
調
整
前
）

令
和

元
年

度
（
カ

ッ
コ

内
は

調
整

前
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ

東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

光
信

号
電

気
信

号

変
換

機
能

〔
メ

デ
ィ

ア
コ

ン
バ

ー

タ
〕
※

1
0
0
M

b

/
s

非
集

線
型

<
1
M

C
タ

イ
プ

>

1
回

線

ご
と

4
0
4
円

（
4
1
6
円
）

－
5
5
8
円

（
4
5
3
円

）
－

1
G

b
/
s

1
回

線

ご
と

1
,0

2
3
円

（
1
,0

6
3
円
）

5
9
9
円

（
7
5
9
円
）

1
,3

9
1
円

（
1
,1

2
4
円

）

1
,1

0
7
円

（
7
9
7
円

）

光
信

号
分

離
機

能

〔
局

内
ス

プ
リ

ッ
タ

〕

※

局
内

4
分

岐
の

も
の

1
回

線

ご
と

1
4
3
円

(2
1
8
円

)

1
7
8
円

(2
7
0
円

)

2
0
2
円

(2
3
9
円

)

2
2
9
円

(2
5
3
円

)

区
分

単
位

(月
額

)

令
和
２
年
度

（
カ
ッ
コ
内
は
調
整
前
）

令
和

元
年

度
（
カ

ッ
コ

内
は

調
整

前
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ

東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

特
別

収
容

局
ル

ー
タ

接
続

ル
ー

テ
ィ

ン
グ

機
能

〔
収

容
局

接
続

〕

Ａ
Ｔ

Ｍ
イ

ン
タ

フ
ェ

ー
ス

１
ポ

ー
ト

ご
と

2
1
0
,1

3
4
円

(1
8
7
,5

8
7
円

)
2
7
0
,0

9
4
円

(2
3
1
,6

0
4
円

)
1
9
7
,3

3
1
円

(1
8
1
,2

6
8
円

)
2
3
5
,0

6
2
円

(2
0
0
,7

2
4
円

)

実
績
原
価
方
式

に
基
づ
く
主
な
接

続
料

料
金

表
①

区
分

単
位

(月
額

)

令
和
２
年
度

（
カ
ッ
コ
内
は
調
整
前
）

令
和

元
年

度
（
カ

ッ
コ

内
は

調
整

前
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ

東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

光
信

号
中

継
伝

送
機

能
〔
中

継
ダ

ー
ク

フ
ァ

イ
バ

〕
1
回

線
・

1
メ

ー
ト
ル

ご
と

1
.2

5
1
円

（
1
.1

4
0
円
）

1
.3

7
1
円

(1
.2

4
1
円

)
1
.2

5
9
円

（
1
.0

9
2
円

）
1
.3

7
3
円

(1
.1

6
9
円

)

①
端
末
回
線
伝
送
機
能

②
端
末
系
交
換
機
能
（
東
西
均
一
料
金
）

③
光
信
号
電
気
信
号
変
換

機
能
及
び
光
信
号
分
離
機
能

④
中
継
伝
送
機
能

⑤
ル
ー
テ
ィ
ン
グ
伝
送
機
能
（
地
域
ＩＰ
網
に
係
る
も
の
）

※
１

タ
イ

プ
1
-
1
（
保

守
対

応
時

間
が

、
土

日
祝

日
を

除
く

毎
日

午
前

９
時

か
ら

午
後

５
時

ま
で

の
時

間
で

あ
る

も
の

）
の

場
合

※
２

タ
イ

プ
1
-
2
（
保

守
対

応
時

間
が

、
毎

日
午

前
９

時
か

ら
午

後
５

時
ま

で
の

時
間

で
あ

る
も

の
）の

場
合

※
タ

イ
プ

1
-
2
（
保

守
対

応
時

間
が

、
毎

日
午

前
９

時
か

ら
午

後
５

時
ま

で
の

時
間

で
あ

る
も

の
）
の

場
合

区
分

単
位

（
月

額
）

令
和
２
年
度

（
カ
ッ
コ
内
は
調
整
前
）

令
和

元
年

度
（
カ

ッ
コ

内
は

調
整

前
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ

東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

一
般

帯
域

透
過

端
末

伝
送

機
能

〔
ド

ラ
イ

カ
ッ

パ
〕
※

１

回
線

管
理

機
能

1
回

線
ご

と
3
7
円

（
4
3
円
）

5
1
円

（
6
2
円
）

4
1
円

（
4
8
円

）
7
0
円

（
6
9
円

）

回
線

部
分

1
回

線
ご

と
1
,4

2
2
円

（
1
,4

0
4
円
）

1
,4

7
1
円

（
1
,4

1
4
円
）

1
,4

4
4
円

（
1
,4

0
3
円

）
1
,3

9
6
円

（
1
,3

9
7
円

）

特
別

帯
域

透
過

端
末

伝
送

機
能

〔
Ｆ

Ｔ
Ｔ

Ｒ
〕
※

１
1
回

線
ご

と
7
1
3
円

（
7
4
2
円
）

9
2
8
円

（
9
0
8
円
）

7
2
5
円

（
7
6
0
円

）
8
9
1
円

（
9
1
6
円

）

帯
域

分
割

端
末

伝
送

機
能

〔
ラ

イ
ン

シ
ェ

ア
リ

ン
グ

〕
※

１

回
線

管
理

機
能

1
回

線
ご

と
3
7
円

(3
8
円

)
4
3
円

（
5
3
円
）

3
6
円

（
4
1
円

）
6
3
円

（
6
1
円

）

Ｍ
Ｄ

Ｆ
部

分
1回

線
ご

と
4
3
円

（
5
0
円
）

3
6
円

（
4
5
円
）

5
0
円

（
4
7
円

）
4
4
円

（
4
2
円

）

光
信

号
伝

送
装

置
〔
Ｇ

Ｅ
－

Ｐ
Ｏ

N
〕
※

２
1
G

b
/
s 

1
装

置
ご

と
1
,5

0
8
円

（
1
,5

9
0
円
）

1
,2

8
1
円

（
1
,4

1
0
円
）

1
,9

4
4
円

（
1
,7

6
8
円

）
1
,6

5
1
円

（
1
,5

4
1
円

）

通
信

路
設

定
伝

送
機

能
を

組
み

合
わ

さ
れ

る
も

の
※

１

2
線

式
の も
の

1
回

線
ご

と
1
,3

7
9
円

（
1
,3

6
3
円
）

1
,4

3
1
円

（
1
,3

7
8
円
）

1
,3

9
8
円

（
1
,3

6
4
円

）
1
,3

5
8
円

（
1
,3

6
3
円

）

光
屋

内
配

線
を

利
用

す
る

場
合

の
加

算
額

※
２

1
回

線
ご

と
1
8
4
円

（
1
8
6
円
）

1
7
7
円

（
1
7
9
円
）

1
8
6
円

（
1
8
7
円

）
1
7
8
円

（
1
8
0
円

）

69
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区
分

単
位

令
和
２
年
度

（
カ
ッ
コ
内
は
調
整
前
）

令
和

元
年

度
（
カ

ッ
コ

内
は

調
整

前
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ

東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

番
号

案
内

サ
ー

ビ
ス

接
続

機
能

中
継

交
換

機
等

接
続

１
案

内

ご
と

1
9
0
円

(1
5
7
円

)

1
6
0
円

(1
3
3
円

)

1
6
3
円

(1
4
7
円

)

1
5
2
円

(1
3
1
円

)

端
末

回
線

線
端

等
接

続

加
入

電
話

か
ら

発
信

す
る

場
合

１
案

内

ご
と

1
9
2
円

(1
6
0
円

)

1
6
3
円

(1
3
7
円

)

1
6
4
円

(1
4
9
円

)

1
5
6
円

(1
3
5
円

)

番
号

情
報

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

登
録

機
能

１
番

号

ご
と

－
8
.4

6
円

(7
.5

6
円

)
－

4
.7

4
円

(6
.0

6
円

)

番
号

情
報

デ
ー

タ
ベ

ー

ス

利
用

機
能

一
括

で
デ

ー
タ

抽
出

１
番

号

ご
と

－
7
.3

5
円

(4
.9

9
円

)
－

4
.1

5
円

(3
.8

7
円

)

異
動

デ
ー

タ
の

み
を

デ
ー

タ
抽

出

１
番

号

ご
と

－
9
.0

7
円

(7
.5

6
円

)
－

4
.7

9
円

(6
.0

1
円

)

区
分

単
位

令
和
２
年
度

（
カ
ッ
コ
内
は
調
整
前
）

令
和

元
年

度
（
カ

ッ
コ

内
は

調
整

前
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ

東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

公
衆

電
話

発
信

機
能

１
秒

ご
と

2
.9

5
4
8
円

(2
.5

1
5
6
円

)
2
.1

2
2
6
円

(1
.8

2
4
5
円

)
2
.9

1
9
9
円

(2
.2

0
0
3
円

)
2
.0

8
0
5
円

(1
.6

1
5
9
円

)

デ
ィ

ジ
タ

ル
公

衆
電

話
発

信
機

能
１

秒
ご

と
2
.0

8
8
2
円

(1
.6

0
1
5
円

)
2
.0

5
4
7
円

(1
.7

0
3
4
円

)
1
.9

3
7
2
円

(1
.4

6
2
4
円

)
1
.9

9
6
2
円

(1
.5

8
5
6
円

)

⑦
番
号
案
内
機
能
等

⑧
公
衆
電
話
機
能

区
分

単
位

(月
額

)

令
和
２
年
度

（
カ
ッ
コ
内
は
調
整
前
）

令
和

元
年

度
（
カ

ッ
コ

内
は

調
整

前
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ

東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

通
信

路
設

定
伝

送
機

能

一
般

専
用

に
係

る
も

の
〔
一

般
専

用
サ

ー
ビ

ス
〕

3
.4

kH
z

同
一

Ｍ
Ａ

内
の

場
合

1
回

線
ご

と
7
,0

3
4
円

（
7
,9

9
6
円
）

7
,3

1
4
円

(8
,5

4
5
円

)
5
,8

2
6
円

（
7
,3

9
1
円

）
5
,5

3
0
円

(7
,6

5
1
円

)

上
記

以
外

の
場

合
1
回

線
ご

と
7
,8

3
2
円

（
8
,7

9
9
円
）

8
,2

1
6
円

(9
,4

1
7
円

)
6
,3

0
9
円

（
8
,0

4
6
円

）
6
,2

6
4
円

(8
,4

6
9
円

)

1
0k

m
を

超
え

る
場

合
の

10
km

ご
と

の
加

算
料

1
回

線
ご

と
1
,1

1
0
円

(7
2
0
円

)
8
3
0
円

(3
5
0
円

)
9
1
0
円

(5
4
0
円

)
4
1
0
円

(2
2
0
円

)

高
速

デ
ｨジ

タ
ル

伝
送

に
係

る
も

の
〔
デ

ィ
ジ

タ
ル

ア
ク

セ
ス

〕
<
エ

コ
ノ

ミ
ー

ク
ラ

ス
>
※

6
4

kb
/
s

同
一

Ｍ
Ａ

内
の

場
合

1
回

線
ご

と
6
,6

6
0
円

（
7
,5

6
4
円
）

6
,9

3
6
円

(8
,0

9
2
円

)
5
,5

1
3
円

（
6
,9

9
1
円

）
5
,2

5
0
円

(7
,2

4
7
円

)

上
記

以
外

の
場

合
1
回

線
ご

と
7
,4

1
4
円

（
8
,3

2
2
円
）

7
,7

8
5
円

(8
,9

1
5
円

)
5
,9

6
9
円

（
7
,6

0
9
円

）
5
,9

4
4
円

(8
,0

2
0
円

)

1
0k

m
を

超
え

る
場

合
の

10
km

ご
と

の
加

算
料

1
回

線
ご

と
1
,0

5
0
円

（
6
8
0
円
）

7
8
0
円

（
3
3
0
円
）

8
6
0

（
5
1
0
円

）
3
9
0
円

（
2
1
0
円

）

1
.5

3
6

M
b
/
s

同
一

Ｍ
Ａ

内
の

場
合

1
回

線
ご

と
9
2
,6

2
4
円

（
8
0
,8

4
5
円
）

1
2
0
,3

6
3
円

(8
4
,1

0
5
円

)
7
5
,3

5
0
円

（
6
9
,9

0
5
円

）
9
7
,4

8
2
円

(7
3
,3

2
5
円

)

上
記

以
外

の
場

合
1
回

線
ご

と
1
1
0
,7

2
0
円

（
9
9
,0

3
7
円
）

1
4
0
,7

3
9
円

(1
0
3
,8

5
7
円

)
8
6
,2

9
4
円

（
8
4
,7

3
7
円

）
1
1
4
,1

3
8
円

(9
1
,8

7
7
円

)

1
0k

m
を

超
え

る
場

合
の

10
km

ご
と

の
加

算
料

1
回

線
ご

と
2
5
,2

0
0
円

（
1
6
,3

2
0
円
）

1
8
,7

2
0
円

（
7
,9

2
0
円
）

2
0
,6

4
0
円

（
1
2
,2

4
0
円

）
9
,3

6
0
円

（
5
,0

4
0
円

）

⑥
通
信
路
設
定
伝
送
機
能
（
主
な
品
目
の
み
）

※
タ

イ
プ

1
-
1
（
保

守
対

応
時

間
が

、
土

日
祝

日
を

除
く

毎
日

午
前

９
時

か
ら

午
後

５
時

ま
で

の
時

間
で

あ
る

も
の

）
の

場
合

実
績
原
価
方
式

に
基
づ
く
主
な
接

続
料

料
金

表
②

70
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※
１

開
通

工
事

や
申

込
手

続
等

の
業

務
運

営
上

必
要

と
な

る
、

総
務

・
経

理
・
建

物
管

理
等

に
関

す
る

共
通

セ
ク

シ
ョ
ン

の
費

用
※

２
工

事
を

行
う

建
造

物
に

屋
内

配
線

を
収

容
す

る
た

め
の

配
管

が
設

置
さ

れ
て

い
る

場
合

は
、

設
置

さ
れ

て
い

な
い

場
合

と
比

較
し

て
、

作
業

時
間

が
約

１
／

３
で

あ
る

こ
と

が
判

明
。

光
屋

内
配

線
の

新
設

工
事

の
場

合
は

、
配

管
が

設
置

さ
れ

て
い

る
建

造
物

の
比

率
が

平
成

2
1
年

度
計

測
時

と
比

べ
て

高
く

な
っ

た
こ

と
が

、
作

業
時

間
短

縮
の

要
因

と
想

定
さ

れ
る

。
※

３
平

日
昼

間
・
一

人
当

た
り

・
１

時
間

ご
と

※
４

平
日

・
昼

間
帯

工
事

※
５

令
和

元
年

度
の

数
値

は
適

用
作

業
単

金
・
工

事
費

工
事
費
、
手
続
費

等
(
令
和

２
年

度
申

請
)

令
和

２
年

度
令

和
元

年
度

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

申
請
工
事
費

※
４
、
５

括
弧
内
は
前
年
度
か
ら
の
増
減
率

1
4
,3

9
6
円

（
▲

1
.3
％
）

1
4
,1

3
6
円

（
▲

0
.5
％
）

1
4
,5

8
8
円

（
▲

0
.2
％
）

1
4
,2

0
6
円

（
▲

0
.6
％
）

前
年
度
か

ら
の
増

減
額

▲
1
92

円
▲

7
0円

▲
2
3円

▲
8
2円

【
光
屋
内
配
線
に
係
る
工
事
費

（
光
屋
内
配
線
を
新
設
す
る
場
合
）
】

令
和
２
年
度

令
和
元
年
度

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

申
請
作
業
単
金
※
３
、
５

括
弧
内
は
前
年
度
か
ら
の
増
減
率

6
,1

7
0
円

（
▲

0
.7
％
）

6
,0

4
9
円

（
▲

0
.2
％
）

6
,2

1
6
円

（
▲

0
.4
％
）

6
,0

5
9
円

（
+
0
.4
％
）

前
年
度
か
ら
の
増
減
額

▲
4
6円

▲
1
0円

▲
2
8円

＋
2
5円

■
工
事
費
・
手
続
費
の
算
定
に
用
い
ら
れ
る
作
業
単
金

○
全

体
の

傾
向

・
令

和
２

年
度

の
工

事
費

・
手

続
費

に
つ

い
て

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

と
も
に
管

理
共

通
費

※
１
の
減
少

に
よ
り
作
業
単
金
が
低
減
し
た
た

め
、
令

和
元

年
度
と
比
べ
て
低
減

。

○
光

屋
内

配
線

に
係

る
工
事
費

・
総

務
省

は
、

平
成

27
年

度
適

用
接

続
料

の
認

可
に

際
し

、
審

議
会

答
申

を
踏

ま
え

、
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

に
対

し
て

、
工

事
費

の
算

定
に

用
い
ら
れ

る
作

業
時
間
に
つ
い
て
、

平
成

2
6
年

度
に

実
施

し
た

再
計

測
で

は
、

屋
内

配
線

を
収

容
す

る
配

管
の

有
無

が
作

業
時

間
に

影
響

を
与

え
て

い
る

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

こ
と

※
２
か

ら
、
毎

年
度

、
配

管
の

有
無

を
調

査
し
、
配

管
の

有
無

の
比

率
が

大
き
く
変

化
し
た
場

合
に
は

、
接

続
料

に
反

映
す
る
よ
う
要
請

。

・
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
・
西

日
本

が
配

管
の

有
無

を
調

査
し

た
と

こ
ろ

、
そ

の
比

率
は

、
平

成
26

年
度

と
令

和
元

年
度

で
は

大
き
な
変

化
が

な
か

っ
た

こ
と

か
ら

、
光

屋
内
配
線
を
新
設
す
る
場
合
の

作
業

時
間
は
、
平

成
2
6年

度
再

計
測
時

と
同
等
と
設
定

。

・
作

業
単

金
は

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

・
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

と
も
に
低

減
し

、
そ

れ
に
伴

い
光

屋
内

配
線

に
係
る
工
事
費

は
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

・
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

と
も

に
低

減
。
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③
個
別
負
担
の
接
続
料
（
網
改
造
料
）
等
の
算
定
に
用
い
る
諸
比
率
の
改
定

（
ⅰ

）
取

得
固

定
資

産
価

額
相
当
額
の
算
定
に
係
る
比
率

（
ⅱ

）
年

額
料

金
の

算
定

に
係

る
比
率

（
ⅲ

）
電

力
設

備
に
係

る
取

付
費
比
率
及
び
設
備
管
理
運
営
費
比
率

個
別

負
担

の
接

続
料

（
網

改
造

料
）
に

つ
い

て
は

、
取

得
固

定
資

産
価

額
が

個
別

に
把

握
で

き
な

い
場

合
に

、
物

品
費

及
び

設
備

区
分

ご
と

の
諸

比
率

を
用

い
て

取
得

固
定

資
産

価
額

相
当

額
を

算
出

（
※

１
）
し

た
上

で
、

設
備

管
理

運
営

費
を

算
出

（
※

２
）
し

て
い

る
。

※
１

取
得

固
定

資
産

価
額

相
当

額
＝

物
品

費
＋

取
付

費
(物

品
費

×
取

付
費

比
率

）＋
諸

掛
費

((
物

品
費

＋
取

付
費

）×
諸

掛
費

比
率

）
＋

共
通

割
掛

費
((
物

品
費

＋
取

付
費

＋
諸

掛
費

）×
共

通
割

掛
費

比
率

）
※

２
設

備
管

理
運

営
費

＝
保

守
運

営
費

(取
得

固
定

資
産

価
額

相
当

額
×

設
備

管
理

運
営

費
比

率
)＋

減
価

償
却

費
(取

得
固

定
資

産
価

額
相

当
額

を
基

に
算

定
)

区
分

単
位

（
年

額
）

令
和
２
年
度
平
均
料
金

（
カ
ッ
コ
内
は
調
整
前
）

令
和

元
年

度
平

均
料

金
（
カ

ッ
コ

内
は

調
整

前
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ

東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

管
路

1
条

当
た

り
1
メ

ー
ト
ル

ご
と

2
3
1
円

（
2
3
6
円
）

1
4
4
円

（
1
6
8
円
）

2
3
1
円

（
2
3
0
円

）
1
9
0
円

（
1
8
4
円

）

と
う

道
1
メ

ー
ト
ル

ご
と

4
7
,1

8
4
円

（
4
8
,0

0
1
円
）

3
0
,4

7
6
円

（
3
5
,7

2
8
円
）

4
7
,4

9
2
円

（
4
6
,6

6
1
円

）
4
0
,9

8
8
円

（
3
9
,3

5
2
円

）

土
地

1
平

方
メ

ー
ト
ル

ご
と

1
,1

4
4
円

（
1
,1

1
1
円
）

6
2
5
円

（
6
3
4
円
）

1
,0

9
8
円

（
1
,0

8
6
円

）
6
1
0
円

（
6
3
7
円

）

建
物

1
平

方
メ

ー
ト
ル

ご
と

3
0
,8

1
6
円

（
3
2
,4

2
7
円
）

2
3
,1

8
6
円

（
2
2
,0

6
6
円
）

3
2
,1

2
1
円

（
3
2
,7

0
3
円

）
2
1
,2

6
2
円

（
2
0
,7

7
5
円

）

区
分

単
位

（
年

額
）

令
和
２
年
度
料
金

（
カ
ッ
コ
内
は
調
整
前
）

令
和

元
年

度
料

金
（
カ

ッ
コ

内
は

調
整

前
）

Ｎ
Ｔ
Ｔ

東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

電
柱

使
用

料
１

使
用

箇
所

数
ご

と
7
7
8
円

（
7
3
2
円
）

7
1
3
円

（
6
9
3
円
）

6
7
7
円

（
7
1
7
円

）

6
6
1
円

（
6
9
0
円

）

①
工

事
費
・
手
続
費
の
算
定
に
用
い
ら
れ
る
作
業
単
金
の
改
定

②
管
路
・
と
う
道
等
の
料
金

の
改
定

(ⅰ
)管

路
・
と
う
道
、
土

地
・
通
信
用
建
物
の
料
金
の
改
定

（
ⅱ

）
電

柱
使

用
料

の
改

定
※

網
改

造
料

の
算

定
対

象
設

備
に

係
る

除
却

費
が

網
改

造
料

に
含

ま
れ

る
場

合

主
な
工
事
費
・
手

続
費

・コ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
料

金
等

料
金

表

区
分

令
和
２
年
度
数
値

令
和

元
年

数
値

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

取
付

費
比

率

交
換

機
械

設
備

0
.2

9
0

0
.3

2
1

0
.2

6
7

0
.3

1
3

電
力

設
備

0
.9

1
9

0
.7

8
9

0
.9

0
3

0
.8

1
3

伝
送

機
械

設
備

0
.1

6
8

0
.2

4
7

0
.1

6
0

0
.2

4
9

無
線

機
械

設
備

0
.0

6
0

0
.4

7
4

0
.9

8
4

0
.3

6
9

諸
掛

費
比

率
土

地
及

び
通

信
用

建
物

0
.0

5
8

0
.0

5
6

0
.0

7
8

0
.0

5
5

土
地

及
び

通
信

用
建

物
以

外
0
.0

0
9

0
.0

0
4

0
.0

0
8

0
.0

0
4

共
通

割
掛

費
比

率
0
.0

9
1

0
.1

1
3

0
.0

9
1

0
.0

9
6

区
分

令
和
２
年
度
数
値

令
和

元
年

度
数

値

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

取
付

費
比

率

受
電

設
備

1
.3

1
3

1
.0

8
0

1
.3

2
0

1
.0

9
5

発
電

設
備

0
.6

2
7

0
.7

0
6

0
.6

1
3

0
.7

1
8

電
源

設
備

及
び

蓄
電

池
設

備
0
.8

9
9

0
.7

9
3

0
.8

8
1

0
.8

1
4

空
気

調
整

設
備

1
.4

9
2

2
.0

6
6

1
.5

0
3

2
.0

7
3

設
備

管
理

運
営

費
比

率

電
力

設
備

及
び

空
気

調
整

設
備

0
.0

1
6

0
.0

3
2

0
.0

2
5

0
.0

3
6

単
位

令
和
２
年
度
単
金

令
和

元
年

度
単

金

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日

本
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本

平
日

昼
間

・
一

人
当

た
り

・
１

時
間

ご
と

6
,1

7
0
円

6
,0

4
9
円

6
,2

1
6
円

6
,0

5
9
円

平
日

夜
間

・
一

人
当

た
り

・
１

時
間

ご
と

7
,0

9
0
円

6
,9

8
9
円

7
,1

4
5
円

7
,0

0
6
円

平
日

深
夜

・
一

人
当

た
り

・
１

時
間

ご
と

8
,1

4
3
円

8
,0

6
4
円

8
,2

0
8
円

8
,0

8
8
円

土
日

祝
日

昼
夜

間
・
一

人
当

た
り

・
１

時
間

ご
と

7
,3

5
4
円

7
,2

5
9
円

7
,4

1
1
円

7
,2

7
7
円

土
日

祝
日

深
夜

・
一

人
当

た
り

・
１

時
間

ご
と

8
,4

0
7
円

8
,3

3
4
円

8
,4

7
6
円

8
,3

5
9
円

区
分

令
和
２
年
度
数
値

令
和

元
年

度
数

値

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

設
備

管
理

運
営

費
比

率
※

端
末

回
線

伝
送

機
能

0
.0

3
0

0
.0

2
8

0
.0

3
1

0
.0

2
9

端
末

系
交

換
機

能
0
.0

5
3

0
.0

5
0

0
.0

5
6

0
.0

5
0

中
継

系
交

換
機

能
0
.0

4
5

0
.0

5
0

0
.0

4
8

0
.0

5
7

中
継

伝
送

機
能

0
.0

3
8

0
.0

4
2

0
.0

3
6

0
.0

3
6

通
信

料
対

応
設

備
合

計
0
.0

5
1

0
.0

5
0

0
.0

5
4

0
.0

4
9

デ
ー

タ
系

設
備

合
計

0
.1

0
1

0
.0

8
7

0
.0

9
9

0
.0

8
4
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実
績

原
価

方
式

に
基

づ
く
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.6
4
～

7
0
）

加
入
光

フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接
続
料
の
改

定
等

（
P

.4
3
～

4
8
）

Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係

る
接

続
料

の
改

定
等

（
Ｐ

.5
0
～

6
2
）

主
な
変

更
内

容
（
P

.５
～

4
0
）

そ
の
他
の

変
更

内
容

（
詳
細

）
（
P

.4
3
 ～

7
4
）

参
考
資

料
（
P

.7
6
 ～

8
5
）

自
己

資
本

利
益

率
（
P

.7
4
）

本
件
申

請
に
お
い
て
廃

止
・
整
理
品
目
化
す
る
接
続

機
能

（
P

.7
2
）

①
令

和
２
年

度
の

加
入

光
フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接

続
料
の

改
定
等

（
P

.５
～

2
0
）

②
令

和
２
年

度
の

次
世

代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）
に
係
る
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.2
2
～

2
9
）

③
実

績
原

価
方

式
に
基

づ
く
令
和

２
年
度

の
接
続

料
の
改

定
等

（
P

.3
1
～

3
2
）

④
そ
の
他

の
事

項
（
接

続
料
規
則
第
３
条

に
基

づ
く
許
可
申

請
等
の

概
要

、
ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
）
（
P

.3
4
～

4
0
）
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項
目

概
要

接
続
約

款
上

の
機

能
機

能
の

利
用

状
況

フ
レ
ッ
ツ
光

マ
イ
タ
ウ
ン
に

係
る
接

続
機
能
の
廃
止

【
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
の
み
】

フ
レ

ッ
ツ

光
プ

レ
ミ

ア
ム

（
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

サ
ー

ビ
ス

・
ひ

か
り

電
話

サ
ー

ビ
ス

）
の

廃
止

に
伴

い
、

フ
レ

ッ
ツ

光
プ

レ
ミ

ア
ム

を
前

提
に

自
治

体
情

報
の

配
信

等
が

で
き

る
自

治
体

向
け

の
相

対
サ

ー
ビ

ス
で

あ
る

「
フ

レ
ッ

ツ
光

マ
イ

タ
ウ

ン
」
が

平
成

3
1
年

３
月

3
1
日

に
提

供
終

了
と

な
っ

た
こ

と
か

ら
、

関
連

の
規

定
を

削
除

す
る

も
の

。

※
フ

レ
ッ

ツ
光

マ
イ

タ
ウ

ン
を

利
用

し
て

い
た

ユ
ー

ザ
に

つ
い

て
は

、
後

継
サ

ー
ビ

ス
で

あ
る

「
フ

レ
ッ

ツ
光

マ
イ

タ
ウ

ン
ネ

ク
ス

ト
」
（
フ

レ
ッ

ツ
光

ネ
ク

ス
ト

を
前

提
に

自
治

体
情

報
を

配
信

で
き

る
等

の
自

治
体

向
け

の
相

対
サ

ー
ビ

ス
）
へ

移
行

。

•
ＩＰ

電
話

に
係

る
一

般
中

継
系

ル
ー

タ
交

換
伝

送
機

能
（
※

既
存

ひ
か

り
電

話
網

の
中

継
ル

ー
タ

・
伝

送
路

部
分

）

•
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
利

用
部

門
の

み
が

利
用

す
る

機
能

。

本
件
申
請
に
お
い
て
廃
止

・
整
理

品
目
化

す
る
接

続
機
能
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実
績

原
価

方
式

に
基

づ
く
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.6
4
～

7
0
）

加
入
光

フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接
続
料
の
改

定
等

（
P

.4
3
～

4
8
）

Ｎ
Ｇ
Ｎ
に
係

る
接

続
料

の
改

定
等

（
Ｐ

.5
0
～

6
2
）

主
な
変

更
内

容
（
P

.５
～

4
0
）

そ
の
他
の

変
更

内
容

（
詳
細

）
（
P

.4
3
 ～

7
4
）

参
考
資

料
（
P

.7
6
 ～

8
5
）

自
己

資
本

利
益

率
（
P

.7
4
）

本
件
申

請
に
お
い
て
廃

止
・
整
理
品
目
化
す
る
接
続

機
能

（
P

.7
2
）

①
令

和
２
年

度
の

加
入

光
フ
ァ
イ
バ

に
係

る
接

続
料
の

改
定
等

（
P

.５
～

2
0
）

②
令

和
２
年

度
の

次
世

代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）
に
係
る
接
続
料

の
改
定

等
（
P

.2
2
～

2
9
）

③
実

績
原

価
方

式
に
基

づ
く
令
和

２
年
度

の
接
続

料
の
改

定
等

（
P

.3
1
～

3
2
）

④
そ
の
他

の
事

項
（
接

続
料
規
則
第
３
条

に
基

づ
く
許
可
申

請
等
の

概
要

、
ス
タ
ッ
ク
テ
ス
ト
）
（
P

.3
4
～

4
0
）
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自
己
資
本
利
益

率
(
令

和
２
年

度
適

用
値

)

自
己

資
本
利
益
率
の
算
出
方
法

※
１

平
成

2
6
年
度

平
成

2
7
年

度
平

成
2
8
年

度
平

成
2
9
年

度
平
成

3
0
年
度

主
要

企
業

の
自

己
資

本
利

益
率

(ⅰ
)

8
.1

6
7
.8

9
8
.6

6
9
.5

6
9
.4

9

リ
ス
ク
フ
リ
ー
レ
ー
ト
(ⅱ

)
（
1
0
年
も
の
国
債
利
回
り
）

0
.4

9
0
.3

2
0
.0

0
※

２
0
.0

6
0
.0

6

ⅰ
－

ⅱ
7
.6

7
7
.5

7
8
.6

6
9
.5

0
9
.4

3

自
己

資
本

利
益

率
（
ⅰ
－

ⅱ
）
×
β

値
(0

.6
)＋

ⅱ

5
.0

9
4
.8

6
5
.2

0
5
.7

6
5
.7

2

5
.0

9
4
.8

6
5
.2

0
5
.7

6
5
.7

2

5
.0

9
4
.8

6
5
.2

0
5
.7

6
5
.7

2

３
年
間
の
平
均
値

平
成

3
0
年
度
適
用
値

5
.0

5
％

令
和
２

年
度
適
用
値

5
.5

6
％

５
年
間
の
平
均
値

8
.7

5
％

5
.5

6
％

い
ず
れ

か
低

い
方

を
採

用

３
年
間
の
平
均
値

※
１

接
続

料
算

定
に

用
い

る
自

己
資

本
利

益
率

は
、

「
Ｃ

Ａ
Ｐ

Ｍ
的

手
法

に
よ

り
計

算
さ

れ
る

期
待

自
己

資
本

利
益

率
の

過
去

３
年

間
の

平
均

値
」又

は
「
主

要
企

業
の

過
去

５
年

間
の

平
均

自
己

資
本

利
益

率
」の

い
ず

れ
か

低
い

方
を

採
用

す
る

こ
と

と
し

て
い

る
（
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

接
続

料
規

則
第

1
2条

）。
令

和
２

年
度

の
接

続
料

の
算

定
で

は
、

「
Ｃ

Ａ
Ｐ

Ｍ
的

手
法

に
よ

り
計

算
さ

れ
る

期
待

自
己

資
本

利
益

率
の

過
去

３
年

間
の

平
均

値
」が

採
用

さ
れ

て
い

る
。

○
自

己
資

本
利

益
率

は
、
令
和
元
年
度
適
用
値
と

比
較
し

て
上
昇

傾
向

（
5.

2
7％

→
5
.5

6
％

）

※
２

日
銀

の
金

融
政

策
の

影
響

に
よ

り
、

平
成

28
年

度
４

月
期

～
11

月
期

の
当

該
国

債
の

金
利

が
マ

イ
ナ

ス
金

利
と

な
り

、
年

間
の

平
均

値
は

マ
イ

ナ
ス

の
値

と
な

る
が

、
本

申
請

で
は

「0
.0

0
％

」と
さ

れ
て

い
る

。
こ

れ
に

関
連

し
て

、
情

報
通

信
行

政
・
郵

政
行

政
審

議
会

諮
問

第
3
10

0
号

に
係

る
接

続
委

員
会

報
告

書
（平

成
30

年
３

月
1
6日

）別
添

（
考

え
方

１
）に

お
い

て
、

「
こ

の
リ

ス
ク

フ
リ

ー
レ

ー
ト
が

マ
イ

ナ
ス

で
あ

る
場

合
、

①
指

定
電

気
通

信
設

備
へ

の
投

資
に

対
す

る
機

会
費

用
を

マ
イ

ナ
ス

の
金

額
で

見
込

む
こ

と
に

な
る

こ
と

、
②

期
待

利
回

り
が

マ
イ

ナ
ス

の
も

の
へ

の
投

資
と

い
う

想
定

し
に

く
い

投
資

家
行

動
を

想
定

す
る

こ
と

に
な

る
こ

と
か

ら
、

リ
ス

ク
フ

リ
ー

レ
ー

ト
を

0
.0

0
％

に
設

定
す

る
こ

と
は

許
容

さ
れ

る
も

の
と

考
え

る
。

」
と

さ
れ

て
い

る
。

３
年
間
の
平
均
値

令
和
元
年
度
適
用
値

5
.2

7
％
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（
参
考
資
料
）
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○
第
一
種
指
定
電

気
通

信
設
備
に
関
し
て
は

、
法
第

3
3
条
の
規
定
に
基
づ
き
接
続
約
款
（
認
可

を
受
け
る
べ
き
接
続
料
・
接
続
条
件
を
定
め
る

約
款

）
の
変
更
の
認

可
申
請

が
あ
っ
た
と
き
は
、
審
議
会
へ
の
諮
問
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
（
法
第

1
6
9
条
）
。

○
審

議
会

※
１
に
お
い
て
は

、
原
価

算
定
根

拠
を
含
む
申
請
内
容
を
公
表
し
て
意
見
募
集
を
２
回
実
施

※
２
（
２
回
目
の
意
見
募
集
で
は
、
１
回
目

の
意
見
募
集
で
提
出
さ
れ
た
接
続
事

業
者
等
か
ら
の
意
見
に
対
す
る
意
見
を
募
集
）
。
２
回
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本

の
反
論
等
の
機
会

が
設

け
ら
れ
る
と
と
も
に
、
１
回
目
で
提
出
さ
れ
た
意
見
に
賛
同
又
は
反
対
す
る
他
の
接
続
事
業
者
等
の
意
見
が
明
ら
か

に
な
る
な
ど
し
て
、
論

点
・
事
実
関
係
等
が
よ
り
明
確
化
。

※
１

：
電

気
通

信
事

業
法

施
行

令
第

１
２

条
に

よ
り

情
報

通
信

行
政

・
郵

政
行

政
審

議
会

と
定

め
ら

れ
、

同
審

議
会

議
事

規
則

に
よ

り
、

法
第

1
6
9
条

に
基

づ
く

諮
問

に

つ
い

て
は

下
部

に
設

け
ら

れ
た

電
気

通
信

事
業

部
会

の
専

決
に

よ
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

。

※
２

：
接

続
に

関
す

る
議

事
手

続
規

則
（
平

成
2
0
年

９
月

3
0
日

電
気

通
信

事
業

部
会

決
定

第
６

号
）
に

よ
る

。

○
意
見
募
集
及
び
審
議

の
結
果
（
答

申
）
を
踏
ま
え
、
総
務
省
で
は
、
必
要
に
応
じ
、
申
請
内
容
の
補
正
を
待
っ
て
の
認
可
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
西

日
本
に
対
す
る
要
請

、
制

度
上

の
検
討
な
ど
を
実
施
。

接
続
会
計
の
整
理
・
公

表

接
続
料
原
価
の
算
定
方
法

✔
実

績
原

価
方

式

✔
将

来
原

価
方

式

✔
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

方
式

等

第
一
種

指
定

設
備

管
理

運
営

費

他
人
資
本

費
用

自
己
資
本

費
用

調
整

額

＋ ＋ ＋

接
続

料
原

価

算
定

方
式

接
続
料

を
再

計
算

（
１
年

毎
）

網
機
能
提
供
計
画

の
届
出
・
公
表
義
務

接
続
会
計
の

整
理
・
公

表
義
務

接
続
約
款
の

作
成
・
公

表
義
務

（
認
可
制
）

利
益

対
応

税

＋

通
常
の
認
可
プ
ロ
セ
ス

法 第 三 十 三 条 に 基 づ く

接 続 約 款 変 更 の 認 可 申 請

電 気 通 信 事 業 部 会 へ の 諮 問

２ 回 の 意 見 公 募

接 続 委 員 会 で 調 査 ・ 検 討

電 気 通 信 事 業 部 会 に て 答 申

接 続 約 款 認 可

第
一

種
指

定
電

気
通

信
設

備

に
関

す
る
接

続
関

連
規

制

接
続
約
款
変
更
の
認

可
に
至
る
流

れ
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事
業
者
Ａ
の

ユ
ー
ザ
（
ａ
）

事
業
者
Ｂ
の

ユ
ー
ザ
（
ｂ
）

■
携

帯
電

話
の

例

下
図
（
ａ
）
か
ら
（
ｂ
）
の
通
信
の
場
合
、
事
業
者
Ａ
は
、
事
業
者
Ｂ
の
携
帯
電
話
網
の
接
続
料
を
支
払
う

事
業
者
Ｘ
の

ユ
ー
ザ
（
ｘ
）

事
業
者
Ｙ
の

ユ
ー
ザ
（
ｙ
）

■
固

定
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
の
例

下
図
（
ｘ
）
か
ら
（
ｙ
）
の
通
信
の
場
合
、
事
業
者
Ｘ
は
、
事
業
者
Ｙ
の
ＩＰ
網
の
接
続
料
を
支
払
う
こ
と
が
あ
る
（
赤
字
部
分
）

さ
ら
に
、
固
定
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
の
場
合
、
事
業
者
Ｙ
の

加
入
光
フ
ァ
イ
バ
や
メ
タ
ル
回
線
の
接
続
料
を
支
払
う
ケ
ー
ス
も
あ
る
（
青
字
部
分
）

事
業
者
Ｙ
の

伝
送
路

○
電

気
通

信
事

業
者

は
、

他
の

電
気

通
信

事
業

者
か

ら
、

電
気

通
信

回
線

設
備

と
の

接
続

の
請

求
を

受
け

た
と

き
は

、
原

則
と

し
て

こ
れ

に
応

じ
る

義
務

を
有

す
る

。
（接

続
応

諾
義

務
、

電
気

通
信

事
業

法
第

３
２

条
）

電
気
通
信
事
業

分
野

に
お
け
る
接

続

事
業
者

Xの
IP
網

事
業
者

Yの
IP
網

接
続

接
続

接
続
料

接
続
料

事
業

者
Aの

携
帯
電
話
網

事
業
者

Bの
携
帯

電
話

網

接
続

接
続
料
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
固
定
通
信
で
は
、加

入
者
回
線
系
の
設
備

（光
フ
ァ
イ
バ
等
）を

経
由
し
て
通
信
す
る
こ
と
が
不
可
欠
。


移
動
通
信
で
は
、高

い
シ
ェ
ア
を
占
め
る
事
業
者
が
、他

の
事
業
者
に
対
し
強
い
交
渉
力
を
保
持
。


こ
の
た
め
、電

気
通
信
事
業
法
で
は
、主

要
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
保
有
す
る
特
定
の
事
業
者
に
対
し
て
、接

続
料
等
の
公
平
性
・

透
明
性
、接

続
の
迅
速
性
を
担
保
す
る
た
め
の
規
律
（
指
定
電
気
通
信
設
備
制
度
）
等
を
課
し
て
い
る
。

加
入
者

回
線

（
銅
線

・
光
フ
ァ
イ
バ
）

都
道

府
県
ご
と
に
５
０
％

超
の
加

入
者
回

線
シ
ェ
ア

⇒
 Ｎ

Ｔ
Ｔ
東
日
本
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日

本
指

定
要
件

固
定
系

（第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
制
度
）

移
動
系

（第
二
種
指
定
電
気
通
信
設
備
制
度
）

接
続

約
款

（
接
続
料
・
接
続
条
件
）
の
認

可
制

接
続

会
計
の
整
理
義
務

網
機

能
提
供
計
画
の
届
出
・公

表
義

務
接
続
関

連
規

制

業
務

区
域
ご
と
の
１０

％
超
の
端
末
シ
ェ
ア

⇒
Ｎ
Ｔ
Ｔ
ド
コ
モ

、
Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ、
沖
縄
セ
ル
ラ
ー
、
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
、

W
C

P
、

U
Q

指
定

要
件

接
続

約
款

（
接
続
料
・
接
続
条
件
）
※
の
届
出
制

接
続

会
計
の
整
理
義
務

接
続

関
連

規
制

接
続

接
続

接
続

固
定
電
話
、
光
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
サ
ー

ビ
ス
等

※
光
フ
ァ
イ
バ
等

と
接
続
す
る
ケ
ー

ス
も
あ
り

接
続
料

接
続
料

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

主
要
携
帯
事
業
者

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

※
Ｍ
Ｖ
Ｎ
Ｏ
と
の
接

続
の
場

合

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

他
事

業
者

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

西
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

携
帯

電
話

、
モ

バ
イ
ル
デ

ー
タ
通
信
サ
ー
ビ
ス
等

特
定
移
動
端
末
設
備

※
 ア

ン
バ
ン
ド
ル
機
能
、接

続
料
の
算
定
方
法
等
を
省
令
で
規
定

指
定
電
気
通
信
設

備
制

度
の
概
要
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Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

の
加

入
者

回
線

等
を
第

一
種

指
定

設
備

と
し
て
指

定
（
平

成
９
年

・
1
3
年

）

指
定
要

件
：
都

道
府

県
ご
と
に

5
0
％
超
の
シ
ェ
ア
を
占

め
る
加
入

者
回

線
を
有

す
る
こ
と

[第
3
3
条

第
1
項

]

対
象

設
備

：
加

入
者

回
線
及
び
こ
れ
と
一
体
と
し
て
設
置

さ
れ

る
設

備
で
あ
っ
て
、
他

の
電

気
通

信
事

業
者

と
の

接
続

が
利

用
者

の
利

便
の

向
上
及
び
電
気
通
信
の
総
合
的

か
つ
合

理
的

な
発

達
に
欠

く
こ
と
が

で
き
な
い
電

気
通

信
設

備
[同

上
]

接
続

料
、
接

続
条

件
（
接

続
箇

所
に

お
け

る
技

術
的

条
件

等
）
に
つ
い
て
接
続
約

款
を
定

め
、
総
務

大
臣

の
認
可

を
受

け
る

こ
と

。
[第

3
3
条

第
2
項

]

第
一

種
指

定
設

備
の

機
能

に
対

応
し

た
費

用
等

や
第

一
種

指
定

設
備

と
の

接
続

に
関

す
る

収
支

の
状

況
を

整
理

し
、

公
表

す
る

こ
と

。
[第

3
3
条

第
1
3
項

]

第
一

種
指

定
設

備
の

機
能

を
変

更
等

す
る

場
合

に
は

事
前

に
設

備
改

修
日

程
等

の
計

画
を

届
出

・
公

表
す

る
こ

と
。

[第
3
6
条

]

【
接
続

約
款

の
認

可
の
要

件
[第

3
3
条

第
4
項

]】


機

能
ご
と
の

接
続

料
、

標
準

的
な
接

続
箇
所
に
お
け
る
技

術
的

条
件

等
が

適
正

・
明

確
に
定

め
ら
れ

て
い
る

こ
と

。


接

続
料

が
能

率
的

な
経

営
の

下
に

お
け

る
適

正
な

原
価

に
適

正
な

利
潤

を
加

え
た

金
額

を
算

定
す

る
も

の
と

し
て

総
務

省
令

（
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

接
続

料
規

則
）
で

定
め

る
方

法
に

よ
り

算
定

さ
れ

た
金
額
に
照

ら
し
公

正
妥

当
な

も
の

で
あ

る
こ

と
。

（
総

括
原

価
方

式
に
よ
る
算

定
）


接

続
条

件
が

、
第

一
種

指
定

設
備

に
自
己
の

電
気

通
信

設
備

を
接

続
す

る
こ

と
と

し
た
場

合
の

条
件

に
比

し
て
不

利
な
も
の

で
な
い

こ
と

。


特

定
の

事
業

者
に
対
し
不
当
な
差
別
的
取
扱
い
を
す
る
も
の

で
な
い

こ
と

。

接
続
料
は
、
機
能
ご
と
に

当
該

接
続

料
に

係
る
収

入
（
接

続
料

×
通

信
量

等
（
需

要
）
）
が

、
当

該
接

続
料

の
原

価
に
一

致
す
る
よ
う
に
定

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。
[第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

接
続

料
規

則
第

1
4
条

]

第
一
種
指
定
設
備
を
設

置
す
る
事

業
者

に
対
す
る
規
律

①
接
続
約
款
の
策

定
・
公

表
義

務
（
認
可

制
）

②
接

続
会

計
の

整
理

・
公

表
義

務
③
網
機
能
提
供
計
画
の
届
出
・
公
表
義
務

指
定

「
機

能
」
は
総

務
省

令
で
規

定
⇒

「
法

定
機

能
」

認
可
を
受
け
た
接
続
約
款
に
定
め
る
接

続
料

・
接

続
条
件

で
接

続
協

定
を
締

結
す
る
こ
と
が
原

則
[第

3
3
条

第
9
項

]

第
一
種
指
定
電

気
通

信
設

備
に
係

る
接
続

制
度
の
概
要

○
固

定
通

信
は

、
加

入
者

回
線

を
経

由
し

な
け

れ
ば

利
用

者
同

士
の

通
信

が
成

り
立

た
な

い
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

構
造

と
な

っ
て

い
る

。

○
電

気
通

信
事

業
法

で
は

、
他

の
事

業
者

の
事

業
展

開
上

不
可

欠
な

設
備

（加
入

者
回

線
等

）を
「
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

」と
し

て
総

務
大

臣
が

指
定

し
、

当
該

設
備

と
の

接
続

に
関

す
る

接
続

料
及

び
接

続
条

件
の

公
平

性
・
透

明
性

や
、

接
続

の
迅

速
性

を
確

保
す

る
た

め
、

接
続

約
款

を
総

務
大

臣
の

認
可

制
に

す
る

等
の

規
律

を
課

し
て

い
る

。
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加
入

者
交

換
機

相
互
接
続
点

収
容
局
間

伝
送
路

中
継

局
（
IC
）

収
容

局
(G

C
）

SI
Pサ

ー
バ

収
容
ル
ー
タ

FT
TH

中
継
ダ
ー
ク

フ
ァ
イ
バ

網
終
端
装
置

各
県
中
継
ル
ー
タ

電
話

網
（

PS
TN

）

加
入

者
回

線
（
光

フ
ァ
イ
バ

）

収
容

局
－

中
継

局
間

伝
送

路
信

号
用

中
継

交
換

機

中
継
交
換
機 信
号

用
伝

送
路

加
入

者
回

線
（
銅

線
）

○
加

入
者

回
線

（
光

フ
ァ

イ
バ

）、
加

入
者

回
線

（
銅

線
）、

次
世

代
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

（
Ｎ

Ｇ
Ｎ

）、
電

話
網

（
Ｐ

Ｓ
Ｔ

Ｎ
）
等

に
つ

い
て

、
総

務
省

令
で

定
め

る
機

能
（
法

定
機

能
※

）の
単

位
で

接
続

料
が

設
定

さ
れ

て
い

る
。

※
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

と
の

接
続

に
係

る
機

能
の

う
ち

、
他

の
事

業
者

が
必

要
と

す
る

機
能

の
み

を
細

分
化

し
て

使
用

で
き

る
よ

う
に

し
た

機
能

。
ア

ン
バ

ン
ド

ル
機

能
と

も
呼

称
。

第
一
種
指
定
電
気

通
信

設
備
制

度
に
お
け
る
接

続
料
算

定
の
対

象
機
能

次
世

代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）

集
約

中
継
ル
ー
タ

※

FT
TH

Ｇ
Ｗ
ル

ー
タ

※
Ｎ

Ｇ
Ｎ

の
集

約
中

継
ル

ー
タ

及
び

県
間

伝
送

路
（
点

線
）
は

非
指

定
設

備
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■
接
続
料
が
能
率
的
な
経
営
の
下
に
お
け
る
適
正
な
原
価
に
適
正
な
利
潤
を
加
え
た
も
の
を
算
定
す
る
も
の
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
方

法
に
よ
り
算
定
さ
れ
た
金
額
に
照
ら
し
公
正
妥
当
な
も
の
で
あ
る
こ
と
。

接
続
料
の
認
可
基
準

（
電
気
通
信
事
業
法

第
3
3
条
４
項
２
号
）

算
定
方
式

算
定
概
要

主
な
対
象
機
能

長
期
増
分
費
用
方
式

（
Ｌ
Ｒ
ＩＣ

）
・
仮
想
的
に
構
築
さ
れ
た
効
率
的
な
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
コ
ス
ト
に
基
づ
き
算
定

・
前
年
度
下
期
＋
当
年
度
上
期
の
通
信
量
を
使
用

・
電
話
網
（
加
入
者
交
換
機
等
）

実
際

費
用

方
式

将
来
原
価
方
式

・
新
規
か
つ
相
当
の
需
要
増
加
が
見
込
ま
れ
る
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
設
備
に
適
用

・
原
則
５
年
以
内
の
予
測
需
要
・
費
用
に
基
づ
き
算
定

・
加
入
者
回
線
（
光
フ
ァ
イ
バ
）

・
Ｎ
Ｇ
Ｎ

実
績
原
価
方
式

・
前
々
年
度
の
実
績
需
要
・
費
用
に
基
づ
き
算
定

・
当
年
度
の
実
績
値
が
出
た
段
階
で
、
そ
れ
に
よ
り
算
定
し
た
場
合
と
の
乖
離
分

を
翌
々
年
度
の
費
用
に
調
整
額
と
し
て
加
算

・
加
入
者
回
線

（
ド
ラ
イ
カ
ッ
パ
、
ラ
イ
ン
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
）

・
中
継
光
フ
ァ
イ
バ
回
線

・
専
用
線
、
・
公
衆
電
話

・
地
域
ＩＰ
網
、
・
ＩＰ
関
連
装
置

×
通
信
量
等
）
が
、
当
該
接
続
料
の
原
価
及
び
利
潤
の
合
計
額

に
一
致
す
る
よ
う
に
定

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

接
続

料
接
続
料
原
価

通
信

量
等

×
＝

＝

第
一
種
指
定
設
備

管
理
運
営
費

（
設

備
コ
ス
ト
）

利
益
対
応
税

自
己
資

本
費
用

他
人
資
本
費
用

＋
＋

＋

法
定

機
能

ご
と
の
通

信
量
等
の
直
近
の
実
績
値

（
※
）

（
将

来
原

価
方

式
の

場
合

：
将

来
の

合
理

的
な

通
信

量
等

の
予

測
値

）

＋
調
整
額

接
続
料
算
定
の
原
則

（
接
続
料
規
則
第

1
4
条
第

1
項
）

＝

※
接

続
料

の
体

系
は

、
当

該
接

続
料

に
係

る
第

一
種

指
定

設
備

管
理

運
営

費
の

発
生

の
態

様
を

考
慮

し
、

回
線

容
量

、
回

線
数

、
通

信
回

数
、

通
信

量
、

距
離

等
を

単
位

と
し

、
社

会
的

経
済

的
に

み
て

合
理

的

な
も

の
と

な
る

よ
う
に

設
定

す
る

も
の

と
す

る
。

（接
続

料
規

則
第

14
条

第
３
項

）

接
続
料
原
価

（
接
続
料
規
則
第
８
条
第
１
項
）

接
続

料

通
信
量
等

(
需
要

)
（
接

続
料
規
則
第

1
4
条
第
２
項
）

（
適

正
報
酬
額
）

接
続
料
算
定
の
原
則

と
対

象
機
能
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法
定

機
能
と
接

続
料

算
定

方
式

の
対

応
関

係
法
定
機
能
の
区
分

機
能
の
概

要
法

定
機

能
の

区
分
（
第

一
種

指
定
電

気
通
信
設
備
接
続
料
規
則
第
４
条
）

通
称

端
末

回
線

伝
送

機
能

1
.一

般
帯

域
透

過
端
末
回
線
伝
送
機
能

ド
ラ
イ
カ
ッ
パ

電
話
用
加
入
者
回
線
と
同
等
の
設
備
を
帯

域
分
割

す
る
こ
と
な
く
提

供
し
、
通

信
を
伝

送
す
る
機

能

2
.特

別
帯

域
透

過
端
末
回
線
伝
送
機
能

ド
ラ
イ
カ
ッ
パ

の
サ

ブ
ア
ン
バ

ン
ド
ル

F
T
T
R
で
用
い
ら
れ
る
き
線
点
か
ら
利
用
者

宅
ま
で
の
区

間
（
下

部
区

間
）
の

メ
タ
ル

回
線

に
よ
り
伝

送
を
行

う
機

能

3
.帯

域
分

割
端

末
回
線
伝
送
機
能

ラ
イ
ン
シ
ェ
ア
リ
ン
グ

電
話
用
加
入
者
回
線
と
同
等
の
設
備
を
帯

域
分
割

し
て
提
供

し
、
通

信
を
伝

送
す
る
機

能

4
.光

信
号

端
末

回
線
伝
送
機
能

加
入
光

フ
ァ
イ
バ

加
入
光
フ
ァ
イ
バ
に
よ
り
通
信
を
伝
送
す
る
機
能

5
.総

合
デ
ジ
タ
ル

通
信
端
末
回
線
伝
送
機
能

IN
S
1
5
0
0
（
キ
ャ
リ
ア
ズ
レ
ー
ト
）

IS
D

N
加
入
者
回
線
に
よ
り
通
信
を
伝
送
す
る
機
能

6
.そ

の
他

端
末

回
線
伝
送
機
能

O
L
T
等

O
L
T
及
び
接
続
専
用
線
の
端
末
回
線

部
分
等
に
よ
り
伝
送
を
行

う
機

能

端
末

系
交

換
機

能

7
.端

末
系

ル
ー
タ
交
換
機
能

Ｎ
Ｇ
Ｎ
の

収
容

ル
ー
タ

収
容
ル
ー
タ
に
よ
り
通
信
の
交
換
を
行

う
機
能
（
一
般

収
容
ル
ー
タ
優

先
パ

ケ
ッ
ト
識

別
機

能
を
除

く
）

8
.一

般
収

容
ル

ー
タ
優
先
パ
ケ
ッ
ト
識
別
機
能

Ｎ
Ｇ
Ｎ
の
優

先
パ

ケ
ッ
ト
識

別
収
容
ル
ー
タ
に
お
い
て
特
定
の
パ
ケ
ッ
ト
を
識
別
す
る
機
能

9
.加

入
者

交
換

機
能

G
C
交
換

機
G

C
等
に
よ
り
通
信
の
交
換
を
行
う
機
能

1
0
.信

号
制

御
交

換
機
能

加
入
者
交

換
機

機
能

メ
ニ
ュ
ー

フ
リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル
等
の
特
定
の
電
気
通

信
番
号
を
用
い
た
サ

ー
ビ
ス
を
利

用
す
る
際

に
、
通

話
料

を
受

け
手

が
支

払
う
こ
と
等

を
実
現
す
る
た
め
に
Ｇ
Ｃ
を
制
御
す
る
機
能

1
1
.優

先
接

続
機

能
マ
イ
ラ
イ
ン

あ
ら
か
じ
め
事
業
者
を
選
択
し
て
電

気
通
信

番
号
を
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日

本
・
西

日
本

の
加

入
者

交
換

機
に
登

録
し
、
当

該
事

業
者

の
電

気
通
信
設
備
に
優
先
的
に
接
続
す
る
た
め
、
当

該
電
気

通
信
番

号
を
識

別
す
る
機

能

1
2
.番

号
ポ
ー
タ
ビ
リ
テ
ィ
機
能

番
号
ポ
ー
タ
ビ
リ
テ
ィ

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日
本
の
加
入
者
交
換
機
に
お
い
て
、
電
気

通
信
番

号
に
よ
り
、
他

事
業

者
が

設
置

す
る
固

定
端

末
系

伝
送

路
設
備
又
は
交
換
等
設
備
を
識
別
す
る
機
能

1
3
.加

入
者

交
換

機
専
用
ト
ラ
ン
ク
ポ
ー
ト
機
能

G
C

-
Ｐ
Ｏ
Ｉ間

ト
ラ
ン
ク
ポ
ー
ト

G
C
の
回
線
対
応
部
に

G
C
接
続
回
線
を
収
容
す
る
機
能

1
4
.加

入
者

交
換

機
共
用
ト
ラ
ン
ク
ポ
ー
ト
機
能

G
C

-
IC
間

ト
ラ
ン
ク
ポ
ー
ト

G
C
の
回
線
対
応
部
に

G
C
と
市
外

IC
と
の
間

の
伝

送
路
設

備
を
収
容

す
る
機

能

1
5
.折

返
し
通

信
路

設
定

機
能

IS
M

利
用
者
の

IS
D

N
回
線
を
収
容
す
る
装
置
（
Iイ

ン
タ
フ
ェ
ー
ス
加

入
者

モ
ジ
ュ
ー
ル

（
IS

M
）
）
を
接

続
事

業
者

が
IS

D
N
の

定
額

制
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
利
用
す
る
た
め
の
機
能

1
6
.光

信
号

電
気

信
号

変
換
機

能
メ
デ
ィ
ア
コ
ン
バ

ー
タ

光
信
号
電
気
信
号
変
換
装
置
に
よ
り
光
信

号
と
電
気
信

号
と
の
変

換
を
行

う
機

能

1
7
.光

信
号

分
離

機
能

局
内
ス
プ
リ
ッ
タ

局
内
ス
プ
リ
ッ
タ
に
よ
り
光
信
号
の

分
離
を
行

う
機

能

1
8
.市

内
伝

送
機

能
G

C
-
G

C
間

回
線

市
内

IC
と

G
C
と
の
間
の
伝
送
路
設
備
、

G
C
相

互
間
の

伝
送
路

設
備

、
市

内
IC
に
よ
り
、
同
一

M
A
内

に
終

始
す
る
通

信
の

交
換

及
び
伝
送
を
行
う
機
能

中
継

系
交

換
機

能

1
9
.関

門
系

ル
ー
タ
交
換
機
能

Ｎ
Ｇ
Ｎ
の
網

終
端

装
置

、
G

W
ル

ー
タ

関
門
系
ル
ー
タ
（
網
終
端
装
置
、

G
W
ル

ー
タ
）
に
よ
り
通
信

の
交
換
を
行

う
機

能

2
0
.中

継
交

換
機

能
IC
交
換
機

市
外
ＩＣ

に
よ
り
通
信
の
交
換
を
行
う
機
能

2
1
.中

継
交

換
機

専
用
ト
ラ
ン
ク
ポ
ー
ト
機
能

IC
-
Ｐ
Ｏ
Ｉ間

ト
ラ
ン
ク
ポ
ー
ト

IC
の
回
線
対
応
部
に

IC
接
続
回
線
を
収
容
す
る
機
能

2
2
.中

継
交

換
機

共
用
ト
ラ
ン
ク
ポ
ー
ト
機
能

IC
-
IC
間
ト
ラ
ン
ク
ポ
ー
ト

IC
の
回
線
対
応
部
に

G
C
と
市
外

IC
と
の
間

の
伝

送
路
設

備
を
収
容

す
る
機

能

2
3
.音

声
パ

ケ
ッ
ト
変
換

機
能

Ｎ
Ｇ
Ｎ
の
メ
デ
ィ
ア
ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ

音
声
信
号
と
パ
ケ
ッ
ト
の
相
互
間
の
変
換
を
行
う
機
能

中
継

伝
送

機
能

2
4
.中

継
伝

送
共

用
機
能

G
C

-
IC
間

共
用

回
線

G
C
と
市
外

IC
と
の
間
の
伝
送
路
設
備
を
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本
・
西

日
本
及

び
接

続
事

業
者

が
共

用
し
て
通

信
を
行

う
機

能

2
5
.中

継
伝

送
専

用
機
能

G
C

-
IC
間

専
用

回
線

G
C

-
IC
間
の
伝
送
路
設
備
を
接
続
事
業
者
が
専
用

線
と
し
て
利
用

す
る
機

能

2
6
.中

継
交

換
機

接
続
伝
送
専
用
機
能

IC
-
Ｐ
Ｏ
Ｉ間

専
用

回
線

G
C
と
市
外

IC
と
の
間
の
伝
送
路
設
備
を
専
ら
接
続
事

業
者
が

利
用

し
て
通

信
を
伝

送
す
る
機

能

2
7
.一

般
光

信
号

中
継
伝
送
機
能

中
継
光
フ
ァ
イ
バ
等

中
継
光
フ
ァ
イ
バ
を
波
長
分
割
多
重
装
置
を
用
い
る
こ
と
な
く
伝
送
を
行

う
機

能

2
8
.特

別
光

信
号

中
継
伝
送
機
能

W
D

M
を
用
い
た
中

継
光

フ
ァ
イ
バ

中
継
光
フ
ァ
イ
バ
を
波
長
分
割
多
重
装
置
を
用
い
て
１
波
長

に
て
伝

送
を
行

う
機

能

ル
ー
テ
ィ
ン
グ

伝
送

機
能

2
9
.一

般
中

継
系

ル
ー
タ
交
換
伝
送
機
能

Ｎ
Ｇ
Ｎ
の
中

継
ル

ー
タ
及

び
伝

送
路

中
継
ル
ー
タ
、
収
容
ル
ー
タ
～
中
継
ル
ー
タ
間
、
中

継
ル
ー
タ
～

関
門

系
ル

ー
タ
間

の
通

信
の

交
換

及
び
伝

送
を
行

う
機

能

3
0
.特

別
収

容
ル

ー
タ
接
続
ル
ー
テ
ィ
ン
グ
伝
送
機
能

地
域

IP
網

の
収

容
局

接
続

地
域

IP
網
に
お
け
る
収
容
ル
ー
タ
及
び
伝
送
路

設
備
に
よ
り
通

信
の

交
換

及
び
伝

送
を
行

う
機

能

3
1
. イ

ー
サ

ネ
ッ
ト
フ
レ
ー
ム
伝

送
機

能
イ
ー
サ
ネ
ッ
ト

イ
ー
サ
ネ
ッ
ト
ス
イ
ッ
チ
及
び
伝
送
路
設
備
に
よ
り
通
信
路
の

設
定

及
び
伝

送
を
行

う
機

能

3
2
.通

信
路

設
定

伝
送

機
能

専
用
線

通
信
路
の
設
定
の
機
能
を
有
す
る
電
気
通
信
設

備
及
び
伝
送
路

設
備

に
よ
り
通

信
路

の
設

定
及

び
伝

送
を
行

う
機

能

3
3
.信

号
伝

送
機

能
共
通
線

信
号

網
共
通
線
信
号
網
を
利
用
し
て
、

P
H

S
事
業
者

の
P

H
S
端
末
の

位
置

登
録

や
位

置
情

報
取

得
等

を
行

う
機

能

3
4
.S

IP
サ
ー
バ

機
能

Ｎ
Ｇ
Ｎ
の

S
IP
サ

ー
バ

収
容
ル
ー
タ
と
連
携
し
て
パ
ケ
ッ
ト
の
制
御
や

固
定
端

末
系
伝

送
路

設
備

の
認

証
等

を
行

う
機

能

3
5
.番

号
案

内
機

能
番
号
案

内
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
・
装

置
電
気
通
信
番
号
の
案
内
を
行
う
機
能

3
6
.公

衆
電

話
機

能
公
衆
電

話
機

公
衆
電
話
の
電
話
機
等
に
よ
り
通
信
の
発

信
を
行

う
機
能

3
7
.端

末
間

伝
送

等
機

能
専
用
線

（
キ
ャ
リ
ア
ズ
レ
ー
ト
）

端
末
間
の
伝
送
等
に
係
る
電
気
通
信
役
務
の

提
供
に
当

た
っ
て
一

体
的

に
用

い
ら
れ

て
い
る
も
の

と
同

等
の

機
能

3
8
.ク

ロ
ッ
ク
提

供
機
能

ク
ロ
ッ
ク
提

供
装

置
デ
ジ
タ
ル
交
換
機
や
伝
送
装
置
等
を
同
期

さ
せ
、
通
信

品
質
を
維

持
す
る
た
め
の

同
期

ク
ロ
ッ
ク
を
供

給
す
る
機

能

＊
接

続
料

の
算

定
方

式

：
実

績
原

価
方

式

：
将

来
原

価
方

式
（
加

入
光

フ
ァ
イ
バ

）

：
将

来
原

価
方

式
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）

：
長

期
増

分
費

用
（
L
R

IC
)方

式

：
キ
ャ
リ
ア
ズ
レ
ー
ト
※

※
 上

記
表

中
の

２
つ

の
機

能
に

つ
い

て
、

い
わ

ゆ
る

キ
ャ

リ
ア

ズ
レ

ー
ト
方

式
に

よ
り

接
続

料
が

設
定

さ
れ

て
い

る
が

、
変

更
が

な
い

た
め

、
申

請
の

対
象

に
は

な
っ

て
い

な
い

。
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ひ
か
り
電
話
等

ひ
か
り
電
話
等

中
継

交
換

機
（
IC

）

加
入

者
交

換
機

（
G

C
）

変
換
装
置

（
M

G
）

＝

Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ

S
IP

サ
ー
バ

S
N

I収
容

ル
ー
タ

＝

コ
ン
テ
ン
ツ

事
業

者 S
N

I

次
世
代
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
Ｎ
Ｇ
Ｎ
）に

つ
い
て

U
N

I

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

県
内
伝
送
路 収

容
ル
ー
タ

＝
光

U
N

I

G
W
ル
ー
タ

(I
P

o
E
)

県
間
伝
送
路

非
指
定
設
備

都
道
府
県
毎

収
容
ビ
ル
毎

（Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
）

非
指
定
設
備

県
内
伝
送
路

収
容

ル
ー
タ

＝
光

U
N

I

都
道
府
県
毎

収
容
ビ
ル
毎

中
継

交
換

機
（
IC

）

加
入

者
交

換
機

（
G

C
）

＝

Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ

U
N

I

（Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
）

他
事
業
者
の

固
定
電
話
、

携
帯
電
話

集
約

中
継

ル
ー
タ

G
W
ル
ー
タ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

網
終

端
装

置

Ｎ
Ｇ
Ｎ

（Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
）

＝

コ
ン
テ
ン
ツ

事
業
者

S
N

I S
N

I収
容

ル
ー
タ

中
継
伝
送
路

Ｎ
Ｇ
Ｎ

（Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日

本
）

関
門

交
換

機
（
ＩＧ

Ｓ
）

集
約
中
継
ル
ー
タ

各
県
中
継

ル
ー
タ

非
指
定
設
備

G
W
ル
ー
タ

(I
P

o
E
)

各
県
中

継
ル
ー
タ

県
間
伝
送
路

非
指
定
設
備

非
指

定
設

備

変
換
装
置

（
M

G
）

集
約
ブ
ロ
ッ
ク
毎

S
IP

サ
ー
バ

関
門

交
換

機
（
ＩＧ

Ｓ
）

○
Ｎ

Ｇ
Ｎ

は
、

高
い

信
頼

性
・
安

全
性

・
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
を

確
保

し
た

上
で

、
１
つ
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
上

に
お
い
て
音

声
通
信

、
デ
ー
タ
通
信

及
び
映
像
配

信
と

い
っ

た
様

々
な

サ
ー

ビ
ス

を
統

合
的

か
つ

安
定

的
に

提
供

す
る

機
能

を
実

現
。

○
ま

た
、

多
様

な
通

信
サ

ー
ビ

ス
に

対
応

す
る

た
め

、
最

優
先

ク
ラ
ス
、
高

優
先

ク
ラ
ス
、
優

先
ク
ラ
ス
及

び
ベ
ス
ト
エ
フ
ォ
ー
ト
ク
ラ
ス
の
４
つ
の
品
質

ク
ラ
ス

に
よ

る
通

信
が

提
供

さ
れ

て
い

る
。 音

声
系

デ
ー
タ
系

映
像

系
映

像
系

デ
ー
タ
系

音
声
系

県
間
伝
送
路

県
間
伝

送
路

都
道
府

県
毎

都
道
府

県
毎

非
指
定
設
備

G
W
ル
ー
タ

集
約
ブ
ロ
ッ
ク
毎

集
約
ブ
ロ
ッ
ク
毎

東
京

/
群
馬

大
阪

/
愛
知

都
道
府
県
毎

都
道
府
県
毎

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
の

加
入
電
話

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
の

加
入
電
話

※
１

自
治
体
が
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
場

合
は

、
当

該
自

治
体

が
あ
る
県

に
も
設

置
さ
れ

て
い
る
。

集
約
ブ
ロ
ッ
ク
毎

非
指

定
設

備

※
２

平
成

3
0
年
度
以
降
に
拡
大
（
東
：
８
箇
所
、
西
：
５
箇
所
）
。

大
阪

※
1

東
京

※
1

東
京
等

※
2

大
阪
等

※
2

ＩＳ
Ｐ

VN
E

優
先
パ
ケ
ッ
ト

利
用
事
業
者

VN
E

優
先
パ
ケ
ッ
ト

利
用
事
業
者

網
終
端
装
置

ＩＳ
Ｐ
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調
整
額
の
概
要

○
調

整
額

は
、

過
去

の
接

続
料

収
入

と
費

用
の

差
額

を
当

年
度

の
接

続
料

原
価

に
含

め
る

こ
と

に
よ

り
、

収
入

と
費

用
を

均
衡

さ
せ

る
仕

組
み

。

○
そ

の
算

定
方

式
は

、
接

続
料

の
当

年
度

及
び

過
去

の
算

定
方

式
に

よ
っ

て
異

な
る

が
、

代
表

的
に

は
以

下
の

と
お

り
。

（当
年

度
・
過

去
と

も
に

実
績

原
価

等
の

場
合

）

＝
前
々
算
定
期
間
に
お
け
る
費
用

前
々
算
定
期
間
接
続
料

に
算
入
し
た
調
整
額

＋
前
々
算
定
期
間
に
お
け
る
接
続
料
収
入

（
＝

前
々
算
定
期
間
の
接
続
料

×
前
々
算
定
期
間
の
需
要
）

－
調
整
額

（
１
）
将

来
原
価
方
式
の
調
整
額

現
在

、
将

来
原

価
方

式
は

Ｎ
Ｇ

Ｎ
及

び
加

入
光

フ
ァ

イ
バ

に
適

用
さ

れ
て

い
る

と
こ

ろ
、

そ
の

接
続

料
調

整
額

及
び

そ
の

考
え

方
に

つ
い

て
は

、
基

本
的

に
以

下
の

と
お

り
と

な
っ

て
い

る
。

●
Ｎ
Ｇ
Ｎ
将
来
原
価
の
調
整
額
＝
０

基
本
的
に
将
来
原
価
方
式
は
、
接
続
料
の
認
可
申
請
者
が
自
ら
の
経
営
情
報
や
経
営
判
断
等
に
基
づ
き
、
需

要
と
費
用
を
予
測
し
て
接
続
料
を
算
定
す
る
方
式
で
あ

り
、
一
定
程
度
の
乖
離

の
発
生
は
避
け
ら
れ
な
い
こ
と
を
考
え
る
と
、
予
測
と
実
績
の
乖
離
分
に
つ
い
て
は
、
予
測

を
行
っ
た
申
請
者
が
自
ら
責
任
を
負
う
べ
き
も
の
と
考

え
ら
れ
て
い
る
。
Ｎ
Ｇ
Ｎ
は
将
来
原
価
方
式
（
算
定
期
間
１
年
）
で
接
続
料
を
算
定
し
て
い
る
と
こ
ろ
、
こ
の
考

え
方
に
基
づ
き
、
調
整
額
は
算
入
し
て
い
な
い
。

●
加
入
光
フ
ァ
イ
バ
将
来
原
価
の
調
整
額
＝
特

例
許

可
に
よ
る
乖
離
額
調
整
を
実
施

加
入
光
フ
ァ
イ
バ
は
将
来
原
価
方
式
（
算
定
期
間
３
～
４
年
）
で
接
続
料
を
算
定
し
て
い
る
た
め
、
予
測
と
実
績
の
乖
離
が
外
的
要
因
に
よ
り
生
じ
る
可
能
性
が
あ
り
、
そ

の
場
合
の
実
績
費
用
と
実
績
収
入
の
乖
離
額
を
指
定
事
業
者
の
み
に
負
担
さ
せ
る
こ
と
は
適
当
で
は
な
い
こ
と
か
ら
、
指
定
事
業
者
か
ら
の
申
請
に
よ
り
事
後
的
な
「
乖

離
額
調
整
」
を
認
め
て
い
る
（
第
一
種
電
気
通
信
設
備
接
続
料
規
則
第
３
条
の
許
可
）
。

（
２
）
接

続
料
の
算
定
・
支
払
・
調
整
の
イ
メ
ー
ジ

将
来
原

価
方

式
の
例

（
特
例

許
可
に
よ
る
乖
離
額

調
整
を
実
施
し
た
場
合
）

認
可

さ
れ

た
接

続
料

額
で

毎
月

支
払

い

当
年
度
実

績
判

明
後

、
乖

離
分
を

翌
々

年
度

以
降

の
接

続
料
に

反
映

前
年
度

当
年

度
翌
年
度

翌
々
年
度

実
績
原

価
方

式
の
例

「
合

理
的

な
将
来

の
予
測

」
に

基
づ
き

「
複

数
年

度
の
接

続
料
」

算
定

・
認

可
申
請

認
可

さ
れ

た
接

続
料

額
で

毎
月

支
払

い

当
年

度
実

績
判

明
後

、
乖

離
分

を
翌

々
年

度
の

接
続

料
に

反
映

「
前

々
年

度
実
績

」
に

基
づ
き

「
単

年
度

の
接
続

料
」

算
定

・
認

可
申
請

接
続

料

接
続

料

接
続
料

接
続
料

変
更

接
続
料

86



85

１
電
気
通
信
事
業
法
第

3
3
条
第

1
4
項
の
規
定
に
基
づ
く
認
可
接
続
料
の
再
計
算
時

２
電
気
通
信
事
業
法
第

3
3
条
第
２
項
の
規
定
に
基
づ
く
接
続
約
款
の
認
可
の
申
請
時

検
証

時
期

検
証

方
法

検
証

区
分
等

①
～
⑦
：
利
用
者
料
金
に
よ
る
収
入
と
、
そ
の
利
用
者
料
金
が
設
定
さ
れ
て
い
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
機
能
ご
と
の
振
替
接
続
料
（
当
該
機
能

の
利
用
の
た
め
に
第
一
種
指
定
設
備
利
用
部
門
が
負
担
す
べ
き
認
可
接
続
料
そ
の
他

の
接
続
料
）
の
総
額
を
比
較
し
、
そ
の
差
分
が
利
用
者

料
金
で
回
収
さ
れ
る
営
業

費
に
相
当
す
る
金
額
を
下
回
ら
な
い
も
の
で
あ
る
か
を
検
証

⑧
：
検
証
対
象
の
サ
ー
ビ
ス
メ
ニ
ュ
ー
に
設
定
さ
れ
て
い
る
利
用
者
料
金
が
、
当
該
サ
ー
ビ
ス
メ
ニ
ュ
ー
の
提
供
に
用
い
ら
れ
る
振
替
接
続
料
及
び
他

事
業
者
接
続
料
の
合
計
を
上
回
っ
て
い
る
か
を
検
証

「
接
続
料
と
利
用

者
料

金
の
関
係

の
検
証

に
関

す
る
指

針
」の

概
要

○
ス

タ
ッ

ク
テ

ス
ト
は

、
第

一
種

指
定

電
気

通
信

設
備

に
係

る
接
続
料
の
水

準
の
妥

当
性
を
検

証
す

る
た

め
平

成
11

年
か

ら
開

始
。

○
具

体
的

な
運

用
方

法
に

つ
い

て
、

情
報

通
信

審
議

会
答

申
「
コ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ル
ー

ル
の

見
直

し
等

に
係

る
接

続
ル

ー
ル

の
整

備
に

つ
い

て
」

（
平

成
1
9
年

３
月

30
日

）を
踏

ま
え

、
総
務
省
は

、
平
成

19
年
７
月

に
、
「接

続
料

と
利
用

者
料
金

と
の
関
係
の
検
証
（ス

タ
ッ
ク
テ
ス
ト
）
の
運
用

に
関

す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
策
定
・
公
表

。

○
平

成
1
9
年

７
月

、
接

続
料

規
則

第
14

条
第

４
項

に
ス

タ
ッ

ク
テ

ス
ト
実

施
の

根
拠

規
定

を
整

備
。

○
平

成
3
0
年

２
月

、
同

項
を

削
り

、
同

規
則

第
14

条
の

２
を

新
設

す
る

改
正

を
実

施
。

・
利

用
者

料
金

と
の

関
係

に
よ

り
不

当
競

争
性

を
判

断
す

る
旨

の
明

確
化

。
・
県

間
通

信
用

設
備

が
指

定
設

備
と

一
体

的
に

利
用

さ
れ

る
場

合
は

そ
の

接
続

料
も

上
記

関
係

の
判

断
に

お
い

て
考

慮
す

べ
き

こ
と

の
明

定
。

・
利

用
者

料
金

な
ど

他
の

原
因

に
よ

り
不

当
競

争
性

の
排

除
が

困
難

な
場

合
に

つ
い

て
は

、
接

続
料

は
適

正
原

価
・
適

正
利

潤
の

範
囲

内
で

最
低

水
準

に
設

定
す

る
こ

と
を

規
定

。

○
さ

ら
に

、
「
接

続
料

の
算

定
に

関
す

る
研

究
会

」第
一

次
報

告
書

（
平

成
29

年
９

月
８

日
）
を

踏
ま

え
、
平
成

30
年
２
月
に
、
上
記
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に

代
わ

る
「
接

続
料
と
利
用
者
料
金
の
関
係
の
検

証
に
関

す
る
指

針
」を

策
定
・
公
表

（平
成

31
年

３
月

に
最

終
改

定
）。

⑦
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ー
サ
ワ
イ
ド

⑧
そ
の
他
総
務
省
が
決
定
す
る
サ
ー
ビ
ス
メ
ニ
ュ
ー

（
接

続
料

規
則

第
８
条

第
２
項

第
１
号

の
規

定
（
将

来
原

価
方

式
）
に
基

づ
き
接

続
料

が
算
定
さ
れ
た
機
能
を
利
用
し
て
提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
に
属
す
る
も
の
を
基
本
）

①
加
入
電
話
・
IS

D
N
基
本
料

②
加
入
電
話
・
IS

D
N
通
話
料

※

③
フ
レ
ッ
ツ

A
D
S
L

④
フ
レ
ッ
ツ
光
ネ
ク
ス
ト

⑤
フ
レ
ッ
ツ
光
ラ
イ
ト

⑥
ひ
か
り
電
話

※
第
一
種
指
定
電
気
通
信
設
備
接
続
料
規
則

等
の

一
部

を
改

正
す
る
省

令
（
平

成
31

年
総

務
省

令
第

13
号

）
附

則
第

４
条

の
規

定
が

効
力

を
有
す
る
間
（
附
則
第
２
条
の
規
定
に
よ
り
附
則

第
４
条

の
通

知
を
行

う
こ
と
が

で
き
る
期

間
を
含

む
。
）
は

、
本

指
針

を
適

用
し
な
い
。
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審 査 結 果 
（令和２年度の接続料の改定等について） 

  

 電気通信事業法施行規則（昭和 60年郵政省令第 25号。以下「施行規則」という。）、第一

種指定電気通信設備接続料規則（平成 12年郵政省令第 64号。以下「接続料規則」という。）

及び電気通信事業法関係審査基準（平成 13年１月６日総務省訓令第 75号。以下「審査基準」

という。）の規定に基づき、以下のとおり審査を行った結果、認可することが適当と認められ

る。 

審査事項 審査結果 事由 

１ 施行規則第 23 条の４第１項で定める箇所にお

ける技術的条件が適正かつ明確に定められてい

ること。（審査基準第 15条(1)ア） 

適 

本件による技術的条件の変更は、フレッツ

光マイタウンのサービス廃止に伴う関連規

定の削除及び 10Gbit/s インタフェースに対

応する新たな設備に関する接続機能の制定

のため、これらに係る規定を改定するもので

あり、本件による変更後も技術的条件は適正

かつ明確に定められていると認められる。 

２ 接続料規則第４条で定める機能ごとの接続料

が適正かつ明確に定められていること。（審査基

準第 15条(1)イ） 
適 

接続料は、接続料規則第４条に規定する機

能ごとに定められており、かつ、接続料は適

正かつ明確に定められていると認められる。 

３ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信

事業者及び当該指定電気通信設備とその電気通

信設備を接続する他の電気通信事業者の責任に

関する事項が適正かつ明確に定められているこ

と。（審査基準第 15条(1)ウ） 適 

東日本電信電話株式会社（以下「NTT 東日

本」という。）及び西日本電信電話株式会社

（以下「NTT西日本」という。）（以下「NTT東

日本」及び「NTT西日本」を「NTT東日本・西

日本」という。）とその電気通信設備を接続す

る他の電気通信事業者の責任に関する事項

が適正かつ明確に定められていると認めら

れる。 

４ 電気通信役務に関する料金を定める電気通信

事業者の別が適正かつ明確に定められているこ

と。（審査基準第 15条(1)エ） 
適 

 電気通信役務に関する料金を定める電気

通信事業者の別が適正かつ明確に定められ

ていると認められる。 

５ 施行規則第 23 条の４第２項で定める事項が適

正かつ明確に定められていること。（審査基準第

15条(1)オ） 

 

 

適 

【施行規則第 23 条の４第２項第１号に係る

事項】 

他事業者が接続の請求等を行う場合にお

いて必要な情報の開示を受ける手続等が適

正かつ明確に定められていると認められる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第１号の２に

係る事項】 

 他事業者が特定接続の請求等を行う場合

の手続等が適正かつ明確に定められている

と認められる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第１号の３に

係る事項】 

 関門系ルータの増設に係る条件に関する

基本的な事項が適正かつ明確に定められて

いると認められる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第２号に係る

事項】 

他事業者が接続に必要な装置を NTT 東日
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本・西日本の建物、管路、とう道、電柱等に

設置する場合に負担すべき金額について、接

続料の原価の算定方法に準じて計算されて

おり、適正かつ明確に定められていると認め

られる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第３号に係る

事項】 

NTT 東日本・西日本が現に設置する屋内配

線設備※を他事業者が利用する場合における

事項が適正かつ明確に定められていると認

められる。 

※共同住宅等（一戸建て以外の建物をいう。）に設置さ

れる設備（主として一戸建ての建物に設置される形態

により設置するものを除く。）に限る。 

【施行規則第 23 条の４第２項第４号に係る

事項】 

 他事業者が負担すべき工事費、手続費等に

ついて、接続料規則第３章から第５章までに

規定する算定方法に準じて計算されており、

能率的な経営の下における適正な原価に適正

な利潤を加えた金額に照らし公正妥当な金額

が適正かつ明確に定められていると認められ

る。 

【施行規則第 23 条の４第２項第５号に係る

事項】 

NTT 東日本・西日本及び他事業者がその利

用者に対して負うべき責任に関する事項が

適切かつ明確に定められていると認められ

る。 

【施行規則第 23 条の４第２項第６号に係る

事項】 

法第８条第１項に規定する重要通信の取

扱方法が適正かつ明確に定められていると

認められる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第７号に係る

事項】 

他事業者が接続に関して行う請求及び NTT

東日本・西日本が当該請求に対して行う回答

において用いるべき様式が適正かつ明確に

定められていると認められる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第８号に係る

事項】 

 他事業者との協議が調わないときの法第

154 条第１項若しくは第 157 条第１項のあっ

せん又は法第 155 条第１項若しくは第 157 条

第３項の仲裁による解決方法が適正かつ明確

に定められていると認められる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第９号に係る

事項】 
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 光信号伝送用の回線を各電気通信事業者の

光信号分離装置に収容する際現に当該電気通

信事業者の光信号分離装置が設置されている

場合の当該光信号分離装置に光信号伝送用の

回線を収容する条件が適正かつ明確に定めら

れていると認められる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第 10 号に係る

事項】 

 接続料規則第 15 条の２ただし書の規定に

よる番号ポータビリティ機能の接続料に関す

る必要な事項が適正かつ明確に定められてい

ると認められる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第 10 号の２に

係る事項】 

 特定のパケットについて優先的に通信の交

換等又は伝送を行う機能（以下「優先パケッ

ト機能」という。）に関する事項が適正かつ明

確に定められていると認められる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第 11 号に係る

事項】 

他事業者の権利又は義務に重要な関係を有

する電気通信設備の接続の条件に関する事項

が適正かつ明確に定められていると認められ

る。 

【施行規則第 23 条の４第２項第 12 号に係る

事項】 

 必要に応じて、有効期間が適正かつ明確に

定められていると認められる。 

６ 接続料が接続料規則に定める方法により算定

された原価に利潤を加えた金額に照らし公正妥

当なものであること。（審査基準第 15 条(2)） 

適 

本件申請中の料金表に定める接続料は、接

続料規則第３章から第６章までの規定に基

づいて算定された原価・利潤に照らし、公正

妥当なものと認められる。 

なお、光信号端末回線伝送機能に係る調整

額の扱い、加入光ファイバの接続料原価等か

らのフレキシブルファイバの除外、10Gbit/s

インタフェースに対応する新たな設備に関

する接続機能に係る扱い、回線管理機能に係

る接続料の算定方法の特例、ファイル連携シ

ステム開発費の扱い、特設公衆電話に係る費

用の扱い及びフレッツ光プレミアムのサー

ビス廃止に伴い廃止する機能に係る調整額

の扱いについては、それぞれ別記１から別記

７までのとおり。 

また、接続料と利用者料金の関係の検証の

結果については、補足資料のとおり。 

７  接続の条件が、第一種指定電気通信設備を設置

する電気通信事業者がその指定電気通信設備に

自己の電気通信設備を接続することとした場合

の条件に比して不利なものでないこと。（審査基

準第 15条(3)） 

適 

 自己の電気通信設備を接続することとし

た場合の条件に比して不利なものとする旨

の記載は認められない。 
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８  特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取

扱いをするものでないこと。（審査基準第 15 条

(4)） 
適 

特定の電気通信事業者に対し不当な差別

的取扱いをする旨の記載は認められない。 

 

（別記） 

１．光信号端末回線伝送機能に係る乖離額調整の扱いについて 

接続料規則第 12 条の２第１項において、将来原価方式によって接続料原価を算定する

際の調整額は０と規定されており、乖離額調整は原則として認められていない。 

これは、将来原価方式においては、申請者である NTT東日本・西日本が自らの経営情報

や経営判断等に基づき接続料原価を算定するとともに、将来の合理的な需要の予測値を用

いて接続料を算定することとされており、予測と実績の乖離が事後的に発生した場合は予

測を行った申請者が自ら責任を負うべき等の考え方に基づくものである。 

一方、本件申請において、NTT東日本においては、平成 30年度の実績原価と実績収入の

差額を、新たに算定する令和２年度の接続料の原価に加えて算定すること、令和元年度に

おける原価の見込み値と収入の見込み値の差額を、新たに算定する令和３年度及び令和４

年度の接続料の原価に１対２の割合で加えて算定すること並びに令和２年度から令和４

年度までの実績原価と実績収入の差額を、令和３年度以降の当該接続料の原価に加えて算

定することとする措置がとられている。 

当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただ

し書の許可を求める申請が併せて行われている。 

また、NTT西日本においては、平成 30年度の実績原価と実績収入の差額と、令和元年度

における原価の見込み値と収入の見込み値の差額の合計を、新たに算定する令和３年度及

び令和４年度の接続料の原価に１対２の割合で加えて算定すること及び令和２年度から

令和４年度までの実績原価と実績収入の差額を、令和３年度以降の当該接続料の原価に加

えて算定することとする措置がとられており、接続料規則第３条ただし書の許可を求める

申請が併せて行われている。 

光信号端末回線伝送機能に係る接続料の算定に当たっては、平成 28 年７月に乖離額調

整について許可していることから、当該措置を実施することに一定の合理性があるものと

考える。 

 

２．加入光ファイバの接続料原価等からのフレキシブルファイバの除外について 

本件申請において、接続料規則第３条ただし書の規定に基づき、フレキシブルファイバ

について、利用事業者が個別設備の設置及び維持管理に係る費用を全額負担することを前

提に加入者ダークファイバ相当のサービスの提供を要望する場合において、NTT 東日本・

西日本が個別設備を設置し、既存設備区間の設備と組み合わせて提供するサービスに係る

固定端末系伝送路設備の費用を加入光ファイバに係る接続料原価から除外するとともに、

当該固定端末系伝送路設備について接続料を設定しないこととする措置がとられている。 

当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただ

し書の許可を求める申請が併せて行われている。 

当該申請に関して、フレキシブルファイバは、利用者が個別設備及びこれと一体をなす

既存設備を占用する実態を踏まえれば、その提供に係る費用は加入光ファイバに係る接続
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料として加入光ファイバを利用する全事業者が広く負担するのではなく、当該利用事業者

が個別に負担することが適当であることに加え、「既存設備が存在しないエリア（光未提供

エリア）において、利用事業者の要望に基づき、当該利用事業者の代わりに NTT東日本・

西日本が新たに設備を構築するものであり、提供にあたっては相互接続での提供ではなく、

卸電気通信役務での提供を前提にその提供条件を定めている」とする NTT東日本・西日本

の説明を踏まえると、これを認めなかった場合の利用事業者への影響も考慮して、当該措

置を実施することに一定の合理性があるものと考える。 

 

３．10Gbit/sインタフェースに対応する新たな設備に関する接続機能に係る扱いについて 

本件申請において、NTT東日本・西日本が新たに導入する 10Gbit/sインタフェースに対

応した収容局ルータについて一般第一種指定収容ルータとして取り扱うこと、当該インタ

フェースに対応した機能（光信号分離機能、その他端末回線伝送機能、端末系ルータ交換

機能及び一般収容ルータ優先パケット識別機能）について令和２年度から令和６年度まで

の実績原価と実績収入の差額を令和７年度以降の接続料原価に加えて算定すること及び

一般収容ルータ優先パケット識別機能（優先クラスを識別するもの）について、従前より

料金が設定されている一般収容ルータ優先パケット識別機能（優先クラスを識別するもの）

の接続料を準用することとする措置がとられている。 

当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただ

し書の許可を求める申請が併せて行われている。 

当該機能を利用したサービスは現時点で提供されておらず、正確な原価・需要数を合理

的に予測することは困難であることから、当該措置を実施することに一定の合理性がある

ものと考える。 

 

４．回線管理機能に係る接続料の算定方法の特例について 

本件申請において、ドライカッパ、ラインシェアリング、加入光ファイバ等の回線管理

機能については、機能ごとに接続料を設定するとそれぞれの料金水準に大きな差が生じる

状況にあったことから、ラインシェアリングとそれ以外の機能とに分けて接続料を設定す

ることにより、それぞれの料金水準の差を少なくすることとする措置がとられている。 

当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただ

し書の許可を求める申請が併せて行われている。 

回線管理機能の接続料については、本来、各サービス固有の費用に基づき算定すべきで

あるが、平成 30年度時点では、各サービスの需要の成長度合いの差異が顕著であり、サー

ビス固有の原価及び需要に基づき接続料を算定した場合、料金水準に大きな差が生じるこ

ととなる。他方、各サービス間で共通的な費用項目について平均化された原価に基づき接

続料を算定した場合、これが緩和されるとともに、サービストータルとしてのコスト回収

が可能であることから、当該措置を実施することに一定の合理性があるものと考える。 

 

５．ファイル連携システム開発費の扱いについて 

本件申請において、接続事業者からのラインシェアリング等の接続申込を管理するシス

テムに追加で開発されたファイル連携システムの開発費用について接続料原価から控除
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することとする措置がとられている。 

当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただ

し書の許可を求める申請が併せて行われている。 

当該開発費用は、第一種指定電気通信設備接続会計規則（平成９年郵政省令第 91号）に

規定する第一種指定設備管理部門に整理された費用であり、本来、費用負担の原則に基づ

き、全額利用事業者の負担とすべきものである。 

しかしながら、市場は縮退傾向であり、現に業務量が減ってきている当該サービスに係

る回線管理のシステム開発としては規模が大きいものであること、NTT 東日本・西日本が

他事業者に事前の周知を行わずに開発を判断し、周知から運用開始までが短期間であった

こと、当該システムを利用していない事業者も存在したことに鑑みれば、結果として最適

な開発であったとはいえないこと、当該システムのもたらすセキュリティ向上効果に鑑み、

全ての事業者において当該システムの速やかな利用開始が重要であったこと等を踏まえ、

平成 26年度適用接続料の認可申請時に接続料原価から控除することと整理しているもの。 

 

６．特設公衆電話に係る費用の扱いについて 

公衆電話機能について、特設公衆電話に係る費用（※）を公衆電話発信機能及びディジ

タル公衆電話発信機能の接続料原価に算入する措置がとられている。 

当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただ

し書の許可を求める申請が併せて行われている。 

当該措置については、特設公衆電話に係る負担方法の在り方に関して、以下の点に鑑み、

特設公衆電話に係る費用を公衆電話機能の接続料原価に算入する措置を実施することに

一定の合理性があるものと考える。 

（１）（平時にも発生する）特設公衆電話に係る費用を、需要（災害時等に発生するトラヒ

ック）で除して特設公衆電話に係る接続料を算定する考え方もあるが、その場合、災害

時等に、それまで長年にわたり積み重なった巨額の費用を接続事業者が突発的に負担

することとなるおそれがあるため、接続事業者の予見性を確保するためにも、負担の平

準化が必要であること 

（２）特設公衆電話は、災害時等にのみ提供されるものではあるが、災害時等における常設

の公衆電話を補完する役割を果たすものであること 

（３）平成 25 年度接続料改定の際の情報通信行政・郵政行政審議会答申を踏まえ、NTT 東

日本・西日本が関係事業者と協議を行った結果、特設公衆電話に係る費用を公衆電話機

能の接続料原価に算入する措置に替わる案が複数示されたものの、いずれの案も従来

の接続料算定の考え方との親和性が低い点や、安定的かつ継続的な負担を実現すると

いう面で適切でないという点に課題があるとされ、全事業者による合意は困難という

結論に達したため、引き続き、公衆電話接続料での負担を継続するということで全事業

者の意見が合致したこと 
※ 端末回線コスト（メタル加入者回線及びＭＤＦに係る費用）及びＮＴＳコストのうちき線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路に係るもの以外の費

用 

 

７．フレッツ光プレミアムのサービス廃止に伴い廃止する機能に係る調整額相当額の加算に

ついて（NTT西日本のみ） 
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フレッツ光プレミアムのサービス廃止に伴い廃止する機能に係る平成 30 年度における

実績費用及び調整額と実績収入との差額（平成 30年度調整額相当額）を、後継又は需要の

移行先となる機能の接続料原価に算入する措置がとられている。 

当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただ

し書の許可を求める申請が併せて行われている。 

当該廃止機能を利用する事業者の需要がその後継又は需要の移行先となる機能に移行

していることを踏まえると、当該廃止機能に係る平成 30年度調整額相当額を、その後継又

は需要の移行先となる機能の接続料原価に加えることは、適正なコストの反映を図るため、

当該措置を実施することに一定の合理性があるものと考える。 
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補足資料 

接続料と利用者料金の関係に関する確認の結果 

 

１．目的 

本資料では、第一種指定電気通信設備接続料規則（平成 12年郵政省令第64号）第 14条

の２の規定を踏まえ、東日本電信電話株式会社（以下「NTT東日本」という。）及び西日本

電信電話株式会社（以下「NTT 西日本」という。）（以下「NTT 東日本」及び「NTT 西日本」

を「NTT東日本・西日本」という。）から申請のあった接続料の水準が、NTT東日本・西日

本の提供する電気通信役務（卸電気通信役務を除く。）に関する料金（以下「利用者料金」

という。）の水準との関係により、第一種指定電気通信設備とその電気通信設備を接続する

電気通信事業者との間に価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとならないかについ

て確認した結果を示す。 

 

２．結果 

NTT 東日本・西日本において、「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」（平成

30年２月 26日策定。平成 31年３月５日最終改定）に従い、接続料と利用者料金の関係の

検証を行った結果については、別紙１から別紙４までのとおり。両社のフレッツ ADSL以外

の検証対象サービスでは、利用者料金収入と接続料総額の差分が営業費相当基準額（利用

者料金収入の 20％）を上回ったため、価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとは認

められなかった。 

両社のフレッツ ADSLについては、同指針に定める営業費相当基準額を下回る結果であっ

たが、両社から示された価格圧搾による不当な競争を引き起こしていないと考える論拠（別

紙５及び別紙６）を踏まえると、営業費相当基準額を下回った主な要因は、本検証区分に

おける接続料総額の大部分（NTT東日本：約８割、NTT西日本：９割弱）を占める、地域 IP

網※１に係る接続料（特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能・ATMインターフェース）

の料金水準が高止まりしていることによるものであるが、接続事業者は当該機能を利用せ

ずに競争的に DSLサービスを提供していると考えられ※２、また、ブロードバンドサービス

において地域 IP網の機能は次世代ネットワーク（NGN）の機能により代替されていること

から、価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとは認められなかった。 

※１ NTT東日本・西日本が所有する電話局間の回線網。両社が提供するフレッツADSL・フレッツ ISDNにおいて使用。 

※２ 当該機能は新設されてから現在までNTT東日本・西日本の利用部門のみが利用。 
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按
分

）
（
注

3
）
加

入
電

話
・
ＩＳ

Ｄ
Ｎ

 基
本

料
の

接
続

料
相

当
に

は
、

回
線

数
の

増
減

に
応

じ
て

当
該

設
備

に
係

る
費

用
が

増
減

す
る

も
の

に
係

る
費

用
（
Ｎ

Ｔ
Ｓ

コ
ス

ト
）
の

1
7
1
億

円
は

含
み

ま
せ

ん
。

（
注

4
）
加

入
電

話
・
ＩＳ

Ｄ
Ｎ

 通
話

料
に

つ
い

て
は

、
2
0
1
9
年

3
月

5
日

付
け

総
基

料
第

3
1
号

及
び

総
基

料
第

3
4
号

の
総

務
大

臣
通

知
に

基
づ

き
、

Ｌ
Ｒ

ＩＣ
検

証
と

し
て

別
途

報
告

し
ま

す
。

（
注

5
）
ひ

か
り

電
話

に
お

け
る

移
動

体
着

等
を

除
く
場

合
に

つ
い

て
は

、
移

動
体

・
Ｐ

Ｈ
Ｓ

・
０

５
０

・
国

際
着

及
び

フ
リ

ー
ア

ク
セ

ス
・
ひ

か
り

ワ
イ

ド
着

に
相

当
す

る
利

用
者

料
金

収
入

と
接

続
料

相
当

を
ト

ラ
ヒ

ッ
ク

比
（
通

信
時

間
比

）
等

※
を

用
い

て
除

外
。

　
※

勘
定

科
目

で
把

握
可

能
な

も
の

に
つ

い
て

は
、

個
別

に
金

額
を

把
握

し
た

上
で

除
外

ひ
か

り
電

話
N

G
N

（
IG

S
接

続
機

能
・
中

継
局

接
続

機
能

）
、

加
入

者
交

換
機

能
、

中
継

交
換

機
能

、
中

継
伝

送
共

用
機

能
、

加
入

者
交

換
機

回
線

対
応

部
共

用
機

能
、

中
継

交
換

機
回

線
対

応
部

共
用

機
能

、
IP

通
信

網
県

間
区

間
伝

送
機

能
、

他
事

業
者

接
続

料

加
入

電
話

・
ＩＳ

Ｄ
Ｎ

  
基

本
料

フ
レ

ッ
ツ

Ａ
Ｄ

Ｓ
Ｌ

フ
レ

ッ
ツ

光
ネ

ク
ス

ト

フ
レ

ッ
ツ

光
ラ

イ
ト

ビ
ジ

ネ
ス

イ
ー

サ
ワ

イ
ド

別
紙

１
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【
西

日
本

】

接
続

料
と

利
用

者
料

金
の

関
係

の
検

証
結

果
（
単

位
：
億

円
）

①
利

用
者

料
金

収
入

②
接

続
料

相
当

③
差

分
（①

－
②

）

④
利

用
者

料
金

収
入

に
占

め
る

差
分

の
比

率
（③

÷
①

）

接
続

料
相

当
の

算
定

方
法

（
以

下
の

接
続

料
等

に
需

要
を

乗
じ

て
算

定
）

2
,2

5
5

1
,6

9
5

5
6
0

2
4
.8

%
端

末
回

線
伝

送
機

能
（メ

タ
ル

端
末

回
線

・
光

信
号

端
末

回
線

・
メ

タ
ル

加
算

料
）
、

回
線

管
理

運
営

費
、

回
線

収
容

装
置

1
3
3

1
6
2

▲
2
9

▲
2
1
.8

%
特

別
収

容
局

ル
ー

タ
接

続
ル

ー
テ

ィ
ン

グ
伝

送
機

能
（
A

T
M

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

ー
ス

）
、

端
末

回
線

伝
送

機
能

（ド
ラ

イ
カ

ッ
パ

・M
D

F
）、

D
S
L
回

線
故

障
対

応
機

能
、

回
線

管
理

運
営

費

3
,4

5
5

1
,9

0
7

1
,5

4
8

4
4
.8

%

回
線

管
理

運
営

費
、

端
末

回
線

伝
送

機
能

（
光

屋
内

配
線

・
光

主
端

末
回

線
・
光

信
号

端
末

回
線

・
光

信
号

分
岐

端
末

回
線

・光
信

号
伝

送
装

置
）
、

光
信

号
多

重
分

離
機

能
、

光
信

号
電

気
信

号
変

換
機

能
、

N
G

N
（収

容
局

接
続

機
能

・
優

先
パ

ケ
ッ

ト
識

別
機

能
（
優

先
ク

ラ
ス

を
識

別
す

る
も

の
）
・
一

般
中

継
系

ル
ー

タ
交

換
伝

送
機

能
（
優

先
ク

ラ
ス

）
）
、

回
線

終
端

装
置

1
3
8

9
0

4
8

3
4
.8

%
回

線
管

理
運

営
費

、
端

末
回

線
伝

送
機

能
（
光

屋
内

配
線

・
光

主
端

末
回

線
・
光

信
号

端
末

回
線

・
光

信
号

分
岐

端
末

回
線

・光
信

号
伝

送
装

置
）
、

光
信

号
多

重
分

離
機

能
、

光
信

号
電

気
信

号
変

換
機

能
、

N
G

N
（収

容
局

接
続

機
能

）
、

回
線

終
端

装
置

移
動

体
着

等
を

含
む

場
合

1
,1

0
2

1
8
9

9
1
3

8
2
.8

%

移
動

体
着

等
を

除
く
場

合
9
2
5

1
1
0

8
1
5

8
8
.1

%

2
4
7

1
2
5

1
2
2

4
9
.4

%
イ

ー
サ

ネ
ッ

ト
フ

レ
ー

ム
伝

送
機

能
、

端
末

回
線

伝
送

機
能

（
光

信
号

端
末

回
線

）

N
G

N
（I

G
S
接

続
機

能
・中

継
局

接
続

機
能

）
、

加
入

者
交

換
機

能
、

中
継

交
換

機
能

、
中

継
伝

送
共

用
機

能
、

加
入

者
交

換
機

回
線

対
応

部
共

用
機

能
、

中
継

交
換

機
回

線
対

応
部

共
用

機
能

、
IP

通
信

網
県

間
区

間
伝

送
機

能
、

他
事

業
者

接
続

料

（注
１

）利
用

者
料

金
収

入
は

、
20

18
年

度
の

実
績

。
（フ

レ
ッ

ツ
光

ネ
ク

ス
ト

マ
ン

シ
ョ

ン
タ

イ
プ

の
う

ち
V

D
S
L
方

式
に

つ
い

て
は

、
V

D
S
L
装

置
の

利
用

料
を

含
み

ま
せ

ん
。

）
（注

2）
接

続
料

相
当

は
、

各
サ

ー
ビ

ス
で

使
用

す
る

設
備

ご
と

の
20

18
年

度
の

実
績

需
要

に
今

回
申

請
す

る
接

続
料

を
乗

じ
て

算
定

し
て

い
ま

す
。

　
（加

入
光

フ
ァ

イ
バ

等
の

収
容

率
は

20
20

年
度

適
用

接
続

料
設

定
上

の
予

測
値

）
（フ

レ
ッ

ツ
光

ネ
ク

ス
ト

・ラ
イ

ト
に

つ
い

て
は

、
中

継
系

ル
ー

タ
交

換
伝

送
機

能
相

当
と

関
門

系
ル

ー
タ

交
換

機
能

相
当

を
推

計
ト

ラ
ヒ

ッ
ク

等
を

用
い

て
按

分
）

（注
3）

加
入

電
話

・Ｉ
Ｓ

Ｄ
Ｎ

 基
本

料
の

接
続

料
相

当
に

は
、

回
線

数
の

増
減

に
応

じ
て

当
該

設
備

に
係

る
費

用
が

増
減

す
る

も
の

に
係

る
費

用
（Ｎ

Ｔ
Ｓ

コ
ス

ト
）の

23
8億

円
は

含
み

ま
せ

ん
。

（注
4）

加
入

電
話

・Ｉ
Ｓ

Ｄ
Ｎ

 通
話

料
に

つ
い

て
は

、
20

19
年

3月
5日

付
け

総
基

料
第

31
号

及
び

総
基

料
第

34
号

の
総

務
大

臣
通

知
に

基
づ

き
、

Ｌ
Ｒ

ＩＣ
検

証
と

し
て

別
途

報
告

し
ま

す
。

（注
5）

ひ
か

り
電

話
に

お
け

る
移

動
体

着
等

を
除

く
場

合
に

つ
い

て
は

、
移

動
体

・
Ｐ

Ｈ
Ｓ

・
０

５
０

・国
際

着
及

び
フ

リ
ー

ア
ク

セ
ス

・ひ
か

り
ワ

イ
ド

着
に

相
当

す
る

利
用

者
料

金
収

入
と

接
続

料
相

当
を

ト
ラ

ヒ
ッ

ク
比

（
通

信
時

間
比

）
等

※
を

用
い

て
除

外
。

※
勘

定
科

目
で

把
握

可
能

な
も

の
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

金
額

を
把

握
し

た
上

で
除

外

ひ
か

り
電

話

ビ
ジ

ネ
ス

イ
ー

サ
ワ

イ
ド

サ
ー

ビ
ス

フ
レ

ッ
ツ

光
ラ

イ
ト

フ
レ

ッ
ツ

光
ネ

ク
ス

ト

フ
レ

ッ
ツ

Ａ
Ｄ

Ｓ
Ｌ

加
入

電
話

・Ｉ
Ｓ

Ｄ
Ｎ

  
基

本
料

別
紙

２
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接
続
料
と
利
用
者
料
金
の
関
係
の
検
証
結
果

（
総

務
省

が
決

定
す
る
サ

ー
ビ
ス
メ
ニ
ュ
ー
）

【
東
日
本
】

＜
利
用
者
料
金
収
入
の
算
定
方

法
＞

１
．
フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト

：
代

表
的

な
割

引
プ
ラ
ン
（
に
ね

ん
割
）
の
適
用
率
と
割
引
額
を
も
と
に
、
１
ユ
ー
ザ
あ
た
り
の
平
均

的
な
割
引

額
を
算

定
し
、
約

款
料

金
に
反

映
。

２
．
フ
レ
ッ
ツ
光
ラ
イ
ト

：
基

本
料

は
約

款
料

金
。
加

算
料

は
実
績
収
入
を
稼

動
施
設

数
で
除
し
て
算
定
。

３
．
ひ
か
り
電
話

：
実

績
収

入
を
稼

動
施

設
数

で
除

し
て
算
定
。

４
．
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ー
サ
ワ
イ
ド

：
収

入
実

績
と
稼

動
回

線
数

を
も
と
に
し
た
割
引
前
収
入
（
理
論
値
）
の
差
額
を
稼
動
回
線

数
で
除
す
こ
と
で
、
１
ユ
ー
ザ

あ
た
り
の

平
均

的
な
割

引
額

を
算

定
。

＜
接
続
料
相
当
の
算
定
方
法
＞

接
続
料
相
当

は
、
今
回
申
請

し
た

2
0
2
0
年

度
適

用
接

続
料

を
用

い
て
算
定

。
・
加
入
光

フ
ァ
イ
バ
等
の
収

容
率

は
接

続
料

設
定

上
の

予
測

値
。

・
フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト
・
ラ
イ
ト
に
つ
い
て
は

、
中

継
系

ル
ー
タ
交

換
伝
送

機
能
相

当
と
関
門
系

ル
ー
タ
交
換
機

能
相
当
を
推
計
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
等
を
用

い
て
按

分
。

品
目

検
証
に
用
い
た
接
続
料
等

検
証
結
果

（
注

）

１
．
フ
レ
ッ
ツ
光
ネ
ク
ス
ト

（
１
）
フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
屋
内
配
線
・
光
信
号
分
岐
端
末
回
線
・
光
信
号
主
端
末
回

線
・
光
信
号
伝
送
装
置
）
、
光
信
号
多
重
分
離
機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

（
２
）
ビ
ジ
ネ
ス
タ
イ
プ

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
信
号
端
末
回
線
・
光
信
号
伝
送
装
置
）
、
光
信
号
多
重
分
離

機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

（
３
）
マ
ン
シ
ョ
ン
タ
イ
プ

（
Ｖ
Ｄ
Ｓ
Ｌ
方
式
／
Ｌ
Ａ
Ｎ
配
線
方
式
）

①
ミ
ニ

②
プ
ラ
ン
１

③
プ
ラ
ン
２

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
信
号
端
末
回
線
）
、
光
信
号
電
気
信
号
変
換
機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

（
４
）
マ
ン
シ
ョ
ン
タ
イ
プ

（
光
配
線
方
式
）

①
ミ
ニ

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
信
号
端
末
回
線
・
光
信
号
伝
送
装
置
）
、
光
信
号
多
重
分
離

機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

②
プ
ラ
ン
１

③
プ
ラ
ン
２

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
信
号
端
末
回
線
・
光
信
号
伝
送
装
置
）
、

N
G

N
（
収
容
局
接

続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

（
５
）
プ
ラ
イ
オ

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
屋
内
配
線
・
光
主
端
末
回
線
・
光
信
号
分
岐
端
末
回
線
・
光

信
号
伝
送
装
置
）
、
光
信
号
多
重
分
離
機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
・
優
先
パ
ケ
ッ
ト
識
別
機
能
（
優
先

ク
ラ
ス
を
識
別
す
る
も
の
）
・
一
般
中
継
系
ル
ー
タ
交
換
伝
送
機
能
（
優
先
ク
ラ
ス
）
）
、
回
線
終
端
装
置

○

２
．
フ
レ
ッ
ツ
光

ラ
イ
ト

（
１
）
フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
屋
内
配
線
・
光
主
端
末
回
線
・
光
信
号
分
岐
端
末
回
線
・
光

信
号
伝
送
装
置
）
、
光
信
号
多
重
分
離
機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

（
２
）
マ
ン
シ
ョ
ン
タ
イ
プ

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
信
号
端
末
回
線
・
光
信
号
伝
送
装
置
）
、
光
信
号
多
重
分
離

機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

３
．
ひ
か
り
電
話
（
関
門
系
ル
ー
タ
交
換
機
能
を
用
い
る
場
合
）

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
・
優
先
パ
ケ
ッ
ト
識
別
機
能
（
優
先
ク
ラ
ス
を
識
別
す
る
も
の
）
・
一
般
中
継
系
ル
ー

タ
交
換
伝
送
機
能
（
優
先
ク
ラ
ス
）
）
、

IP
通
信
網
県
間
区

間
伝
送
機
能
（
優
先
ク
ラ
ス
）
、
他
事
業
者
接
続
料

○

４
．
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ー
サ
ワ
イ
ド

イ
ー
サ
ネ
ッ
ト
フ
レ
ー
ム
伝
送
機
能
、
端
末
回
線
伝
送
機

能
（
光
信
号
端
末
回
線
）

○

別
紙

３

（
注
１
）

○
：
利
用
者
料
金
が
接

続
料

の
合

計
を
上

回
っ
て
い
る
も
の

×
：
利
用
者
料
金
が
接
続
料
の
合
計
を
下
回
っ
て
い
る
も
の

（
注

２
）

フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト
・
フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ
に
つ
い
て
、

1
0
G

bi
t/

sま
で
の
符
号

伝
送
が

可
能
な
サ
ー
ビ
ス
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

な
お
、
同
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本
・
西

日
本
に
お
い
て
ユ
ー
ザ
料
金
を
決
定
し
次
第
検

証
し
、
総
務

省
に
報
告
さ
れ
る
予

定
。
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接
続
料
と
利
用
者
料
金
の
関
係
の
検
証
結
果

（
総

務
省

が
決

定
す
る
サ

ー
ビ
ス
メ
ニ
ュ
ー
）

（
注

１
）

○
：
利

用
者
料
金
が
接
続

料
の

合
計

を
上

回
っ
て
い
る
も
の

×
：
利
用
者
料
金
が
接
続
料
の
合
計
を
下
回
っ
て
い
る
も
の

（
注

２
）

フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト
・
フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ
に
つ
い
て
、

1
0
G

bi
t/

sま
で
の
符
号

伝
送
が

可
能
な
サ
ー
ビ
ス
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

な
お
、
同
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

に
お
い
て
ユ
ー
ザ
料
金
を
決

定
し
次
第
検
証
し
、
総

務
省
に
報

告
さ
れ
る
予

定
。

品
目

検
証
に
用
い
た
接
続
料
等

検
証
結
果

（
注

）

１
．
フ
レ
ッ
ツ
光
ネ
ク
ス
ト

（
１
）
フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
屋
内
配
線
・
光
信
号
分
岐
端
末
回
線
・
光
信
号
主
端
末
回

線
・
光
信
号
伝
送
装
置
）
、
光
信
号
多
重
分
離
機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

（
２
）
ビ
ジ
ネ
ス
タ
イ
プ

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
信
号
端
末
回
線
・
光
信
号
伝
送
装
置
）
、
光
信
号
多
重
分
離

機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

（
３
）
マ
ン
シ
ョ
ン
タ
イ
プ

（
Ｖ
Ｄ
Ｓ
Ｌ
方
式
／
Ｌ
Ａ
Ｎ
配
線
方
式
）

①
ミ
ニ

②
プ
ラ
ン
１

③
プ
ラ
ン
２

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
信
号
端
末
回
線
）
、
光
信
号
電
気
信
号
変
換
機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

（
４
）
マ
ン
シ
ョ
ン
タ
イ
プ

（
光
配
線
方
式
）

①
ミ
ニ

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
信
号
端
末
回
線
・
光
信
号
伝
送
装
置
）
、
光
信
号
多
重
分
離

機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

②
プ
ラ
ン
１

③
プ
ラ
ン
２

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
信
号
端
末
回
線
・
光
信
号
伝
送
装
置
）
、

N
G

N
（
収
容
局
接

続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

２
．
フ
レ
ッ
ツ
光

ラ
イ
ト

（
１
）
フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
屋
内
配
線
・
光
主
端
末
回
線
・
光
信
号
分
岐
端
末
回
線
・
光

信
号
伝
送
装
置
）
、
光
信
号
多
重
分
離
機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

（
２
）
マ
ン
シ
ョ
ン
タ
イ
プ

回
線
管
理
運
営
費
、
端
末
回
線
伝
送
機
能
（
光
信
号
端
末
回
線
・
光
信
号
伝
送
装
置
）
、
光
信
号
多
重
分
離

機
能
、

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
）
、
回
線
終
端
装
置

○

３
．
ひ
か
り
電
話
（
関
門
系
ル
ー
タ
交
換
機
能
を
用
い
る
場
合
）

N
G

N
（
収
容
局
接
続
機
能
・
優
先
パ
ケ
ッ
ト
識
別
機
能
（
優
先
ク
ラ
ス
を
識
別
す
る
も
の
）
・
一
般
中
継
系
ル
ー

タ
交
換
伝
送
機
能
（
優
先
ク
ラ
ス
）
）
、

IP
通
信
網
県
間
区

間
伝
送
機
能
（
優
先
ク
ラ
ス
）
、
他
事
業
者
接
続
料

○

４
．
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ー
サ
ワ
イ
ド

イ
ー
サ
ネ
ッ
ト
フ
レ
ー
ム
伝
送
機
能
、
端
末
回
線
伝
送
機

能
（
光
信
号
端
末
回
線
）

○

＜
利
用
者
料
金
収
入
の
算
定
方
法

＞
１
．
フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト

：
収

入
実

績
と
稼

動
回

線
数

を
も
と
に
し
た
割
引
前
収
入
（
理
論
値
）
の
差
額
を
稼
動
回
線

数
で
除
す
こ
と
で
、
１
ユ
ー
ザ

あ
た
り
の

平
均

的
な
割

引
額

を
算

定
し
、
約

款
料

金
に
反

映
。

２
．
フ
レ
ッ
ツ
光
ラ
イ
ト

：
基

本
料

は
収

入
実

績
と
稼

動
回

線
数
を
も
と
に
し
た
割
引
前
収
入
（
理
論
値
）
の
差
額
を
稼
動
回

線
数
で
除
す
こ
と
で
、
１
ユ
ー
ザ

あ
た
り
の

平
均

的
な
割

引
額

を
算

定
し
、

約
款

料
金

に
反

映
。
加

算
料

は
実

績
収
入
を
稼
動
施

設
数
で
除
し
て
算

定
。

３
．
ひ
か
り
電

話
：
実

績
収

入
を
稼

動
施

設
数

で
除

し
て
算
定
。

４
．
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ー
サ
ワ
イ
ド

：
収

入
実

績
と
稼

動
回

線
数

を
も
と
に
し
た
割
引
前
収
入
（
理
論
値
）
の
差
額
を
稼
動
回
線

数
で
除
す
こ
と
で
、
１
ユ
ー
ザ

あ
た
り
の

平
均

的
な
割

引
額

を
算

定
し
、
約

款
料

金
に
反

映
。

＜
接
続
料
相
当
の
算
定
方
法
＞

接
続
料
相
当

は
、
今
回
申
請
し
た

2
0
2
0
年

度
適

用
接

続
料

を
用

い
て
算
定

。
・
加

入
光
フ
ァ
イ
バ
等
の
収
容
率

は
接

続
料

設
定

上
の

予
測

値
。

・
フ
レ
ッ
ツ
光

ネ
ク
ス
ト
・
ラ
イ
ト
に
つ
い
て
は

、
中

継
系

ル
ー
タ
交

換
伝
送

機
能
相

当
と
関
門
系

ル
ー
タ
交
換
機

能
相
当
を
推
計
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
を
用

い
て
按

分
。

別
紙

４
【
西
日
本
】
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（単位：千契約）

フレッツ・ADSL施設数 2,410 2,058 1,700 1,418 1,135 858 667 550 475 411 342 258

2018年度末2007年度末 2008年度末 2009年度末 2010年度末 2011年度末 2012年度末 2013年度末 2014年度末 2015年度末 2016年度末 2017年度末

（単位：円/ポート・月）

2009適用 2010適用 2011適用 2012適用 2013適用 2014適用 2015適用 2016適用 2017適用 2018適用 2019適用 2020適用
（2007実績） （2008実績） （2009実績） （2010実績） （2011実績） （2012実績） （2013実績） （2014実績） （2015実績） （2016実績） （2017実績） （2018実績）

特別収容局ルータ接続
ルーティング伝送機能
（ATMインターフェース）

接続料

222,578 177,458 105,313 95,367 140,382 135,881 301,746 231,341 48,630 119,482 197,331 210,134

価格圧搾による不当な競争を引き起こしていないと考える理由（フレッツＡＤＳＬ）

接続料と利用者料金の関係の検証の検証対象である「フレッツＡＤＳＬ」については、利用者料

金収入と接続料相当との差分が営業費相当基準額（利用者料金による収入の２０％）を下回るこ

とになりますが、以下の理由から、価格圧搾による不当な競争を引き起こすものではないと考えま

す。

• フレッツ・ＡＤＳＬについては、関連物品の製造終了による保守物品の枯渇、および需要の減少

傾向が今後も継続すると見込まれることから、一部のエリアを除いて、２０１６年６月末に新規

受付を終了しており、２０２３年１月末にはサービス提供を終了することを公表したことに加え、

ＦＴＴＨやモバイルブロードバンド等の代替サービスへの移行が進んでいることを踏まえると、競

争環境にあるサービスとは言えないこと。

• 営業費相当が基準値を下回った主な要因は、本検証区分における接続料金相当の約８割を占

める、地域IP網に係る接続料（特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能・ＡＴＭインター

フェース）の料金水準が高いことによるものである。

当該接続機能は、現在まで当社利用部門のみが利用しており、また、２０１８年度より整理品目

となっていることから、今後新たな接続事業者の利用は見込まれないため、価格圧搾による不

当な競争を引き起こすものではないこと。

別紙５

（参考１）地域IP網（特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能・ＡＴＭインターフェース）の接続料

（参考２）フレッツ・ＡＤＳＬ施設数の推移

【東日本】
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（単位：千契約）

フレッツ・ADSL施設数 2,246 1,934 1,681 1,439 1,187 990 816 669 577 508 438 344

2018年度末2007年度末 2016年度末 2017年度末2015年度末2014年度末2013年度末2012年度末2011年度末2010年度末2009年度末2008年度末

（単位：円/ポート・月）

2009適用 2010適用 2011適用 2012適用 2013適用 2014適用 2015適用 2016適用 2017適用 2018適用 2019適用 2020適用
（2007実績） （2008実績） （2009実績） （2010実績） （2011実績） （2012実績） （2013実績） （2014実績） （2015実績） （2016実績） （2017実績） （2018実績）

特別収容局ルータ接続
ルーティング伝送機能
（ATMインターフェース）

接続料

221,768 179,560 129,244 104,283 117,101 136,651 147,699 156,974 188,450 240,161 235,062 270,094

価格圧搾による不当な競争を引き起こしていないと考える理由（フレッツＡＤＳＬ）

接続料と利用者料金の関係の検証の検証対象である「フレッツＡＤＳＬ」については、利用者料

金収入と接続料相当との差分が営業費相当基準額（利用者料金による収入の２０％）を下回るこ

とになりますが、以下の理由から、価格圧搾による不当な競争を引き起こすものではないと考えま

す。

• フレッツ・ＡＤＳＬについては、関連物品の製造終了による保守物品の枯渇、および需要の減少

傾向が今後も継続すると見込まれることから、一部のエリアを除いて、２０１６年６月末に新規

受付を終了しており、２０２３年１月末にはサービス提供を終了することを公表したことに加え、

ＦＴＴＨやモバイルブロードバンド等の代替サービスへの移行が進んでいることを踏まえると、競

争環境にあるサービスとは言えないこと。

• 営業費相当が基準値を下回った主な要因は、本検証区分における接続料金相当の９割弱を占

める、地域IP網に係る接続料（特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能・ＡＴＭインター

フェース）の料金水準が高いことによるものである。

当該接続機能は、現在まで当社利用部門のみが利用しており、また、２０１８年度より整理品目

となっていることから、今後新たな接続事業者の利用は見込まれないため、価格圧搾による不

当な競争を引き起こすものではないこと。

別紙６

（参考１）地域IP網（特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能・ＡＴＭインターフェース）の接続料

（参考２）フレッツ・ＡＤＳＬ施設数の推移

【西日本】

101




